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１．計画の目的等 

（１）計画策定の背景と目的 

 地域公共交通は、学生や高齢者などの交通手段を持たない方の移動手段として必要不可欠であ

ることはもちろん、まちづくり、観光、健康、福祉、教育、環境等の様々な分野において高い効

果をもたらすものであり、維持・確保していくことが重要です。 

 しかしながら、本県の地域公共交通は、人口減少・少子高齢化、自動車依存度の高さに加え、新

型コロナウイルス感染症の影響により利用者が大きく減少しています。また、運転手不足も深刻

化するなど、公共交通事業者の経営は、非常に厳しい状況におかれています。それに伴い、地域

公共交通を維持・確保するための公的負担の増加も大きな課題になっています。 

 また、近年、ＡＩ・ＩCT 等技術革新の進展により、AI オンデマンド交通や MaaS（Mobility as 

a Service）等の新たなモビリティサービスが登場しているところであり、地域公共交通の効率化

や利便性の向上を図る手段として、これら新技術・サービスの導入に向けた議論、検討を進めて

いくことが必要となっています。 

 こうした中、令和２年 11 月、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」が改正され、（１）

地域が自らデザインする地域交通、（２）輸送手段の総動員による移動手段の確保、（３）効率的

かつ利便性の高い地域公共交通の実現など、地域公共交通のあり方・方向性が示されるととも

に、すべての地方公共団体に地域公共交通計画の作成が努力義務化されました。 

 以上の背景等を踏まえ、本計画では、県、市町村、交通事業者など地域公共交通の関係者が、ア

フターコロナも見据え、共通の認識を持ち一体となって、地域公共交通の維持・確保、活性化に

取り組むことができるよう、本県の地域公共交通の現状と課題を整理した上で、基本方針、計画

目標、具体的な施策、関係者の役割分担を定めることとします。 
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（２）計画の概要 

 本計画は、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」第５条に基づく法定計画「地域公共

交通計画」として、県と市町村が共同して策定します。 

 計画区域は岐阜県全域、計画期間は 6 年間とします。 

 本計画は、本県の地域公共交通のマスタープランとして、上位計画である『「清流の国ぎふ」創

生総合戦略』や関連計画、県内各市町村で策定された地域公共交通計画と整合を図るとともに、

SDGｓの理念も反映します。 

 

■計画区域と期間 

 

 

 

 

 

■上位関連計画について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画区域 岐阜県全域 

計画期間 6 年間（令和４年度～令和 9 年度） 
 

「清流の国ぎふ」創生総合戦略（計画❶）      「都市計画区域マスタープラン」（計画❷） 

「環境」に関する計画 「福祉」に関する計画 「防災・安全」に関する計画 

第６次 

岐阜県環境基本計画（計画❺） 

岐阜県地球温暖化防止・ 

気候変動適応計画（計画❻） 

第８期岐阜県 

高齢者安心計画（計画❼） 

第３期岐阜県障がい者 

総合支援プラン（計画❽） 

第２期 

岐阜県強靭化計画（計画❸） 

第 11 次 

岐阜県交通安全計画（計画❹） 

その他の関連計画 

岐阜県過疎地域持続

的発展方針（計画❾） 

岐阜県自転車活用 

推進計画（計画❿） 

岐阜県ＤＸ推進 

計画（計画⓫） （計画⓬） 

【根拠法】 

 地域公共交通の活性化 

 及び再生に関する法律 

各市町村 

地域公共交通計画 

岐阜県地域公共交通計画 
（令和４年度～令和 9 年度） 
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（３）上位関連計画 

■総合計画 
 

計画❶ 「清流の国ぎふ」創生総合戦略  

計画期間 令和元年度～令和５年度 

計画目標 一人ひとりの幸せと確かな暮らしのあるふるさと岐阜県を目指して 

概  要 
 2014 年に施行された「まち・ひと・しごと創生法」に基づ

き、国の基本方針、総合戦略を勘案した地方版総合戦

略。 

 政策の方向性を『「清流の国ぎふ」を支える人づくり』、

『健やかで安らかな地域づくり』、『地域にあふれる魅力と

活力づくり』とし、施策を展開。 

 人口減少や高齢化が特に進んだ地域においては、日常

の買い物や移動手段の確保といった暮らしに必要なサー

ビスの確保や機能の維持といった課題があることから、生

活を支えるネットワーク・インフラの整備も含め、その地域

の状況に応じた総合的な取組が必要となってくる。 

 経済発展に取り組むうえで不可欠な広域ネットワーク・イ

ンフラの整備として、東海環状自動車道西回り区間など

の高規格幹線道路やＩＣアクセス道路などの整備を進

めるとともに、本県の新たな玄関口となるリニア岐阜県駅

を核としたまちづくりを推進していく。 

■政策の方向性と施策 

 

 

 

 方向性１ 「清流の国ぎふ」を支える人づくり 

 （１）未来を支える人 

 （２）誰もが活躍できる社会 

 方向性２ 健やかで安らかな地域づくり 

 （１）健やかに暮らせる地域 

 （２）安らかに暮らせる地域 

 （３）誰もが暮らしやすい地域 

 ① 地域を支援する人材の育成・確保 

 ② 二地域居住、移住・定住の促進など 

   新たな暮らし方の推進 

 ③ 地域公共交通体系など生活サービス 
   の再編・効率化 

 ④ 行政サービスの連携・横断的な実施 

 ⑤ 生活を支えるインフラの整備 
 

 方向性３ 地域にあふれる魅力と活力づくり 

 （１）地域の魅力の創造・伝承・発信 

 （２）次世代を見据えた産業の振興 

 ① 産業を支える人材の育成・確保 

 ② ＡＩやＩｏＴを活用した第 4 次 
   産業革命と成長分野への展開 

 ③ 地場産業の活力の強化 

 ④ 観光産業の基幹産業化 

 ⑤ 産業を支える広域ネットワーク・ 

   インフラの整備 

 （３）農林畜水産業の活性化 

③ 地域公共交通体系など生活サービスの再編・効率化 

【地域公共交通の維持と再編】 

・県内各地域における「地域公共交通計画」の作成促進 

・鉄道とバスの連携強化、バス路線網再編等による運行
の効率化等の改善及び地域に適した公共交通網の形成

の促進 

・地方鉄道の安全運行に必要な設備投資等への支援、広
域幹線バス路線や市町村自主運行バスの運行支援 

 

 KPI（重要業績評価指標） 

 「地域公共交通計画」策定市町村数：25 市町村 

 

⑤ 産業を支える広域ネットワーク・インフラの整備 

【リニア中央新幹線開業を見据えた取組み】 

・開業効果の県内全域への波及に資する濃飛横断自動
車道や瑞浪恵那道路などリニア岐阜県駅へのアクセ
ス道路の整備推進 

・リニア中央新幹線開業を見据えた本社機能移転誘致
の推進、観光・産業振興や基盤整備などリニアを活用
した地域づくりの戦略的な推進 

・広域観光の拠点となる施設の整備支援及び２次交通
ネットワークの構築に向けた検討 
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計画❷ 都市計画区域マスタープラン 

計画期間 令和２年度～令和 12 年度 

計画目標 － 

概  要 
 岐阜県では、都市計画区域を一体の都市として総合的

に整備、開発、保全することを目的として必要なものを一

体的、総合的に定めるため、都市計画区域マスタープラ

ンを策定。 

 都市計画区域ごとに都市計画の目標をはじめ、土地利

用、都市施設の整備、市街地開発事業に関する主要

な都市計画の方針を定めている。 

 県内では、27 区域のマスタープランを策定し、それぞれの

区域の整備、開発及び保全の方針を定めている。 

 

【岐阜 5 区域】岐阜、羽島、各務原、本巣、高富 

【西濃 6 区域】大垣、海津、養老、関ケ原、輪之内、揖斐 

【中濃 7 区域】関、美濃、八幡、美濃加茂、可児、八百津、御嵩 

【東濃 5 区域】多治見、中津川、恵那、土岐、瑞浪 

【飛騨 4 区域】高山、下呂、古川、神岡 

 

■岐阜県の都市計画区域 

 

 

 

関ケ原 

関 ケ 原 町  
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■防災・安全に関する計画 
 

計画❸ 第２期岐阜県強靭化計画 

計画期間 令和２年度～令和６年度 

計画理念 強くて、しなやかな「清流の国ぎふ」を次世代に引き継ぐために 

概  要  

 

計画❹ 第１１次岐阜県交通安全計画 

計画期間 令和３年度～令和７年度 

基本理念 交通事故のない安全・安心な『清流の国ぎふ』を目指して 

概  要  

 基本目標 

 ○県民の生命の保護が最大限図られること ○県の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

 ○県民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 ○迅速な復旧復興 

 強靭化の推進方針 

 （１）交通・物流 

 （２）国土保全 

 （３）農林水産 

 （４）都市・住宅／土地利用 

 （５）保健医療・福祉 

 （６）産業 

 （７）ライフライン・情報通信 

 （８）行政機能 

 （９）環境 

 （10）リスクコミュニケーション 

      ／防災教育・人材育成 

 （11）官民連携 

 （12）メンテナンス・老朽化対策 

（１）交通・物流 ～交通ネットワークの強化 

【リニア中央新幹線の整備促進】 

・整備促進のため、沿線市町とともに用地取得を進めていくとともに、
工事が円滑に進むように関係機関等と調整を図る。 

【鉄道の老朽化対策・存続支援】 

・地方鉄道の老朽化した重要インフラの整備を重点的に支援する。 

・地域を支える重要な交通機関として、沿線市町と連携し地方鉄道の存
続を支援する。 

【運輸・交通事業者の災害対応力強化】 

・県と事業者団体との協定に基づき、大規模災害時における緊急・救援
輸送への対応や早急な運行再開が図られるよう取組みを進める。 

・暴風雪や豪雪等に対し、国土交通省の「鉄道の計画運休のあり方」を
踏まえつつ、県内事業者及び沿線市町村との情報共有や連絡体制のあ
り方を検討する。 

 

 第１章 道路交通の安全 

 ❶道路交通環境の整備 

 ❷交通安全思想の普及徹底 

 ❸安全運転の確保 

 ❹車両の安全性の確保 

 ❺道路交通秩序の維持 

 ❻救助・救急活動の充実 

 ❼被害者支援の充実と推進 

 
 第２章 鉄道交通の安全 

 ❶鉄道交通環境の整備 

 ❷鉄道交通の安全に関する知識の普及 

 ❸鉄道の安全な運行の確保 

 ❹救助・救急活動の充実 

 ❺被害者支援の推進 

 ❻鉄道事故等の原因究明と事故等防止 

（５）高齢者等の移動手段の確保・充実 

・地域公共交通計画を策定した上で、公共交通サービスの改善、地域の輸送
資源の総動員による持続可能な移動手段の確保・充実を図る取組を推進 

・地域課題の解決に資する MaaS のモデル構築や MaaS の普及に必要な 
基盤づくりへの支援 

（11）交通需要マネジメントの推進  ※ア 公共交通機関利用の促進として 

・地域公共交通計画の策定を推進し、公共交通の利用促進を図る。 

・MaaS について関係機関と連携を図り、地域や観光地への移動手段の 
確保・充実、公共交通の維持・活性化等を進める。…など 

（２）運転保安設備等の整備 

・曲線部等への速度制限機能付き ATS 等、運転士異常時列車 
停止装置、運転状況記録装置等の整備を引き続き推進する。 

 第３章 踏切道における交通の安全 

 ❶踏切道の立体交差化、構造の改良及び歩行者等立体横断施設の整備の促進 

 ❷踏切保安設備の整備及び交通規制の実施 

 ❸踏切道の統廃合の促進 

 ❹その他踏切道の交通の安全及び円滑化等を図るための措置 

・踏切道の利用状況、幅員、交通規制等を勘案
し、着実に踏切遮断機を整備する。…など 
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■環境に関する計画 
 

計画❺ 第６次岐阜県環境基本計画 

計画期間 令和３年度～令和７年度 

基本理念 自然と人が共生する持続可能な「清流の国ぎふ」の実現 

概  要  

 

計画❻ 岐阜県地球温暖化防止・気候変動適応計画 

計画期間 令和３年度～令和 12 年度 

計画目標 脱炭素社会ぎふの実現と気候変動への適応 

概  要   温室効果ガス排出抑制等に関する対策・施策 

 ①産業部門 

 ②業務部門 

 ③家庭部門 

 ④運輸部門 

 ⑤部門横断的対策 

 ⑥吸収部門 

【運輸部門】～移動・運搬手段の変革～ 

＜事業者＞電動化対応バスや燃料電池バス等を導入する。 

＜県民＞ 公共交通機関や自転車の利用、徒歩での移動に努める。 

＜県＞  先進的なモビリティサービスの導入支援等を行い、公共 
交通の利用促進を図る。 

県内の地方鉄道、地域の路線バスの事業者、コミュニティ
バスを運行する市町村に対し支援（助成）措置を講じ、地
域住民の日常生活に必要な交通手段を確保維持する。 

 進捗管理指標【実施状況を確認するための指標】 
 

施策の内容 指標 

ＡＩ（人工知能）を活用したオンデマンド交通など利便性の高い先進的なモビリティ 

サービスの導入支援等を行う 
実証実験数 

自家用自動車への依存度の緩和を図る上で、県内の地方鉄道、地域の路線バスの事業

者、コミュニティバスを運行する市町村に対し、支援（助成）措置を講じ、地域住民の

日常生活に必要な交通手段を確保維持 

補助対象 

事業者数 

  

 取組方針 

 １ 環境・経済・社会の好循環により魅力と活力を生み出す地域づくり（地域循環共生圏の創造） 

 ２ 「清流の国ぎふ」に誇りと愛着を持ち、未来につなぐ人づくり 

 基本施策 

 施策１ 「脱炭素社会ぎふ」の実現と 

      気候変動への適応 

  （１）温暖化対策の推進 

  （２）気候変動への適応 

 施策２ 資源循環型社会の形成 

 施策３ 美しく豊かな環境との共生 

 施策４ 安全・安心な生活環境の確保 

 施策５ 未来につなぐ人づくりとライフスタイルの変容 

■公共交通の利用と次世代自動車の導入の促進 

・ＡＩを活用したオンデマンド交通など利便性の高い先進的なモ
ビリティサービスの導入支援等を行う。 

・交通事業者と市町村等が連携した利用環境整備の取組みについ

て助言等を行い、公共交通の利用促進を図る。 

■地域の特性を踏まえた取組の推進  市街地での取組み 
・公共交通の利用促進等を通じ、都市活動による環境への負荷が小さいまちづくりに取り組む。 
・次世代自動車の導入、バス・電車などの公共交通機関の積極的利用を推進する。 

・カーシェアリングなどのサービサイジングの活用を推進する。 
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■福祉に関する計画 
 

計画❼ 第８期岐阜県高齢者安心計画 

計画期間 令和３年度～令和５年度 

基本理念 「高齢者が健康で生きがいをもって活躍し続けることができる」 

「いつまでも住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる」 

概  要  

 

計画❽ 第３期岐阜県障がい者総合支援プラン 

計画期間 令和３年度～令和５年度 

基本目標 障がいのある人もない人も共に活躍し、安心して暮らせる「人にやさしい岐阜県づくり」を進めます 

概  要  

 ３つの目的 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進  

（２）介護保険サービス基盤の充実  

（３）高齢者が活躍できる社会の実現  

  ①高齢者の生きがい・健康づくりの推進 

  ②安心して暮らせる生活環境の整備 

（４）安全・安心なまちづくり 

②高齢者の移動手段の確保、移動等の円滑化 

・広域幹線的なバス路線について、運行に係る欠損額及び導入

するノンステップバス車両等の減価償却費に対し補助 

・交通不便地等の生活交通として必要な市町村自主運行バスの
運行に伴う欠損額に対し補助し、市町村の財政的負担を軽減 

・鉄道事業者が鉄道駅のバリアフリー化事業を実施する際に、
基本構想策定市町村が鉄道事業者に補助する場合、該当市町
村に対し補助額の一部を支援 

 数値目標（うち、安心して暮らせる生活環境の整備に関する指標の一つ） 
 

指標名 指標の説明 現状値 
目標 

(R5 年度末) 
目標 

(R7 年度末) 

ノンステップバス車両の割合 
乗合バスに占める 
ノンステップバス車両の割合 

42.8％ 
(H30) 

56.4％ 
(R4 年度末) 

63.2％ 
(R6 年度末) 

  

 

 分野別施策の施策体系 

 Ⅰ 安心して暮らせる社会環境づくり 

 Ⅱ 社会参加と自立を進める支援の充実 

 Ⅲ 日常生活を支える福祉の充実 

 Ⅳ 質の高い保険・医療提供体制の整備 

３ 福祉のまちづくりの推進 

（２）移動等の円滑化の推進 

・ノンステップバスなどの低床車両の導入や鉄道駅のバリア 

フリー化について公共交通事業者等への働きかけ 

・国や市町村とともに財政的な支援の実施 

 数値目標（うち、安心して暮らせる社会環境づくりに関する指標の一つ） 
 

項目 基準値 達成目標 

乗合バス車両に占めるノンステップバス車両の割合 
42.8％ 
(H30) 

56.4％ 
(R4 年度末) 
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■その他関連計画（１） 
 

計画❾ 岐阜県過疎地域持続的発展方針 

計画期間 令和３年度～令和７年度 

計画目標 － 

概  要  

 

計画❿ 岐阜県自転車活用推進計画 

計画期間 令和２年度～令和６年度 

計画目標 － 

概  要  

 

 政策の方向性 

１ 交通体系・生活環境の整備 

 （１）道路網の整備 

 （２）バス・鉄道等移動手段の確保 

 （３）水道・下水道等の整備 

 （４）再生可能エネルギーの導入促進 

 （５）情報化の推進 

 （６）防災・減災対策の強化 

 （７）集落の整備 

２ 生活サービスの確保・充実 

３ 人材の育成・確保 

４ 産業の振興 

（２）バス・鉄道等移動手段の確保 

・乗合バス事業者の路線バス、市町村のコミュニティバス
などについて、運行費などに対する支援を行う。 

・バス運行情報のデータ化、ＡＩなど新しい技術の活用を
支援し、事業運営の効率化・利便性の向上を図る。 

・地方鉄道事業者が行う経営の安定化、安全運行に資する

設備の整備などに対し、必要な支援を行う。 

 

 基本的な考え方 

 【地域の持続】  １ 交通体系・生活環境の整備   ２ 生活サービスの確保・充実 

 【地域の発展】  ３ 人材の育成・確保         ４ 産業の振興 

 実施すべき施策 

１ 都市環境 

 施策１ 自転車通行空間の計画的な整備推進 

 施策２ 違法駐車取締りの推進 

 施策３ 

 施策４ 

２ 健康増進 

３ 観光振興 

 施策８ 関ケ原の歴史資源を活かした 
    サイクルツーリズムの推進 

 施策９ 長良川沿川の自然景観を活かした 

    サイクルツーリズムの推進 

 施策 10 

 施策 11  

 施策 12  

４ 安全安心 

措置(１) 地域のニーズに応じた駐輪場の整備促進 

・交通結節点への自転車でのアクセス利便性向上に向けた
駐輪場整備を促進するため、岐阜県鉄道問題研究会を通
じ、公共交通事業者に対しても、駐輪場の整備にむけた

協力を要請 

措置(４) サイクルトレイン等の取組みに対する支援 

・鉄道事業者が実施するサイクルトレインの取組事例を 

ＰＲするため、県ホームページで情報発信 

・サイクルトレインにおける列車の自転車ラック整備等、
既存車両の魅力向上のための改修等に要する経費につい

て、鉄道事業者の申請に応じて支援 

 目指すべき将来像 

 【都市環境】 自転車を快適に利用できるまちづくり  【健康増進】 自転車を活用した健康づくりの推進 

 【観光振興】 サイクルツーリズムの推進  【安全安心】 自転車事故のない安全で安心な社会の実現 
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■その他関連計画（２） 
 

計画⓫ 岐阜県デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画 

計画期間 令和４年度～令和８年度 

計画理念 誰一人取り残されないデジタル社会である岐阜県 

概  要  

 

計画⓬ 岐阜県リニア中央新幹線活用戦略 

計画期間 平成 26 年度～ 

計画目標 － 

概  要  

重点的に展開する施策 

 Ⅰ 観光振興・まちづくり戦略 

 Ⅱ 産業振興戦略 

 Ⅲ 基盤整備戦略 
 １．駅及び駅周辺の戦略的整備 

 ２．リニア中央新幹線の効果を県内全 

   域に波及させる基盤整備 

 ３．活用戦略と重点的に展開する施策 

 （１）駅及び駅周辺整備 

 （２）アクセス道路整備 

 （３）県内鉄道交通ネットワーク強化 

 （４）リニア岐阜県駅からのバスネッ 

    トワーク整備 

 

（３）県内鉄道交通ネットワーク強化 

・ダイヤ編成の考え方の早期提示に関する鉄道事業者への
働きかけ 

・在来線の所要時間の短縮や列車本数の増加、直通列車の
運行等に関する鉄道事業者への働きかけ 

・駅のバリアフリー化を推進 

・JR 中央本線多治見駅～中津川駅における駐車場確保 

・名鉄岐阜駅周辺鉄道高架事業の推進 

・岐阜羽島駅の停車本数の増加 

 戦略の視点 

 １ 広域的に効果を波及     ２ 大都市機能を分担     ３ 岐阜県独自の魅力を発揮 

 

（４）リニア岐阜県駅からのバスネットワーク整備 

・観光バス拠点として整備 

・観光目的と生活目的を分離したバス乗降場の整備 

・地域公共交通ネットワークの再構築 

 ＤＸで生活を「豊かに」「安心に」「便利に」 

 ○豊かに：多様な価値観やライフスタイルを持ち、豊かな人生を送ることができる社会 

 ○安心に：どの世代も健康に生活し、安心して子育てができる社会 

 ○便利に：役所に赴くことなく、全ての手続きが自宅でできる社会 

 施策の枠組み 

 １ 行政のデジタル化 

 ２ 市町村行政のＤＸ支援 

 ３ 各分野のＤＸ 
  ○地域づくり 

  ○防災 

  ○環境 

  ○文化 

  ○医療 

  ○健康 

  ○高齢者・障がい者福祉と活躍 

  ○子育て・家庭支援 

  ○女性の活躍 

  ○産業・労働 

  ○観光 

  ○農畜水産業 

  ○林業 
  ○社会インフラ・建設業 

  ○教育 

  ○警察（防犯・捜査、交通安全） 

地域公共交通の効率化･利便性向上･運行管理の合理化及び MaaS や 

自動運転技術の基盤整備 

・運行情報等のデータ化 
 ＧＴＦＳの整備に向け、市町村を対象に 

 勉強会を開催するとともにアドバイザー 

 を派遣 

・ＡＩオンデマンド交通等の導入 

・キャッシュレス決済の推進 

成果指標 

GTFS データ整備済み市町村の割合 

（路線定期の自主運行バスを運行

する市町村に限る） 

51％(2021 年度) 

↓ 

100％（2026 年度） 

家庭部門～低炭素な新しい生活様式への転換～ 

・デジタル技術を活用した環境学習支援の強化 

・ライフスタイルの変容を促す普及啓発の実施 

・デジタルを活用した若年層の意識啓発、行動変容の促進 
 若者が手軽に取り組める行動（公共交通機関の利用、エコドライブ、詰め 

 替え商品の購入、宅配時間の指定など）を紹介する動画を作成し、YouTube 

 ストリーム広告で配信 
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Ⅱ 地域公共交通を取り巻く

現状と課題 
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１．岐阜県の地域特性 

（１）地勢・地理 

①岐阜県の位置 

 岐阜県は日本のほぼ中心に位置しており、面積は 10,621 ㎢と全国第７位の広さです。 

 県をまたぐ主な公共交通ネットワークとして東海旅客鉄道（JR 東海）、名古屋鉄道（名鉄）が整

備されています。また、リニア中央新幹線の開業が計画されており、中津川市の JR 美乃坂本駅

に近接して「リニア岐阜県駅（仮称）」が設置されます。リニア開業後は、本県への来訪者の大

幅な増加が期待されます。 
 

 

 

 

 

■岐阜県の位置と県をまたぐ公共交通ネットワーク（令和４年４月時点） 

 

 

 

❶ 県をまたぐ公共交通ネットワークの維持・確保 
Check 
Point 

高山 

県をまたぐ公共交通ネットワーク 

・関東圏から「岐阜駅」までは、東海道新幹線利

用で約２時間 10 分 

・関西圏から「岐阜駅」までは、東海道新幹線利

用で約１時間 30 分 

・中部国際空港から「岐阜駅」は名鉄利用で約１

時間 

・東京から高山までは、東海道新幹線（名古屋経

由）で約 4 時間 20 分、北陸新幹線利用（富山

経由）で約 4 時間 20 分 

・リニア中央新幹線が開業すると、「品川駅」か

ら「リニア岐阜県駅」までは、約１時間 

県内各地を結ぶ公共交通 

・「岐阜駅」から「高山駅」までは、JR 東海特急利用で約２時間 

・「岐阜駅」から「中津川駅」までは、JR 東海特急利用（名古屋経由）で

約１時間 40 分 

 

大阪 

東京 

リニア 
岐阜県駅 
（仮称） 

東京⇔高山（富山経由） 

🚅 約４時間 20 分  
（北陸新幹線、在来線特急利用） 

中部国際空港 

東京⇔岐阜（名古屋経由） 

🚅 約 2 時間 10 分 
（東海道新幹線、在来線利用） 

大阪⇔岐阜（名古屋経由） 

🚅 約 1 時間 30 分 
（東海道新幹線、在来線利用） 

中部国際空港⇔岐阜 

🚃 約 1 時間  
（名鉄特急利用） 

名古屋駅と県内主要都市の公共交通 

・「名古屋駅」と県内の主な都市は、JR 東海、名鉄で接続 

・「岐阜駅」までは、JR 東海利用で約 20 分 

・「高山駅」までは、JR 東海特急利用で約 2 時間 30 分、高速バスで約 2 時

間 45 分 

・「中津川駅」までは、JR 東海特急利用で約 55 分 

中津川 

名古屋 
中津川⇔名古屋 

JR 特急 約 55 分 

JR 在来線 約 1 時間 20 分 

高山⇔名古屋 

JR 特急 約 2 時間 30 分 

高速バス 約 2 時間 45 分 

岐阜⇔名古屋 

在来線 約 20 分 

岐阜⇔高山 

JR 特急 約 2 時間  

JR 在来線 約 3 時間 

 

岐阜⇔中津川 

JR 特急 約 1 時間 40 分 

JR 在来線 約 1 時間 50 分 

 

※既存路線は、インターネット路線検索サービスより平均的な所要時間を設定 

※リニア中央新幹線の所要時間は、JR 東海ホームページに記載の品川駅から 
 リニア岐阜県駅までの所要時間 60 分程度を元に設定 

岐阜 

富山 

品川⇔リニア岐阜県駅 

🚄 約１時間 
 （リニア中央新幹線各駅停車利用） 

東京⇔高山（名古屋経由） 

🚅 約４時間 20 分 
（東海道新幹線、JR 特急利用） 
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②県内の地勢 

 本県は、３千メートル級の山岳地帯から海抜ゼロメートル地帯まで、高低差の大きい複雑な地形

を有しています。 

 木曽三川により形成された低平地（沖積平野）に人口が集中しており、その地盤は軟弱です。ま

た、山間狭隘部の河川沿いに集落が連担し、人口、資産、交通が集中する一方で、土砂災害のお

それのある区域が多数存在しています。 

 地域公共交通は、県民の生活や経済活動を支える不可欠な基盤であり、災害により長期にわたっ

て運休するような事態に陥らないよう、災害対策を強化する必要があります。 

 

 

 

 

  

■県内の標高 
 

大垣駅 

岐阜駅 

美濃太田駅 

多治見駅 

中津川駅 

高山駅 

下呂駅 

➋ 地域公共交通の災害対策の強化 
Check 
Point 
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（２）人口動態 

①年齢 3 区分別人口の推移と人口分布 

 県人口は平成 17(2005)年から減少が続いており、令和４（2022）年 1 月 1 日現在の推計人口で

は 195.5 万人となっています。 

 特に生産年齢人口（15～64 歳）の減少が著しく、平成 7 年には 1,430,294 人でしたが、令和 2

年には 1,133,872 人となっています。通勤・通学の利用者数の減少により、公共交通への影響が

懸念されます。 

 また、17 市町村が過疎地域に指定(一部地域の指定を含む)されており、鉄道や自主運行バスな

どの公共交通機関があるものの、運行本数が少ないことや駅・バス停までの距離が遠いことなど

から、通勤、通学が困難な地域もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■人口の分布（令和 2 年１０月１日現在） 

 

出典：令和 2 年 国勢調査 

圏域 市町村 人口 圏域 市町村 人口

岐阜市 402,557 関市 85,283

羽島市 65,649 美濃市 19,247

各務原市 144,521 美濃加茂市 56,689

山県市 25,280 可児市 99,968

瑞穂市 56,388 郡上市 38,997

本巣市 32,928 坂祝町 8,071

岐南町 25,881 富加町 5,626

笠松町 22,208 川辺町 9,860

北方町 18,139 七宗町 3,402

大垣市 158,286 八百津町 10,195

海津市 32,735 白川町 7,412

養老町 26,882 東白川村 2,016

垂井町 26,402 御嵩町 17,516

関ケ原町 6,610 多治見市 106,732

神戸町 18,585 中津川市 76,570

輪之内町 9,654 瑞浪市 37,150

安八町 14,355 恵那市 47,774

揖斐川町 19,529 土岐市 55,348

大野町 22,041 高山市 84,419

池田町 23,360 飛騨市 22,538

下呂市 30,428

白川村 1,511

1,978,742県全体

岐

阜

西

濃

中

濃

東

濃

飛

騨

■県民の人口推移（年齢区分別） 

 
 

 

526,157

347,733

267,544
223,160

172,197

957,337

1,430,294

1,193,120

1,068,630

758,229

100,109

322,209

571,239
600,043

582,874

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

0～14歳

15～64歳

65歳以上

推計値実績値

年齢区分別人口の推移（岐阜県）（人）

注）平成27年の年齢3区分割合は年齢不詳を按分した人口により計算したもの （年）

出典：総務省「国勢調査」をもとに岐阜県人口動向研究部会作成
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■高齢化率の分布（令和２年） 

 圏域 市町村 高齢化率 圏域 市町村 高齢化率

岐阜市 29.6% 関市 30.6%

羽島市 27.8% 美濃市 36.3%

各務原市 28.6% 美濃加茂市 23.4%

山県市 36.1% 可児市 28.1%

瑞穂市 21.2% 郡上市 37.5%

本巣市 30.6% 坂祝町 28.1%

岐南町 22.8% 富加町 32.3%

笠松町 28.2% 川辺町 32.0%

北方町 24.7% 七宗町 46.1%

大垣市 27.6% 八百津町 40.2%

海津市 34.4% 白川町 46.8%

養老町 34.1% 東白川村 45.1%

垂井町 31.4% 御嵩町 31.8%

関ケ原町 40.1% 多治見市 31.4%

神戸町 32.5% 中津川市 32.8%

輪之内町 26.6% 瑞浪市 31.4%

安八町 28.7% 恵那市 35.4%

揖斐川町 38.5% 土岐市 32.0%

大野町 30.1% 高山市 33.4%

池田町 29.7% 飛騨市 40.4%

下呂市 40.6%

白川村 33.1%

30.4%県全体

岐

阜

西

濃

中

濃

東

濃

飛

騨

■高齢化率の分布（平成 22 年） 

 

 

出典：平成 22 年 国勢調査 

※分母から年齢「不詳」を除いて算出 

圏域 市町村 高齢化率 圏域 市町村 高齢化率

岐阜市 23.9% 関市 22.6%

羽島市 21.1% 美濃市 27.6%

各務原市 21.8% 美濃加茂市 19.5%

山県市 25.8% 可児市 20.1%

瑞穂市 16.3% 郡上市 32.2%

本巣市 23.0% 坂祝町 19.2%

岐南町 18.5% 富加町 24.7%

笠松町 23.8% 川辺町 26.5%

北方町 18.3% 七宗町 36.5%

大垣市 22.9% 八百津町 32.5%

海津市 23.6% 白川町 37.9%

養老町 23.8% 東白川村 40.1%

垂井町 23.7% 御嵩町 24.2%

関ケ原町 30.1% 多治見市 22.7%

神戸町 23.6% 中津川市 27.9%

輪之内町 19.9% 瑞浪市 26.0%

安八町 20.9% 恵那市 29.0%

揖斐川町 29.8% 土岐市 26.9%

大野町 21.5% 高山市 27.0%

池田町 22.5% 飛騨市 33.3%

下呂市 33.1%

白川村 28.9%

24.1%

東

濃

飛

騨

県全体

岐

阜

中

濃

西

濃

出典：令和 2 年 国勢調査 

※「不詳補完値」により算出 
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❶ 生産年齢人口の減少に伴う利用者（通勤・通学）の減少 

❷ 高齢化・過疎化が進む地域での移動手段の維持・確保 

Check 
Point 

■過疎地域（平成 24 年） 

 

 

出典：岐阜県政策研究会公表資料「岐阜県の過疎の状況と対策」より作成 

■過疎地域（令和３年） 

 

 

出典：総務省 過疎地域市町村等一覧 

（令和 4 年 4 月 1 日現在) 

圏域 市町村名 過疎区分
一部過疎について過疎地域と

みなされる区域（旧市町村）

岐阜 山県市 一部過疎 美山町

西濃 揖斐川町 みなし過疎

関市 一部過疎
洞戸村、板取村、武儀町、上之

保村

郡上市 一部過疎 明宝村、和良村

七宗町 全部過疎

八百津町 全部過疎

白川町 全部過疎

東白川村 全部過疎

中津川市 一部過疎 長野県山口村

恵那市 一部過疎 串原村、上矢作町

高山市 一部過疎
清見村、荘川村、久々野町、朝

日村、高根村、上宝村

飛騨市 全部過疎

下呂市 みなし過疎

白川村 全部過疎

東濃

中濃

飛騨

圏域 市町村名 過疎区分
一部過疎について過疎地域と

みなされる区域（旧市町村）

山県市 一部過疎 美山町

本巣市 一部過疎 根尾村

海津市 一部過疎 平田町

関ケ原町 全部過疎

揖斐川町 全部過疎

関市 一部過疎
洞戸村、板取村、武儀町、上之

保村

郡上市 全部過疎

七宗町 全部過疎

八百津町 全部過疎

白川町 全部過疎

東白川村 全部過疎

中津川市 一部過疎
長野県山口村、坂下町、川上

村、加子母村

恵那市 一部過疎
山岡町、明智町、串原村、上矢

作町

高山市 一部過疎
清見村、荘川村、久々野町、朝

日村、高根村、上宝村

飛騨市 全部過疎

下呂市 全部過疎

白川村 全部過疎

岐阜

中濃

東濃

飛騨

西濃
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（３）移動特性 

①通勤・通学流動 

 国勢調査に基づく、市町村間をまたぐ通勤・通学者数（各市町村 上位 5 位まで）を見ると、愛

知県に接する県南部では名古屋市との往来が多くなっています。 

 県内では、岐阜市、大垣市、多治見市、可児市及び高山市への往来が多くなっており、これらの

移動を支える広域交通の維持・確保が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

■国勢調査に基づく市町村間の通勤・通学流動（上位 5 位までを整理） 
 

出典：平成 27 年国勢調査 

❶ 通勤・通学を支える県・市町村間をまたぐ広域交通の維持・確保 
Check 
Point 
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（４）自家用乗用車の利用状況 

①一世帯あたりの自家用乗用車保有台数の推移 

 一世帯当たりの自家用乗用

車保有台数は、減少が続いて

いますが、令和３年３月末現

在の１世帯当たりの自家用

乗用車保有台数は1.553台で

あり、全国８位です。 

 全国の値と比較して、本県の

一世帯当たりの自家用乗用

車保有台数は多くなってい

ます。 

 

 

 
 

②自動車依存の傾向 

 平成23年に実施されたパーソント

リップ調査に基づき、各市町から

発生する全移動量に占める「自動

車利用」の移動割合を見ると、調査

対象の全市町で自動車の分担率は

60％を超過しています。 

 特に郊外部では自動車分担率が

70％を超過しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

鉄道

5.6% バス

1.1%

自動車

71.4%

原付・バイク

0.6%

自転車

7.3%

徒歩

11.4%

不明

2.7%

■一世帯あたりの自家用乗用車保有台数の推移（各年３月末現在） 

 
出典：（一財）自動車検査登録情報協会資料 

1.594 1.588 1.578 1.562 1.553

1.062 1.058 1.052 1.043 1.037

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

H29 H30 H31 R2 R3

一
世
帯
あ
た
り
自
家
用
乗
用
車
台
数
（
台
）

（年）

岐阜県 全国

※ 分担率とは、ある目的（例えば、出勤や買物など）を持って起点から終点へ移動する際の、一方向の移動（以
下、トリップ）の全交通手段のトリップの合算値に対して、ある交通手段のトリップの合算値が占める割合の
こと。 

■各市町を出発地又は到着地とする全移動の自動車分担率 

 

出典：第５回中京都市圏パーソントリップ調査 

■調査対象市町全体の手段分担率 
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③自家用乗用車による環境負荷の影響 

 本県の運輸部門における二酸化炭素排出量は、若干減少傾向にありますが、ほぼ横ばいの傾向が

続いています。 

 国の運輸部門における二酸化炭素排出量の 45.9%は自家用乗用車によるものであることから、

本県においても、自家用乗用車が二酸化炭素排出の主要因となっていると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）岐阜県内パーソントリップ調査対象市町の手段分担率 

 

出典：第５回中京都市圏パーソントリップ調査 
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■本県の運輸部門の二酸化炭素排出量の推移（保有台数を併記） 

 

出典：県内の温室効果ガス排出量、（一財）自動車検査登録情報

協会資料「都道府県別・車種別自動車保有台数」（年度末） 
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■運輸部門における二酸化炭素排出量の内訳 

 
出典：国土交通省資料（2019 年度） 

 

自家用乗用車

45.9%

営業用貨物車

20.4%

自家用貨物車

16.5%

バス

1.9%

タクシー

1.1%

二輪車

0.3%

航空・海運・鉄道

13.9%

❶ 自家用乗用車より環境負荷が低い公共交通への転換促進 
Check 
Point 
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（５）高齢運転者の状況 

①高齢運転者による事故 

 県内の交通死亡事故が減少傾向を示す

中、高齢運転者による死亡事故はほぼ

横ばいで推移しています。令和３年は

前年から増加し、全運転者事故に占め

る高齢運転者事故は 34.7％で、平成 29

年以降３割を超え高率で推移していま

す。 

 

 

 

 

 

②高齢者の運転免許保有・返納状況 

 県民の年齢層別の運転免許保有率では、

65歳以上の高齢者は64.1％となってお

り、高齢化に伴い、高齢者の運転免許保

有者数は、年々上昇しています。 

 高齢者の運転免許証返納数は近年増加

しており、免許返納後に移動に大きな

支障が生じることがないよう、移動手

段の維持・確保が求められています。 

 また、一部の市町村や交通事業者では、

運転免許自主返納支援施策として、運

賃割引などの支援を行っています。 

 

 

  

■高齢者の運転免許保有状況の推移 
 

 
出典：岐阜県運転免許統計 

141.7 141.5 140.9 140.3 139.9

36.6 37.5 38.1
38.6 39.1

25.8 26.5 27.0 27.5 28.0

0

10

20

30

0

50

100

150

H29 H30 R1 R2 R3

高

齢

者

の

割

合
（
％
）

運

転

免

許

保

有

者

数
（
万

人
）

全運転免許保有者 うち高齢者 全免許保有者における高齢者の割合

（年）

■高齢者の運転免許返納数の推移 

 

■高齢運転者による交通死亡事故件数の推移 

 
出典：岐阜県警察本部（交通企画課）提供資料 
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出典：岐阜県運転免許統計、令和 2 年国勢調査 
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■運転免許自主返納支援施策（自治体による支援） 
 

圏域 自治体 支援施策の概要 

岐阜 

岐阜市 

①路線バスＩＣカード乗車券「アユカ」（2,500 円分＋デポジット 500 円分） 

②ＩＣカード乗車券「マナカ」（2,500 円分＋デポジット 500 円分） 

③高齢者おでかけバスカードへのチャージ（3,000 円分）（※チャージは岐阜バス窓口のいずれか。１回限り） 

羽島市 
羽島市コミュニティバス無料乗車証（12 ヶ月有効）又は名阪近鉄バス普通回数券（5,000 円セット）２組を交

付（※１回限り、運転免許証取消通知書・取り消された運転免許証等が必要） 

各務原市 
manaca、ayuca、TOICA いずれかの交通系 IC カード 3,000 円分（2,500 円分＋デポジット 500 円分）を交
付（※１回限り） 

山県市 
山県市自主運行バス（ハーバス、岐北線、岐阜板取線等市内全線）の運賃を半額割引 
（※現金支払いに限る、運転経歴証明書の提示が必要） 

瑞穂市 瑞穂市コミュニティバス（みずほバス）の運賃を半額割引（※現金支払いに限る、運転経歴証明書提示が必要） 

本巣市 樽見鉄道乗車券（片道全区間有効）を交付（月４枚） 

岐南町 2 年間コミュニティタクシーの利用料が無料になる乗車証を発行 

笠松町 笠松町公共施設巡回町民バスの利用料を 1 年間免除（※運転経歴証明書の提示が必要） 

北方町 
路線バスＩＣカード（アユカ 2,500 円分＋デポジット 500 円分）及び町内間タクシーチケット（400 円×50
枚※有効期限有）を交付（※ともに１回限り） 

西濃 

大垣市 鉄道、バス、タクシーいずれかの回数券（5000 円程度）を交付（※運転免許証を返納された方、一人一回限り） 

海津市 

①海津市コミュニティバス回数券・名阪近鉄バス回数券・養老鉄道１日フリーきっぷ＋海津市コミュニティバ

ス回数券・養老鉄道マイレールチケット２１（※いずれも 5,000 円分）のいずれかを交付（※１回限り） 

②デマンド交通の運賃を半額割引（※運転経歴証明書の提示が必要） 

養老町 オンデマンドバスの運賃を半額割引 

垂井町 垂井町巡回バス定期券１年分を交付（※１回限り） 

神戸町 
神戸町タクシー送迎サービス利用回数券（200 円×25 枚）・養老鉄道回数券（310 円×21 枚）・名阪近鉄バス
回数券（150 円×24 枚、100 円×15 枚、50 円×8 枚、10 円×40 枚）のいずれかを交付（※１回限り） 

輪之内町 

①輪之内町デマンドバスの運賃を半額割引 
②路線バス（南北線・輪之内羽島線）運賃を半額割引 
③輪之内町デマンドバスの回数券(33 枚×100 円)を交付(※1 回限り) 

安八町 コミュニティバス（アンビーバス全路線）無料（※運転免許経歴証明書の提示が必要） 

揖斐川町 

以下のいずれか 1 つを各年１回計３回交付 

①養老鉄道マイレールチケット 21（回数券）を交付（420 円分 21 枚） 
②樽見鉄道乗車券（シルバー会員 190 円）を交付（4 枚綴り 12 冊） 
③タクシー利用券を交付（10,000 円分） 

また、コミュニティバスの運賃を半額割引（※運転経歴証明書の提示が必要） 

大野町 
①デマンドタクシー並びにタクシー双方利用可能なチケット（10,000 円分）を交付（※５年間） 

②ハンドル型電動車いす（通称：シニアカー）購入費の一部助成（上限 50,000 円）※どちらかを一人一回限り 

池田町 

①養老鉄道マイレールチケット 21（回数券）を交付（※運転経歴証明書発行日から２年以内に４回まで） 
※回数券の種類は 260 円、310 円、410 円の３区間 

②タクシー利用助成券（500 円/回）を年間 48 回分の交付 

③池田町コミュニティバス無料 

中濃 

関市 
関シティバス無料乗車証（３年間有効）を交付（※１回限り、運転経歴証明書・申請による運転免許の取消通知
書又は有効期間が満了した運転免許証の提示が必要） 

美濃加茂

市 
美濃加茂市コミュニティバス無料（※運転経歴証明書の提示が必要 65 歳以上の市民に限る） 

可児市 

①東濃鉄道路線バス（帷子線）・可児市コミュニティバス（さつきバス・電話で予約バス）のいずれかの回数券
（11 枚綴り）を交付（※１回限り） 

②名鉄広見線（新可児駅～御嵩駅間）の回数券３組（１組 10 枚）の購入費用を全額補助（※１回限り） 
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圏域 自治体 支援施策の概要 

中濃 

郡上市 返納から２年間に限り、自主運行バスの運賃及び回数券を半額割引（運転経歴証明書の提示が必要） 

富加町 タクシーチケット（500 円×48 枚＝24,000 円分）を交付（※１回限り） 

白川町 濃飛バスの６ヶ月定期券（12,000 円分）を交付。（※1 回限り）（※運転経歴証明書の提示が必要。） 

東白川村 

①濃飛バス回数券１万円分を交付 

②外出支援車両(村内利用＋中核病院等通院支援）を無料で利用できる利用券を交付 

③運転経歴証明書交付手数料の助成（１回限り） 

御嵩町 名鉄広見線（新可児駅～御嵩駅間）の回数券３組（１組 10 枚綴り）の購入費用を全額補助（※１回限り） 

東濃 

多治見市 
ききょうバス・自主運行バス諏訪線・バスタク：運転経歴証明書の提示で運賃半額 
地域あいのりタクシー：利用者負担助成券を交付（100 円×20 枚を１年度に１セット、３カ年まで交付。） 

瑞浪市 

瑞浪市コミュニティバス・瑞浪市デマンド交通「いこ Caｒ（いこかぁ～)」・東濃鉄道バスのいずれかの回数
券又は民間タクシー（平和、東鉄、小林、SKU のいずれか）の利用券を交付（5,000 円分） 
（※１回限り、運転免許証取消通知書の写しが必要） 

土岐市 

次のいずれか。 

①バス回数券（100 円券 23 枚つづり２冊）※東鉄バス・市民バス・のってこ共通 

②タクシー回数券（初乗り券 8 枚つづり 1 冊）※１回の乗車で 1 枚のみ使用可能、差額は現金等での支払い 

飛騨 

高山市 高山市の自主運行バス等の定期券（有効期間：１年間）を交付（※１回限り） 

飛騨市 返納から３年間、いきいき券を毎年１冊（4,500 円分）支給 

下呂市 
市バス（コミバス・デマンドバス）全路線および濃飛バス（市外の乗車分は適用外）に期間中何回でも自由に
乗車できる『福祉パスポート』が購入できる 

出典：県資料（R4.2 時点） 

 

■運転免許自主返納支援施策（交通事業者による支援） 
 

 交通事業者 支援施策の概要 

長良川鉄道(株) 乗車券及び運賃を半額割引※障がい者割引との併用不可 

岐阜乗合自動車(株) 運賃を半額割引（※現金支払いに限る、運転経歴証明書の提示が必要）※一部バス路線を除く 

名阪近鉄バス（株） 
運賃を半額割引（同伴者１名含む）（※他の割引と併用は不可、運転経歴証明書の提示が必要） 
※一部バス路線を除く 

(株)白鳥交通 バス路線の回数券及び運賃を半額割引（※現金支払いに限る、運転経歴証明書の提示が必要） 

(有)八幡観光バス バス路線の回数券及び運賃を半額割引（※現金支払いに限る、運転経歴証明書の提示が必要） 

東濃鉄道株式会社 
運賃を半額割引（同伴者１名含む）（※運転経歴証明書の提示が必要） 
※対象路線：とうてつバス２５路線 
  （恵那駅発着の路線、高速バス、自治体の運営するコミュニティバスを除く） 

濃飛乗合自動車(株) 
※岐阜乗合自動車（株）と共同運行 

高速バス（岐阜～高山間）運賃を半額割引（同伴者１名含む） 
（※現金支払いに限る、運転経歴証明書の提示が必要） 

濃飛乗合自動車(株) 
運賃を半額割引（※回数券も利用可能、運転経歴証明書の提示が必要） 
※一部の路線及び岐阜線以外の高速バス路線は対象外 

一部のタクシー事業者 運賃を１割引（※他の割引と併用は不可、運転経歴証明書の提示が必要） 

出典：県資料（R4.2 時点） 

  

❶ 運転免許を返納した高齢者の移動手段の維持・確保 
Check 
Point 
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（６）県内観光の状況 

①観光入込客数の推移と観光施設の分布 

 県内の観光入込客数は、令和元年までは増加傾向であり、特に“日帰り”利用が増えていました。 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和 2 年は全ての地域で、観光入込客数が減少して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②圏域別に見た観光客の移動手段 

 移動手段は、飛騨圏域を除く４圏域で８～９割が「自家用車」となっています。飛騨地域につい

ても、自家用車利用は６割を占めており、公共交通機関の利用割合は低くなっています。 

 令和２年の移動手段は、コロナ禍前の令和元年と比較すると、圏域によって異なるものの、県全

域では、自家用車利用が増加し、公共交通機関の利用割合が減少しています。 

 

  
■圏域ごとの移動手段分類（令和元年・令和２年） 

 
出典：岐阜県観光入込客統計調査 

■県内の観光入込客数（実人数）の推移 

 
出典：岐阜県観光入込客統計調査 
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■令和元年・令和２年の圏域別の内訳 

 

出典：岐阜県観光入込客統計調査 
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③外国人訪問者の動向 

 岐阜県に観光・レジャー目的で訪れる外国人訪問者数では、コロナ禍以前の令和元年まで急激な

増加傾向が続いていました。 

 国籍別には、中国、台湾、香港からの来訪が多くなっており、観光地等では中国語等の多言語化

が進められています。 

 「外国人観光旅客の来訪の促進等による国際観光の振興に関する法律」第８条第１項に基づき、

下表の区間が、外国人観光客の利便増進措置を講ずべき区間に指定されています。公共交通事業

者は、旅客施設や車両等において、多言語対応、無料 Wi-Fi サービス、トイレの洋式化、キャッ

シュレス決済対応等に努める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

❶ 国内外からの観光客に利用される魅力と利便性のある公共交通の充実 
Check 
Point 

■岐阜県への観光・レジャー目的の外国人訪問者数の推移 
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出典：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、 

   訪日外客数（日本政府観光局）より 

■国籍別観光・レジャー目的の外国人訪問者数構成比（令和元年） 
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出典：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、 

   訪日外客数（日本政府観光局）より 

■公共交通事業者等が外国人観光旅客利便増進措置を講ずべき区間（県内関係分）（令和 3 年 3 月 12 日付 観光庁告示第 2 号） 

 ①鉄道事業者

起点 終点 主たる経由地 路線名 公共交通事業者等

名鉄名古屋 名鉄岐阜 名古屋本線 名古屋鉄道㈱

名古屋 高山 東海道線、高山線 東海旅客鉄道㈱

名古屋 福井 米原 東海道線　他 東海旅客鉄道㈱　他

名古屋 長野 塩尻 中央線　他 東海旅客鉄道㈱　他

②バス事業者

起点 終点

バスタ新宿 高山濃飛バスセンター

中部国際空港 高山濃飛バスセンター　他

名鉄一宮駅 川島　他

名鉄バスセンター 高山濃飛バスセンター

あかんだな駐車場 上高地バスターミナル

下呂バスセンター 加子母総合事務所前、下呂温泉病院

新穂高ロープウェイ 松本バスターミナル

高山濃飛バスセンター

金沢駅前、下呂バスセンター、白川

郷、新穂高ローブウェイ、妻籠、富山

駅前、松本バスターミナル、名鉄岐阜

平湯温泉 富山駅前、乗鞍山頂（畳平）

不動橋駐車場 天満駐車場

中津川駅前 馬籠

大阪なんば（OCAT) 高山濃飛バスセンター

濃飛乗合自動車㈱

運行系統

市内循環線（さるぼぼバス）、まちなみバス（右回り）、まちなみバス（左

回り）、匠バス東西線

公共交通事業者等

名鉄バス㈱、名古屋鉄道㈱

名鉄バス㈱

名鉄バス㈱、名古屋鉄道㈱、

JR東海バス㈱、濃飛乗合自動車㈱

濃飛乗合自動車㈱

濃飛乗合自動車㈱

濃飛乗合自動車㈱

濃飛乗合自動車㈱

濃飛乗合自動車㈱

濃飛乗合自動車㈱

北恵那交通㈱

濃飛乗合自動車㈱

濃飛乗合自動車㈱

公共交通事業者等
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２．公共交通の現状等 

（１）地域公共交通の状況 

①県内の地域公共交通 

 県内の地域公共交通は、JR 東海、名鉄、地方鉄道により広域的につながる鉄道ネットワークと

民間事業者の高速バス、路線バス、市町村が運行する自主運行バス等により構成されています。 
 

■公共交通ネットワーク図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

大垣駅 

岐阜駅 
美濃太田駅 

多治見駅 

中津川駅 

高山駅 

下呂駅 

本計画においては、公共交通機関を以下のとおり

分類します。 
 

区分 公共交通機関 

広域 

交通 

JR 東海、名鉄 

地方鉄道 

高速バス 

市町村をまたぐ路線バス※1（広域バス）※2 

地域内 

交通 

市町村内で完結する路線バス 

市町村自主運行バス等※3 

タクシー※4 

※1 民間事業として運営するバス 
※2 市町村（H13.3.31 時点）をまたぐ自主運行バスの 
   一部を含む。 

※3 市町村や地域が主体となり運営するバス 
※4 タクシーは広域交通も支える 

 
 



 

26 

 

②市町村別の人口カバー率 

 地域公共交通による人口カバー率については、各自治体が地域特性や道路環境、交通環境の状況

等に応じて、鉄道駅及びバス停からの距離圏を設定し、試算していますが、県内を鉄道駅 1,000

ｍ、バス停 500ｍの距離圏で統一して試算をすると、下図のとおりです。 

 人口カバー率は、①鉄道及び路線バスのみで見ると県全体のカバー率は 70％となっています。 

 ①に加えて自主運行バス等を追加（②）した場合、県全体のカバー率は 90％超となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市町村別の人口カバー率（鉄道駅 1,000ｍ／バス停 500ｍ圏の設定） 

 

❶ 民間事業者による地域公共交通の運行は地域差が大きく、市町村の 

  自主運行バス等により移動手段を補っている状況 
Check 
Point 

①鉄道及び路線バス ② ①及び自主運行バス

岐阜市 91.5% 98.2%

羽島市 54.4% 94.6%

各務原市 76.8% 99.0%

山県市 29.7% 94.2%

瑞穂市 60.7% 97.9%

本巣市 75.5% 95.7%

岐南町 84.7% 99.1%

笠松町 68.5% 98.4%

北方町 95.1% 95.1%

大垣市 78.3% 91.9%

海津市 48.3% 99.8%

養老町 32.6% 99.1%

垂井町 33.3% 100.0%

関ケ原町 53.3% 55.1%

神戸町 63.7% 66.1%

輪之内町 12.5% 100.0%

安八町 65.2% 100.0%

揖斐川町 16.1% 99.4%

大野町 31.6% 98.9%

池田町 50.6% 51.4%

関市 61.3% 94.4%

美濃市 56.8% 99.9%

美濃加茂市 60.0% 97.4%

可児市 74.5% 100.0%

郡上市 58.0% 96.7%

坂祝町 26.3% 42.6%

富加町 42.2% 59.6%

川辺町 51.3% 59.7%

七宗町 26.9% 85.9%

八百津町 49.3% 94.4%

白川町 9.2% 52.6%

東白川村 0.0% 56.9%

御嵩町 57.5% 100.0%

多治見市 82.9% 87.0%

中津川市 68.9% 84.1%

瑞浪市 53.1% 95.8%

恵那市 47.6% 88.9%

土岐市 69.1% 94.7%

高山市 80.5% 96.9%

飛騨市 86.5% 95.4%

下呂市 65.2% 95.4%

白川村 75.5% 75.5%

70.1% 94.0%県全体

飛

騨

圏

域

岐

阜

圏

域

西

濃

圏

域

中

濃

圏

域

東

濃

圏

域

※令和３年 10 月１日現在。無料バス（本巣市を除く。）は、対象外。 
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（２）リニア中央新幹線 

①リニア岐阜県駅の利用者推計 

 2012 年度に実施した民間シンクタンクの試算によ

れば、リニア岐阜県駅の利用者数は、東京⇔名古

屋間開業時で 3,517 人/日、東京⇔大阪開業時で

3,720 人/日と推計されています。 

 また、観光誘客等を行なった場合には、東京⇔名

古屋間開業時で 4,932 人/日と推計されており、地

域における取組みが重要となります。 

 

 

②リニア駅からの時間距離 

 観光誘客等を行うに

は、リニア岐阜県駅

と県内各地を結ぶ二

次交通ネットワーク

が必要となります。 

 リニア岐阜県駅と飛

騨地域とのアクセス

強化として、下呂

駅、高山駅への新規

バス路線を開設した

場合、大幅な時間短

縮が期待されます。 

 
 

■リニア駅（岐阜・名古屋）からの鉄道時間距離／自動車時間圏 
 

 

❶ リニア中央新幹線の開業効果を県内全域に最大限波及させるための 

 二次交通の充実が必要 

Check 

Point 

出典：岐阜県リニア中央新幹線活用戦略ブラッシュアップ懇談会 
    第１回資料（令和３年 10 月 12 日） 

出典：岐阜県リニア中央新幹線活用戦略ブラッシュアップ懇談会 
    第１回資料（令和３年 10 月 12 日） 

■リニア岐阜県駅の利用者推計 
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（３）鉄道 

①ＪＲ東海・名鉄の乗車人員の推移と駅別実績 

ａ．JR 東海 

 JR 東海在来線の乗車人員は、平成 28 年度から令和元年度まで、ほぼ横ばいで推移していました

が、令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症による外出自粛の影響もあり、令和元年度比で 27％

減少しました。 

 新幹線（岐阜羽島駅）の乗車人員は、平成 28 年度から令和元年度まで横ばいで推移していまし

たが、令和 2 年度は令和元年度比で 53％減少しました。 

 令和元年度の定期券比率を見ると、岐阜駅を除く東海道本線、美濃赤坂線、中央本線、太多線で

定期利用が７～８割と高くなっており、通勤・通学を支えています。県民等の活動を支える重要

な交通手段であり、維持していくために利用促進が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ｂ．名鉄 

 名鉄の乗車人員はほぼ横ばいで推移しており、各務原線、名古屋本線の利用が多くなっていま

す。定期券比率は多くの路線で７割超と、通勤・通学を支えています。県民等の活動を支える重

要な交通手段であり、維持していくために利用促進が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■JR 在来線及び新幹線の乗車人員の推移 

 
出典：ＪＲ東海提供資料 

4,377 4,394 4,383 4,372

3,203

103 106 108 102 48

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H28 H29 H30 R1 R2

乗
車
人
員
（
万
人
）

在来線

新幹線

（年度）

■在来線の路線別の乗車人員（令和元年度） 

 
出典：ＪＲ東海提供資料 

 

637 

964 

29 

317 

832 

221 

460 

358 

6 

181 

302 

65 

1,097 

1,321 

34 

499 

1,135 

286 

0

500

1,000

1,500

東
海
道
線
（
岐
阜
駅
）

東
海
道
線
（
そ
の
他
）

美
濃
赤
坂
線

高
山
本
線

中
央
本
線

太
多
線

乗
車
人
員
（
万
人
）

定期

定期外

■全路線の乗車人員の推移 

 
出典：岐阜県統計書 

 

2,190 2,211 2,224 2,223 2,225

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H27 H28 H29 H30 R1

乗
車
人
員
（
万
人
）

（年度）

■路線別の乗車人員（令和元年度） 

 
出典：岐阜県統計書 

 

427 

103 

597 

214 208 

35 

208 

59 

224 

84 52 

14 

635 

162 

821 

298 
260 

49 

0

200

400

600

800

1,000

名
古
屋
本
線

犬
山
線

各
務
原
線

広
見
線

竹
鼻
線

羽
島
線

乗
車
人
員
（
万
人
）

定期

定期外

❶ 通勤・通学等の広域移動を支える JR 東海、名鉄の利用促進 
Check 

Point 
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鉄道路線 

鉄道駅乗降客数（令和元年度） 

（参考）駅別の日平均乗降客数（令和元年度） 

 

出典：国土数値情報 

下呂駅 

大垣駅 

岐阜駅 

美濃太田駅 

多治見駅 

中津川駅 

高山駅 
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②地方鉄道 

ａ．樽見鉄道（第三セクター） 

 樽見鉄道は、昭和 59 年 10 月 6 日に国鉄樽見線を引き

継いで、第三セクター方式で開業した地方鉄道です。大

垣市の大垣駅と本巣市の樽見駅の間、3 市 2 町に跨る全

長 34.5km の路線です。 

 薬草列車やしし鍋列車などのイベント列車を運行し、

観光利用など新たな利用者の獲得に向けた取組みが進

められてきました。 

 年間輸送人員、営業収益ともに、ほぼ横ばいで推移し

ていましたが、コロナ禍により令和２年度は大幅に減

少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■年間輸送人員の推移 

 
出典：岐阜ローカル鉄道の概要 

■営業収益と営業収支比率の推移 

 
出典：岐阜ローカル鉄道の概要 

樽見鉄道 

 

■路線図 
 

 

※乗降客数は国土数値情報の令和元年度

の乗降客数データを元に整理 
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ｂ．明知鉄道（第三セクター） 

 明知鉄道は、昭和 60 年 11 月 16 日に国鉄明知線を引き

継いで、第三セクター方式で開業した地方鉄道です。恵

那市の恵那駅を起点に、中津川市阿木を経由し、恵那市

の明智駅までの全長 25.1 ㎞の路線です。 

 きのこ列車やじねんじょ列車などのイベント列車を運

行し、観光利用など新たな利用者の獲得に向けた取組

みが進められてきました。 

 年間輸送人員、営業収益ともに、ほぼ横ばいで推移して

いましたが、コロナ禍により令和２年度は大幅に減少

しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

■年間輸送人員の推移 

 
出典：岐阜ローカル鉄道の概要 

 

■営業収益と営業収支比率の推移 

 
出典：岐阜ローカル鉄道の概要 

明知鉄道 

 

■路線図 
 

 

※乗降客数は国土数値情報の令和元年度の乗降客数

データを元に整理 
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ｃ．長良川鉄道（第三セクター） 

 長良川鉄道は、昭和 61 年 12 月 11 日に国鉄越美南線を

引き継いで、第三セクター方式で開業した地方鉄道で

す。美濃加茂市の美濃太田駅と郡上市の北濃駅の間、4

市 1 町に跨る全長 72.1km の路線です。 

 観光列車「ながら」を運行し、観光利用など新たな利用

者の獲得に向けた取組みが進められてきました。 

 年間輸送人員、営業収益ともに、令和元年度には回復傾

向にありましたが、コロナ禍により令和２年度は大幅

に減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■年間輸送人員の推移 

 
出典：岐阜ローカル鉄道の概要 

 

■営業収益と営業収支比率の推移 

 
出典：岐阜ローカル鉄道の概要 

長良川鉄道 

 

■路線図 
 

 
※乗降客数は国土数値情報の令和元年度の

乗降客数データを元に整理 



 

33 

 

ｄ．養老鉄道（上下分離方式による中小民間鉄道） 

 養老鉄道は、平成 19 年 10 月 1 日から、鉄道施設等を

近畿日本鉄道が保有し、その運行を子会社である養老

鉄道が行う「上下分離方式」に移行しました（平成 30

年 1 月 1 日からは、鉄道施設等を（一社）養老線管理

機構（沿線市町で設立）が保有）。揖斐川町の揖斐駅と

三重県桑名市の桑名駅の間、3市4町に跨る全長57.5km

の路線です。 

 沿線に複数のサイクリングロードが存在するため、サイクルトレインを運行するなど、新たな利

用者の獲得に向けた取組みが進められてきました。 

 年間輸送人員は、平成 30 年度までは微増で推移していましたが、コロナ禍により令和２年度は

大幅に減少しました。 

 営業収益は、平成 30 年からの事業形態変更に伴い増加しましたが、コロナ禍により令和２年度

は大幅に減少しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■年間輸送人員の推移 

 
出典：岐阜ローカル鉄道の概要 

 

■営業収益と営業収支比率の推移 

 
出典：岐阜ローカル鉄道の概要 

養老鉄道 

 

■路線図 
  

 

※乗降客数は国土数値情報の令和元年度の

乗降客数データを元に整理 
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ｅ．4 社の合計 

 4 社の合計は、年間輸送人員はコロナ禍以前では年間 800 万人程度で推移していました。 

 営業収益は令和元年度まで増加し続けていましたが、コロナ禍により令和 2 年度は大幅に減少

しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

③地方鉄道に関する補助事業 

ａ．安全確保に関する補助 

 地方鉄道の安全運行は最重要事項であり、

事業者が実施する施設整備等に対して、国、

県、市町が補助しています。 

 

 

 

 
 

 

ｂ．利用促進に関する補助 

 地方鉄道は、県内外からの観光客にとっても重要な交通手段であるとともに、観光資源としての

活用も期待されることから、県は、鉄道事業者が行う利用促進に関する経費に対して、補助をし

ています。 

 
  

■安全確保に関する補助額の推移 

 
出典：県資料 
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■年間輸送人員の推移 

 
出典：岐阜ローカル鉄道の概要 
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■営業収益と営業収支比率の推移 

 
出典：岐阜ローカル鉄道の概要 
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■利用促進に関する県補助額（令和 2 年度実績） 
 

 事業概要 補助額 

樽見鉄道 企画列車の割引、ＰR 動画作成、ガイドマップ増刷、案内チラシ作成、ミニ SL 運行 等 8,449,033 円 

明知鉄道 企画列車の割引、駅改修、PR ツールの作成、PR 活動 10,000,000 円 

長良川鉄道 JR さわやかウォーキング、PR 活動、広告宣伝、関駅待合室の改修 等 8,706,912 円 

養老鉄道 モバイルチケットキャンペーン、オフピーク２枚切符の発売、リモート体験システム構築 等 7,590,955 円 

合計 ― 34,746,900 円 

出典：県資料 

➋ 厳しい状況が続く地方鉄道の維持・確保 

❸ 老朽化が進む地方鉄道の安全確保対策の継続 

❹ 観光客など新たな利用者獲得のため、地方鉄道の利用促進策の継続 

Check 

Point 
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（４）高速バス 

 岐阜県内を発着する高速バスには、名古屋、東京、富山、石川、長野、大阪、京都等を結ぶ路線

があり、特に、飛騨地域等の観光地を発着地とする路線が多く、また、名古屋、東京へは、県内

の多くの地域から高速バスが運行されています。 

 名古屋市への高速バスは、通勤や通学での利用も想定されており、東海環状自動車道の整備に伴

い、山県市や大野町を発着地とする路線も運行されています。 

 高速バスは、通勤・通学や観光など、県民等の中長距離の移動を支える重要な交通手段であり、

維持していくために利用促進を図る必要があります。 

■参考 岐阜県に係る高速バス路線について 
 

 

※ 令和 4 年 1 月時点  

①岐阜県内のみ

圏　域 路　　線 運行事業者

岐阜・中濃 高速八幡線 名鉄岐阜・ＪＲ岐阜 郡上八幡 岐阜乗合自動車㈱

岐阜・飛騨 高速高山線 名鉄岐阜 高山
岐阜乗合自動車㈱

濃飛乗合自動車㈱

飛騨 高山・白川郷・金沢線 下呂・高山 白川郷 濃飛乗合自動車㈱

②岐阜県内←→名古屋

圏　域 路　　線 運行事業者

西濃 にしみのライナー
パレットピアおおの～名神大

垣
ＪＲ名古屋駅 名阪近鉄バス㈱

可児多治見ー名古屋線 可児車庫～皐ケ丘～桃花台 名鉄バスセンター 東濃鉄道㈱

西可児ー名古屋線 可児車庫～帷子～桃花台 名鉄バスセンター 東濃鉄道㈱

高速名古屋関美濃線 美濃（中濃庁舎）・関 名鉄バスセンター
岐阜乗合自動車㈱

名鉄バス㈱

高速名古屋関美濃線 山県バスターミナル・関 栄・名鉄バスセンター 岐阜乗合自動車㈱

高速名古屋郡上八幡線 郡上八幡 栄・名鉄バスセンター 岐阜乗合自動車㈱

東濃 名古屋ー土岐プレミアム・アウトレット
土岐プレミアム・アウトレッ

ト
名鉄バスセンター 東濃鉄道㈱

高山-名古屋線 高山～郡上八幡IC 名鉄バスセンター

名鉄バス㈱

ＪＲ東海バス㈱

濃飛乗合自動車㈱

高速バス「名古屋～上高地」 平湯・上高地 名鉄バスセンター 名鉄バス㈱

高速白川郷線 白川郷 名鉄バスセンター 岐阜乗合自動車㈱

③岐阜県内←→関東圏（岐阜県内を経由する路線を含む）

圏　域 路　　線 運行事業者

岐阜 ドリームなごや号 岐阜駅 東京 ＪＲ東海バス㈱

岐阜・中濃 パピヨン号
名鉄岐阜・関・美濃・美濃加

茂（ぎふ清流里山公園）
新宿

岐阜乗合自動車㈱

小田急ハイウェイバス㈱

中央ライナー可児号 可児・多治見・中津川 新宿・東京 東濃鉄道㈱

ドリーム可児号 可児・多治見・中津川 新宿・東京 東濃鉄道㈱

中央ライナーなごや号 JR名古屋駅・中津川IC 新宿・東京
ＪＲ東海バス㈱

ＪＲバス関東㈱

新宿線
名鉄バスセンター・多治見

IC・中津川IC
新宿

名鉄バス㈱

京王バス㈱

飛騨 古川・高山・平湯温泉～新宿線 飛騨古川・高山 新宿
濃飛乗合自動車㈱

京王電鉄バス㈱

区　　間

区　　間

区　　間

中濃

飛騨

中濃・東濃

東濃
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※ 令和 4 年 1 月時点

④岐阜県内←→関東圏以外（岐阜県内を経由する路線を含む）

圏　域 路　　線 運行事業者

岐阜 高速バス名古屋線
名鉄バスセンター・高速各務

原
高岡・氷見 加越能バス㈱

西濃 名神ハイウェイバス
名鉄バスセンター・JR名古屋

駅・名神大垣
京都

ＪＲ東海バス㈱

名阪近鉄バス㈱

名鉄バス㈱

西日本ＪＲバス㈱

東濃 名古屋ライナー甲府号 名古屋・中津川 甲府・竜王
ＪＲ東海バス㈱

山梨交通㈱

高山～京都・大阪線 高山 京都駅・大阪USJ
濃飛乗合自動車㈱

近鉄バス㈱

高山・白川郷・金沢線 高山・白川郷 金沢
濃飛乗合自動車㈱

北陸鉄道㈱

高山・白川郷・富山線 高山・白川郷 富山
濃飛乗合自動車㈱

富山地方鉄道㈱

高山・白川郷・高岡線 高山・白川郷 高岡

濃飛乗合自動車㈱

加越能バス㈱

イルカ交通㈱

高山・新穂高・平湯温泉～松本線 高山 松本
濃飛乗合自動車㈱

アルピコ交通㈱

高山・新穂高・平湯温泉～松本線 新穂高 松本
濃飛乗合自動車㈱

アルピコ交通㈱

飛騨

区　　間

❶ 通勤・通学や観光に利用される高速バスの利用促進 
Check 

Point 
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■高速バスネットワーク 
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（５）路線バス 

①路線バスの輸送人員と経営状況 

 本県の乗合バスの輸送人員は、人口減少、少

子化の進行、自家用車の普及に伴い年々減少

してきましたが、近年は横ばい傾向となって

います。 

 県の補助対象バス事業者６社の実車走行キロ

当たりの経常収益は、ほぼ横ばいで、収支率

は 90～95％と赤字が続いていましたが、令和

２年度はコロナ禍により大幅に悪化しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■実車走行キロと実車走行キロ当たり経常収益の推移 

 
出典：県資料（補助対象事業者６社の会計年度の実績） 
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※定員 11 人以上、高速バスを含む 

出典：自動車輸送統計年報 
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■収支率（経常収支比率）の推移 

 
出典：県資料（補助対象事業者６社の会計年度の実績） 
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②地域別のバス路線ネットワーク 

 岐阜県地域公共交通協議会（以下「県協議会」という。）においては、地域をつなぐ鉄道や広域

バスの地域公共交通ネットワークの状況に合わせて、県内を以下の４地域に分けて分科会を組

織し、地域の公共交通に関する検討を進めています。 

 

■各分科会を構成する市町村と交通事業者 
 

分科会 市町村 交通事業者 

ａ．岐阜・中濃 
  地域 

岐阜市、大垣市、関市、美濃市、羽島市、各務原市、山県市、
瑞穂市、本巣市、郡上市、岐南町、笠松町、揖斐川町、大野町、
北方町 

樽見鉄道㈱、長良川鉄道㈱ 

岐阜乗合自動車㈱、 
㈱白鳥交通、㈱日本タクシー 

ｂ．西濃地域 
大垣市、羽島市、瑞穂市、本巣市、海津市、養老町、垂井町、
関ケ原町、神戸町、輪之内町、安八町、揖斐川町、大野町、池
田町、北方町 

養老鉄道㈱、樽見鉄道㈱ 

名阪近鉄バス㈱ 

ｃ．中濃・東濃 
  地域 

多治見市、関市、中津川市、美濃市、瑞浪市、恵那市、美濃加
茂市、土岐市、可児市、郡上市、坂祝町、富加町、川辺町、七
宗町、八百津町、白川町、東白川村、御嵩町 

長良川鉄道㈱、明知鉄道㈱ 

東濃鉄道㈱、北恵那交通㈱、 
岐阜乗合自動車㈱ 

ｄ．飛騨地域 
高山市、中津川市、飛騨市、下呂市、白川村 濃飛乗合自動車㈱、 

加越能バス㈱ 

※太字着色の自治体は、複数の地域に跨る自治体を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域公共交通に関する４地域区分 
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ａ．岐阜・中濃地域 

 岐阜乗合自動車が運行する路線は、岐阜圏域のみならず、西濃圏域である大野町や中濃圏域であ

る美濃市、関市に広がっており、主に JR 岐阜駅、名鉄岐阜駅と各地を結んでいます。令和 3 年

10 月からは、笠松駅と西岐阜駅を結ぶ路線が運行されています。 

 生活交通である高速バス路線として、岐阜駅と郡上市を結ぶ高速八幡線を岐阜乗合自動車が運

行しています。 

 白鳥交通が、郡上市の郡上八幡駅と美濃白鳥駅を結ぶ路線を運行しています。 

 岐阜市柳津町には、名阪近鉄バスが乗り入れています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

美濃太田駅 

■岐阜・中濃地域のバス路線図 

  ■岐阜乗合自動車 

 

 ■白鳥交通 

 

大垣駅 

樽見鉄道 

長良川鉄道 

養老鉄道 

岐阜駅 

多治見駅 

揖斐駅 

樽見駅 

北濃駅 
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ｂ．西濃地域 

 名阪近鉄バスが運行する路線は、岐阜圏域の羽島市、西濃圏域の海津市、輪之内町、安八町、大

野町、神戸町、養老町と大垣駅を結んでいます。平成 30 年 4 月から、瑞穂市と安八町を結ぶ路

線も運行されています。 

 大垣市墨俣地域には、岐阜乗合自動車が乗り入れています。 

 

 

 

  

■西濃地域のバス路線図 

 

大垣駅 

 ■名阪近鉄バス 

 

岐阜駅 

揖斐駅 

桑名駅 

樽見駅 
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ｃ．中濃・東濃地域 

 東濃鉄道が運行する路線は、主に多治見駅、土岐市駅、瑞浪駅、恵那駅と市内各地または隣接市

を結んでいます。また、中濃圏域である可児市、美濃加茂市、八百津町でも運行されています。 

 北恵那交通が運行する路線は、中津川駅または坂下駅と中津川市内の各地を結んでいます。 

 

 

  

■中濃・東濃地域のバス路線図 

 

美濃太田駅 

 ■東濃鉄道 

 

 ■北恵那交通 

 

多治見駅 

中津川駅 

岐阜駅 

下呂駅 

明知鉄道 

北濃駅 

明智駅 

恵那駅 
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ｄ．飛騨地域 

 濃飛乗合自動車が運行する路線は、高山市内各地、飛騨市古川地域、神岡地域、下呂市、白川村

に広がっており、主に高山駅と各地を結んでいます。富山県の猪谷駅と飛騨市神岡地域を結ぶ路

線も運行されています。 

 東濃圏域である中津川市の加子母地区には濃飛乗合自動車が乗り入れており、一部の便は北恵

那交通が運行する路線と接続しています。 

 加越能バスが、白川村の白川郷と富山県南砺市の城端駅を結ぶ路線を運行しています。 

 

 

 
  

■飛騨地域のバス路線図 

 

 ■濃飛乗合自動車 

 

 ■加越能バス 

 

中津川駅 

高山駅 

 

美濃太田駅 岐阜駅 

明知鉄道 

下呂駅 

北濃駅 

恵那駅 
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③広域バスに対する補助事業 

ａ．運行費に対する補助金 

 次頁に示す補助対象路線のうち、地域間幹

線系統については、国及び県が補助を行っ

ていますが、近年は減便等により国庫補助

要件を満たせなくなる系統があり、事業者

（もしくは市町村）の負担額が増えていま

す。 

 準地域間幹線系統及び連絡系統に対しては、

県が単独で補助しています。 

 軽油価格や人件費の増加等に加えてコロナ

禍の影響により、地域間幹線系統も含めた

県の補助額は、平成 27 年度 284 百万円か

ら、令和２年度には 411 百万円と約 1.5 倍

に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．車両に対する補助金 

 厳しい経営状況にある乗合バス事業者の負担

軽減や老朽更新による安全確保及びバリアフ

リー化を図る目的で、バス事業者の車両減価

償却費等に対して、国と県が補助金による支

援を行っています。 

 補助対象車両数の増加に伴い、補助額も増加

しています。 

 

 

 

 

 

■県の補助総額と補助対象系統数の推移 
 

 
出典：県資料 
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■補助総額と補助対象車両数の推移 

 
出典：県資料 
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■国の補助総額と補助対象系統数の推移 
 

 
出典：県資料 
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■県補助対象路線の系統種別と要件 

系統種別 要件 

地域間 

幹線系統 

（国協調） 

・市町村域（H13.3.31 時点）をまたぐ 

・1 日あたりの輸送量が 15 人以上 150 人以下 

・運行回数が 3 回/日以上 

・広域行政圏の中心市町村等にアクセス 

準地域間 

幹線系統 

（県単独） 

・市町村域（H13.3.31 時点）をまたぐ 

・1 日あたりの輸送量が 5 人以上 15 人未満 

もしくは 1 日あたりの輸送量が 15 人以上 

（幹線移行を前提） 

・広域行政圏の中心市町村等にアクセス 

連絡系統 

（県単独） 

・市町村域（H13.3.31 時点）をまたぐ 

・1 日あたりの輸送量が 1 人以上 15 人未満 

・地域間幹線系統又は準地域間幹線系統と接続 

 

➊ 厳しい状況が続く広域バスの維持・確保 
Check 
Point 

※交通空白地系統への補助が R1 をもって廃止となった

ため、補助対象系統数が減少している。 
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（参考）補助対象路線の一覧表（令和 4 年度予定） 

 地域間幹線系統：50 系統、準地域間幹線系統・連絡系統：25 系統 

 

起点 経由 終点 起点 経由 終点

岐阜乗合自動車㈱ 真正大縄場 大野ＢＣ 宗慶 ＪＲ岐阜 濃飛乗合自動車㈱ 神岡古川
濃飛バス神岡営
業所

数河峠 古川駅前

岐阜乗合自動車㈱ 真正大縄場 イオンタウン本巣 宗慶 ＪＲ岐阜 濃飛乗合自動車㈱ 高山古川
高山濃飛バスセン
ター

国府駅前 古川駅前

岐阜乗合自動車㈱ 高美（たかみ） ＪＲ岐阜 温泉・女子大 中濃庁舎 濃飛乗合自動車㈱
高山古川（久美
愛）

高山濃飛バスセン
ター

久美愛病院前 古川駅前

岐阜乗合自動車㈱ 岐阜美濃 名鉄岐阜 北一色 中濃庁舎 濃飛乗合自動車㈱ 高山下呂
高山濃飛バスセン
ター

小坂町 下呂バスセンター

岐阜乗合自動車㈱ 高速八幡 名鉄岐阜 東海北陸 ホテル郡上八幡 北恵那交通㈱ 加子母 中津川駅前 付知峡倉屋温泉
加子母総合事務
所

岐阜乗合自動車㈱ 北方河渡 芝原６丁目 北方ＢＴ ＪＲ岐阜 北恵那交通㈱
付知峡倉屋温
泉

中津川駅前 下付知 付知峡倉屋温泉

岐阜乗合自動車㈱ 西郷 JR岐阜 尻毛 西郷 北恵那交通㈱ 坂下 中津川駅前 落合 坂下駅前

岐阜乗合自動車㈱ 茜部三田洞 三田洞団地 西鶉 下佐波 北恵那交通㈱ 馬籠 中津川駅前 落合 馬籠

岐阜乗合自動車㈱ 茜部三田洞 三田洞団地 西鶉 カラフルタウン ㈱白鳥交通 郡上八幡白鳥 郡上八幡駅
郡上八幡城下町プラ
ザ

美濃白鳥駅

岐阜乗合自動車㈱ 尾崎団地 下川手
岐阜県総合医療セン
ター

各務原高校前 ㈱日本タクシー
３７３バス（みな
み）

県総合医療セン
ター

イオン各務原店
県総合医療セン
ター

岐阜乗合自動車㈱ 尾崎団地 JR岐阜
岐阜県総合医療セン
ター

諏訪山団地 ㈱日本タクシー
境川らくちゃん
バス

名鉄柳津駅 カラフルタウン 名鉄柳津駅

岐阜乗合自動車㈱ 尾崎団地 JR岐阜
岐阜県総合医療セン
ター

各務原高校前 ㈱日本タクシー
岩野田・岩野田
北ぐるっとバス

バロー粟野店 岐北厚生病院 バロー粟野店

岐阜乗合自動車㈱ 大野穂積 大野ＢＣ 北方BT・モレラ岐阜 穂積駅前 加越能バス（株）
城端白川郷
（じょうはな）

城端駅前 西赤尾 白川郷

岐阜乗合自動車㈱ 松籟加納 岐南営業所 下川手 松籟団地 岐阜乗合自動車㈱ 真正大縄場 北方BT 島大橋 JR岐阜

岐阜乗合自動車㈱ 笠松県庁 名鉄笠松駅 岐阜保健大学 西岐阜駅 岐阜乗合自動車㈱ 松籟加納 岐南営業所 東川手 松籟団地

岐阜乗合自動車㈱ 板取 岐北厚生病院前 岩佐口
ほらどキウイプラ
ザ

岐阜乗合自動車㈱ 大野忠節 北方BT 忠節 JR岐阜

岐阜乗合自動車㈱ 岐北 岐北厚生病院前 谷合 塩後 岐阜乗合自動車㈱ 岐南町 岐南町三宅 長良北町 正木北

岐阜乗合自動車㈱ 岐北 岐北厚生病院前 岩佐小原 谷合 岐阜乗合自動車㈱ 倉知 せき東山 関シティターミナル 三柿野駅

岐阜乗合自動車㈱ みずほバス 穂積駅前 本田七崎 穂積駅前 岐阜乗合自動車㈱ 岐阜各務原 JR岐阜 水海道４丁目 各務西町営業所

岐阜乗合自動車㈱ みずほバス 穂積駅前 十九条古橋 穂積駅前 岐阜乗合自動車㈱ モレラ忠節 大野BC モレラ岐阜 JR岐阜

岐阜乗合自動車㈱ みずほバス 穂積駅前 馬場十七条 穂積駅前 東濃鉄道㈱ 笠原線 多治見駅前 笠原車庫前 梅平団地

岐阜乗合自動車㈱
ふれあいバス川
島線

各務原市役所前
駅

くすり博物館/河川環
境楽園

新那加駅北口 東濃鉄道㈱ 駄知線 多治見駅前 土岐市駅前 駄知

東濃鉄道㈱ 滝呂台 多治見駅前 滝呂台 笠原車庫前 東濃鉄道㈱ 土岐＝笠原線 土岐市駅前 下石貢 笠原車庫前

東濃鉄道㈱ 笠原 多治見駅前 ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙﾐｭｰｼﾞｱﾑ 東草口 東濃鉄道㈱
瑞浪＝駄知＝
多治見線

瑞浪駅前 堀越 駄知

東濃鉄道㈱ 明智 瑞浪駅前 川折 明智駅前 濃飛乗合自動車㈱ 荘川
高山濃飛バスセン
ター

松原 清見支所前

東濃鉄道㈱
瑞浪＝駄知＝
多治見

瑞浪駅前 駄知 多治見駅前 濃飛乗合自動車㈱ 下呂加子母 下呂バスセンター 舞台峠
加子母総合事務
所

東濃鉄道㈱
瑞浪＝駄知＝
多治見

駄知
下石貢（おろしみつ
ぎ）

多治見駅前 濃飛乗合自動車㈱ 朝日
高山濃飛バスセン
ター

上江名子・上西洞 秋神温泉

東濃鉄道㈱ 下半田川 多治見駅前 ＴＹＫ体育館前 下半田川 濃飛乗合自動車㈱ 荘川
高山濃飛バスセン
ター

松原
上野々俣公民館
前

東濃鉄道㈱ 学園都市 多治見駅前 タウン滝呂センター
土岐プレミウム・ア
ウトレット

濃飛乗合自動車㈱ 平湯神岡 平湯温泉
上地ヶ根・上宝支所
前

濃飛バス神岡営
業所

名阪近鉄バス㈱ 羽島 ソフトピアジャパン
大垣駅前/市民病院
前/安八町役場

岐阜羽島駅 濃飛乗合自動車㈱ 国府上宝
高山濃飛バスセン
ター

十三墓 中山口

名阪近鉄バス㈱ 羽島 大垣駅前
市民病院前/安八町
役場

岐阜羽島駅 濃飛乗合自動車㈱ 荘川
高山濃飛バスセン
ター

北小学校・久美愛
上野々俣公民館
前

名阪近鉄バス㈱ 岐垣(ぎえん） 若森車庫前 大垣駅前/結/墨俣
岐阜聖徳学園大
学

濃飛乗合自動車㈱ 朝日
高山濃飛バスセン
ター

上江名子 朝日支所前

名阪近鉄バス㈱ 安八穂積 安八温泉
安八町役場/大垣桜
高校/墨俣北

穂積駅前 濃飛乗合自動車㈱ 古川（宇津江）
高山濃飛バスセン
ター

国府駅前・ラクール・
宇津江

古川駅前

名阪近鉄バス㈱ 海津 大垣駅前
市民病院前/笠郷/今
尾・高須

海津市役所 北恵那交通㈱ 大久手馬籠 中津川駅前 大久手 馬籠

名阪近鉄バス㈱ 海津 大垣駅前 市民病院前/笠郷 今尾 北恵那交通㈱ 藤沢 坂下駅前 大沢橋 馬籠

名阪近鉄バス㈱ 輪之内 大垣駅前 市民病院前/福束 輪之内文化会館 北恵那交通㈱ 坂下加子母 坂下駅前 矢柱
加子母総合事務
所

名阪近鉄バス㈱ 大垣大野 総合庁舎
市民病院前/大垣駅
前/神戸町役場前

大野バスセンター 北恵那交通㈱ 坂下倉屋 坂下駅前 田瀬橋 付知峡倉屋温泉

㈱白鳥交通 郡上八幡万場 郡上八幡駅 下万場 美濃白鳥駅

系統名
運行区間

路線
種別

事業者名 系統名
運行区間

準幹線
連絡

路線
種別

事業者名

幹線

幹線
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④路線バス運転手の状況 

ａ．バス運転手の状況 

 中部運輸局が平成３０年度に実施したバス事業者に対するアンケートでは、岐阜県内のバス事

業者は平成２７年度から平成２９年度において、バス運転手の離職者数が採用者数を上回って

いるという結果が出ています。一部の路線バスにおいては、運転手不足を要因とする減便や廃止

が行われています。 

 コロナ禍においては、貸切事業の運転手を乗合事業に回すことなどにより不足感が解消してい

る部分もあるものの、県内の自動車運転業務の有効求人倍率は、全職業平均の２倍以上が続いて

おり、コロナ収束後には、再び運転手不足が問題となることが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ｂ．バス運転手確保支援事業費補助金 

 県では、令和２年度に岐阜県バス運転手確

保支援事業費補助金を創設し、乗合バス事

業者が運転手を確保するため、大型第二種

免許取得費用を助成する経費に対して支援

しています。 

 

 

⑤路線バスの廃止状況 

 平成 28 年度から令和２年度までに、県内の路線バスは 14

路線が廃止となりました。廃止の原因は主に、運転手不足

と利用者の減少となっています。 

 路線廃止にあたっては、県協議会において、沿線市町村、

事業者、県、岐阜運輸支局が集まり協議を行います。しか

しながら、市町村での路線に対する考え方が異なるため、

協議を重ねて対応方策を決定しています。 
  

■バス運転手の採用者数と離職者数の推移 

 
出典：バス運転者の人材確保対策に関するアンケート調査結果

（平成 30 年 10 月、国土交通省中部運輸局） 
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■自動車運転の職業の有効求人倍率の推移（正社員） 

 

※ 各年 6 月の数字 
  自動車運転の職業はタクシー・貨物輸送も含む 

出典：岐阜労働局資料 
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■県補助額と対象人数 
 

項   目 R2年度 

県補助額（千円） 2,905 

事業者数（社） 3 

対象人数（人） 16 

出典：県資料 

 

❷ 路線バスの運行に必要な運転手の確保 
Check 
Point 

■廃止路線数（H28 年度～R2 年度） 
 

年度 路線数 

H28 1 路線 

H29 4 路線 

H30 4 路線 

H31・R1 3 路線 

R2 2 路線 

出典：県協議会資料（県協議会で協議が

調ったもの） 

❸ 運転手不足や利用者減少を原因とする路線バスの廃止 
Check 
Point 
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⑥市町村の広域バスに対する考え方 

 市町村にアンケートを行ったと

ころ、広域バスに関する課題と

しては、「市町村による欠損額負

担が大きい」「住民からバス停新

設等の要望がある」との意見が

多い他、「路線の維持」「路線廃止

への対応」が挙げられました。 

 課題に対して県に求める役割と

しては、関係者間の調整機能が

挙げられています。 

 
  

（参考）廃止路線・系統の詳細（平成 28 年度～令和 2 年度）（県協議会で協議が調ったもの） 

 

廃止日 事業者名 路線名 路線長 関係市町村 市町村の対応方策

H28.10.1 加越能バス㈱ 城端・白川郷線 0.9 km 白川村
白川村のバスターミナル整備に伴うバス停移による一

部区間の廃止であるため、特に対応方策は必要ない

H30.4.1 ㈱白鳥交通 白鳥荘川線 7.8 km 高山市、郡上市
利用が少なく、代替交通も確保されているため、特に

方策は必要ない

笠原線 6.0 km
多治見市、土岐

市

利用者が少なく、地域住民に理解が得られており、代

替交通が確保されているため、特に対応方策は必要な

い

都市間高速名古屋線

（市役所系統）
8.1 km

多治見市、土岐

市

利用者が少なく、利用者への周知を行い理解を得てお

り、代替交通も確保されているため、特に対応方策は

必要ない

都市間高速名古屋線

（西可児系統）
1.0 km 可児市

利用が少なく、代替交通も確保されているため、特に

対応方策は必要ない

岐阜八幡線 4.5 km

岐阜市、各務原

市、関市、美濃

市、郡上市

代替交通があるので、事業者が乗継情報を時刻表に反

映し、周知する

黒野線 3.5 km 岐阜市、本巣市
利用者が少なく、代替交通も確保されているため、特

に対応方策は必要ない

真正大縄場線 0.7 km

岐阜市、北方

町、本巣市、大

野町

代替交通機関があるため、特に対応方策は必要ない

北方河渡線 0.8 km
岐阜市、瑞穂

市、北方町

住民及びバス利用者に影響を及ぼすものではないた

め、特に対応方策は必要ない

R2.4.1 濃飛乗合自動車㈱ 下呂小坂湯屋線 16.2 km 下呂市 下呂市がデマンド運行を実施

R2.4.1 岐阜乗合自動車㈱ 岩戸入舟線 3.3 km 岐阜市
既存のコミュニティバス（一部運行ルート変更）で対

応

R2.10.1 岐阜乗合自動車㈱ 美江寺穂積線 14.4 km 岐阜市、瑞穂市 

岐阜市内は北方河渡線が代替交通となる

瑞穂市内はみずほバスによってカバーできる旨の周

知・案内

東濃鉄道㈱ 中津川線 46.4 km
中津川市、恵那

市

中津川市が、廃止代替バスとして「坂本三坂線」を運

行

恵那市内は、東濃鉄道㈱の新設路線（大井町東線）で

対応

東濃鉄道㈱ 蛭川線 23.7 km
中津川市、恵那

市

中津川市が蛭川地区コミュニティバス（デマンドバ

ス）を新たに運行

恵那市内は、東濃鉄道㈱の恵那峡線及び新設路線（大

井町西線）で対応

H30.4.1

R1.10.1

東濃鉄道㈱

岐阜乗合自動車㈱

R3.4.1

 
出典：県実施アンケート結果（R3.3） 

課題 回答数

近隣市町村自主運行バスと経路等が重複 1

市町村による欠損額負担が大きい 14

バス停の新設、経路変更、増便等の要望 7

観光利用の取り込み 1

地域公共交通計画の見直し検討 1

業績悪化、利用者減少による路線の維持 4

事業者からの路線廃止の相談に対する路線維持方法等 2

隣接自治体との廃止代替での調整に苦慮 1

採算性・利便性を勘案した最適な運行路線の策定 2

路線の周知 1

課題なし 1

❹ 広域バスに関する県の調整機能への期待 
Check 
Point 
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（６）タクシー 

①タクシー事業の実態 

ａ．タクシーの輸送人員と経営状況 

 県内のタクシー事業者数（個人タクシー含む。）は、令和元年度末時点で 149 者であり、鉄道や

バスの不便な時間帯の補完や観光需要への対応、鉄道やバス等の乗車に負担の多い高齢者等、多

様なニーズに応じ、ドア to ドアの輸送を提供することができる公共交通機関として重要な役

割を担っています。また、災害や事故等による鉄道やバスの運休時において、公共交通を代替す

る役割も担っています。 

 一方で、タクシー事業の輸送人員は年々減少傾向にあり、平成 27 年の 9.2 百万人から、令和元

年 7.6 百万人に約８割まで減少しています。運送収入はほぼ横ばいでしたが、令和元年では大き

く減少しました。 

 実車走行キロは、輸送人員の減少とともに減少しています。一方で、実車走行キロ当たりの運送

収入は微増していますが、令和元年では減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

ｂ．タクシー運転手の状況 

 県内のタクシー事業者の運転手数（個人タ

クシー含む。）は減少傾向にあり、令和元年

時点では 1,912 人となっています。人数の

減少と並行して実車走行キロも減少して

います。 

 

 

 

 

ｃ．自主運行バスの担い手としての役割 

 22 市町村において、タクシー事業者が自主運行バスの運行を担っています。また、自家用有償

運送において、運行管理や車両整備管理に協力しているタクシー事業者もいます。 

■輸送人員と運送収入の推移 

 
出典：数字で見る中部の運輸 2021 

■  

 
出典：数字で見る中部の運輸 2021 

➊ 多様な個別移動への対応、自主運行バスの担い手など重要な役割を果たす 

 タクシー事業者 

Check 
Point 

■運転手数の推移と実車走行キロの推移 

 
出典：数字で見る中部の運輸 2021 
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（７）市町村における地域公共交通施策の現状 

①県内市町村の地域公共交通計画 

 令和２年 11 月の「地域公共交通活性化再生法」の改正により、すべての地方公共団体において、

地域公共交通計画の策定が努力義務化されました。 

 県内では、現在、26 市町村において、単独または共同して、23 の地域公共交通計画※が策定さ

れています。計画未策定の市町村は、今後、計画を策定することが求められています。 

※地域公共交通活性化再生法第５条に規定する法定計画。法改正前に策定された地域公共交通網形成計画を含む。 

 市町村計画では、自主運行バスなど地域内交通に関する記載が主となっています。広域交通につ

いては、幹線として位置付けることや周辺市町村との連携を目指すことが記載されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■自治体別の地域公共交通計画の概要 

 

❶ 地域の交通をデザインする市町村地域公共交通計画の策定が必要 
Check 

Point 

法定

計画
計画名 対象区域 期間 広域交通に関する記載（旧市町村を跨ぐ交通含む）

○ 岐阜市地域公共交通計画 岐阜市全域 R3～R7年度 周辺市町と連携した広域公共交通ネットワークの確保

○ 羽島市地域公共交通網形成計画 羽島市全域 R2～R6年度 周辺市町とより密な連携を図る広域的な地域公共交通ネットワークの形成

○ 各務原市地域公共交通網形成計画後期計画 各務原市全域 R2～R6年度 鉄道および路線バスを軸としたネットワークの維持

○ 山県市地域公共交通網形成計画 山県市全域 H30～R5年度 岐阜駅方面とつながる広域路線の維持、拠点となる新バスターミナルの整備

― ― ― ―

本巣市地域公共交通計画 本巣市全域 R2～R7年度 路線バス、樽見鉄道に関する事業

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

大垣市 ○ 大垣市地域公共交通網形成計画 大垣市全域 R2～R6年度 隣接市町にまたがる路線の維持と継続的な改善

海津市 ○ 第２次海津市地域公共交通網形成計画 海津市全域 R2～R8年度 
利用者数が多くてあらゆる目的で利用できる、不特定多数が便利な交通手段である「汎化

交通」の高頻度運行の確保

養老町 ○ 養老町地域公共交通網形成計画 養老町全域 R2～R6年度 大垣駅、大垣市民病院への移動需要に対応する広域交流路線のサービス確保

神戸町 ― ― ― ―

揖斐川町 ― ― ― ―

池田町 ― ― ― ―

○ 養老線交通圏地域公共交通網形成計画 上記6市町+桑名市 H29～R8年度 養老線を軸としたネットワークの形成、沿線市町の連携

垂井町地域公共交通計画 垂井町全域 R2～R4年度 ―

― ― ― ―

○ 輪之内町地域公共交通計画 輪之内町全域 R4～R8年度 町外につながる路線の維持及びサービス拡大

― ― ― ―

大野町地域公共交通計画 大野町全域 R3～R7年度 町民ニーズ、地域の特性に応じた地域公共交通の整備

○ 関市地域公共交通計画 関市全域 R4～R8年度 
市内外への移動手段の確保に向けた周辺市との連携、各輸送モードの役割分担による地域

公共交通ネットワークの形成

美濃市地域公共交通計画 美濃市全域 H25～R4年度 
都市間移動に対応したアクセス利便性の確保、多様な交通手段が連携した合理的な公共交

通ネットワークの形成

○ 第２次美濃加茂市地域公共交通網形成計画 美濃加茂市全域 R2～R7年度 鉄道及び広域交流バスはニーズに応じたサービスを確保、広域交流バスの再編

○ 可児市地域公共交通網形成計画 可児市全域 R元～R8年度 都市間交通需要に対応する鉄道・高速バスの維持、周辺市町を結ぶ広域支援路線の維持

○ 郡上市地域公共交通網形成計画 郡上市全域 H30～R4年度 郡上市から下呂市間を結ぶ広域幹線路線の整備に向けた協議、長良川鉄道の利用促進

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

○ 八百津町地域公共交通網形成計画 八百津町全域 R元～R5年度 関係市町との協議・調整によるYAOバス・東鉄バスの利便性の向上

○ 御嵩町地域公共交通網形成計画 御嵩町全域 R2～R7年度
名鉄広見線・YAOバスは交通事業者が沿線市町と連携して運行、南北方向の新たな広域バ

ス路線の導入

中津川市 ○ 中津川市地域公共交通計画 中津川市全域 H30～R8年度 事業者と連携した利用促進施策の実施

恵那市 恵那市地域公共交通計画 恵那市全域 R4～R8年度 ―

○ 明知鉄道沿線地域公共交通計画
恵那市および中津川

市阿木地域
H31～R8年度

市域を跨ぐ明知鉄道を基幹路線、市域を跨ぐバス路線を広域幹線と位置づけ、関係機関が

連携して公共交通ネットワークの構築を図る

○ 多治見市地域公共交通網形成計画 多治見市全域 H26～R5年度 都市間や郊外地域と中心市街地をつなぐ基幹交通づくり

瑞浪市地域公共交通総合連携計画 瑞浪市全域 H26～R5年度 公共交通機関相互の連携強化

○ 土岐市地域公共交通計画 土岐市全域 R4～R8年度
民間路線バスは地域の「幹線」として引き続き維持することを目指し、交通事業者と市で

一体となって利用促進を図る

○ 高山市地域公共交通網形成計画 高山市全域 R2～R6年度
高山市街地と支所地域、その他の都市を接続する幹線バスは、交通事業者と市及び市協議

会が連携を図り、全市的な視点を持って維持に努める

○ 飛騨市地域公共交通計画 飛騨市全域 R3～R7年度
古川・神岡市街地や近隣都市との間の移動を担う「幹線」について、既存の路線をベース

に、改善を行う。

○ 下呂市地域公共交通網形成計画 下呂市全域 H30～R6年度
広域移動に不可欠なＪ Ｒ・ 濃飛バスの路線維持、リニア中央新幹線岐阜県駅との接続や郡

上市との連携など広域圏からの観光流入を促進するためのネットワーク形成

― ― ― ―

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

美濃市

美濃加茂市

可児市

郡上市

坂祝町

本巣市

岐南町

笠松町

北方町

関市

飛

騨

圏

域

白川・東白川地域公共交通網形成計画
白川町と東白川村の

全域
H30～R4年度

白川町

東白川村

御嵩町

東

濃

圏

域

多治見市

瑞浪市

土岐市

高山市

飛騨市

下呂市

白川村

○ ―

岐

阜

圏

域

中

濃

圏

域

西

濃

圏

域
垂井町

関ケ原町

輪之内町

安八町

大野町

岐阜市

羽島市

各務原市

山県市

瑞穂市
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②自主運行バス等の導入状況 

 自主運行バス※は、県内 42 市町村中 35 市町村で導入されています。 

※自主運行バスは、以下のいずれかに該当するものをいう。 

①市町村から依頼を受けた乗合バス事業者が法第４条第１項の許可を受けて行う運行であって、道路運送法施行規則第９条の２に規定する

地域公共交通会議その他類似する会議において協議が行われ合意されたもの（市町村から依頼を受けた乗合バス事業者が、平成 18 年 10

月 1 日前に道路運送法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 40 号。以下「改正法」という。）による改正前の法第 21 条第 2 号の

許可を受けて行っていた運行であって、改正法附則第 3 条の規定により改正法による改正後の法第 4 条第１項の許可を受けたものとみな

されて平成 18 年 10 月 1 日以後引き続き行うものを含む。） 

②市町村又は市町村から依頼を受けた特定非営利活動法人等が法第 79 条の登録を受けて、道路運送法施行規則（昭和 26 年運輸省令第 75

号）第 49 条第 1 号に規定する交通空白地有償運送を行うもの 

 あらかじめ定められた時間に定められたルートを運行する路線定期運行以外に、利用者がある

場合のみ運行する路線不定期運行や区域運行など、様々な運行がなされています。また、14 市

町村は自家用有償旅客運送（交通空白地有償運送）による運行を行っています。 

 この他に一部の市町村では、道路運送法の許可または登録を要しない運送として、無料バスが運

行されています。 

 令和 2 年 11 月の「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の改正では、従来の公共交通

サービスに加え、地域の多様な輸送資源（自家用有償旅客運送、福祉輸送、スクールバス等）を

総動員して地域の移動ニーズに対応するという方向性が示されました。 

 

 

 

 

  

■市町村別の自主運行バス等の導入状況（令和４年４月１日） 
 

 

出典：県実施アンケート結果(R4.4) 

自家用

有償

自家用

有償

路線

定期

路線不定

期・区域

交通

空白地

路線

定期

路線不定

期・区域

交通

空白地

岐阜市 〇 〇 関市 〇 〇 〇

羽島市 〇 美濃市 〇 〇

各務原市 〇 〇 美濃加茂市 〇

山県市 〇 〇 可児市 〇 〇

瑞穂市 〇 郡上市 〇 〇 〇

本巣市 〇 坂祝町 〇 〇

岐南町 〇 富加町

笠松町 〇 〇 川辺町 〇

北方町 七宗町 〇

大垣市 〇 八百津町 〇 〇 〇

海津市 〇 〇 白川町 〇 〇

養老町 〇 〇 東白川村 〇

垂井町 〇 〇 〇 御嵩町 〇 〇

関ケ原町 〇 〇 多治見市 〇 〇

神戸町 中津川市 〇 〇 〇

輪之内町 〇 〇 瑞浪市 〇 〇 〇

安八町 〇 恵那市 〇 〇 〇

揖斐川町 〇 土岐市 〇 〇

大野町 〇 高山市 〇 〇 〇 〇

池田町 〇 飛騨市 〇 〇 〇 〇

下呂市 〇 〇

白川村

計 28 21 14 11

市町村

乗合
無

料

乗合
無

料
市町村

圏

域

圏

域

岐

阜

西

濃

中

濃

東

濃

飛

騨

❷ 自主運行バス等は各地域に適した運行形態とすることが重要 
Check 
Point 
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ａ．【乗合】路線定期 
 

 

  

出典：県実施アンケート結果（R4.4） 
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出典：県実施アンケート結果（R4.4） 
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ｂ．【乗合】路線不定期・区域（オンデマンド交通） 
 

 

出典：県実施アンケート結果（R4.4） 
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ｃ．【自家用有償】交通空白地有償運送 

 

  

圏域 市町村 名称 運行主体 運行管理等

神崎山県BT線 山県市 ㈲ﾌﾟﾛｽﾀｯﾌ

美山地域ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型交通 山県市 山県市社会福祉協議会

笠松町 笠松町公共施設巡回町民ﾊﾞｽ 笠松町 ｽｲﾄﾄﾗﾍﾞﾙ㈱

養老町 ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ 養老町 名阪近鉄ﾊﾞｽ㈱

垂井町
ﾀｳﾝﾊﾞｽ

(垂井・岩手線、府中・東線、垂井・宮代・表佐線他）
垂井町 ｽｲﾄﾄﾗﾍﾞﾙ㈱

安八町 ｱﾝﾋﾞｰﾊﾞｽ（北部線、南部線） 安八町 ｽｲﾄﾄﾗﾍﾞﾙ㈱

ふれあいﾊﾞｽ

(揖斐川北部線、小津線、春日線、揖斐大野線他）
揖斐川町 揖斐ﾀｸｼｰ㈱

はなももﾊﾞｽ 揖斐川町 揖斐ﾀｸｼｰ㈱

郡上八幡ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ「まめﾊﾞｽ」 郡上市 ㈲八幡観光ﾊﾞｽ

自主運行ﾊﾞｽ

（まめﾊﾞｽ、相生線、小駄良線、やまとふれあいﾊﾞｽ他）
郡上市

㈲八幡観光ﾊﾞｽ､郡上交通㈱､大和ﾀｸ

ｼｰ㈾､高鷲ﾀｸｼｰ㈾

七宗町
町営ﾊﾞｽ

（神淵A線、神淵B線、中麻生線、川並線）
七宗町 七宗町、七宗ﾀｸｼｰ

八百津町 東部やおまる 八百津町 (社福)町社会福祉協議会

白川町
自主運行ﾊﾞｽ(予約制ﾊﾞｽ)

（白川地区、白川北地区、黒川地区、佐見地区、蘇原地区 他）
白川町 白川町、大新東㈱

中津川市
ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ

(阿木地区､加子母地区､付知地区)
中津川市

(特非)阿木ふるさと福祉村､(特非)か

しもむら､(特非)つけちｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ

恵那市 いいじ里山ﾊﾞｽ､くしばす 恵那市 自治区運営委員会

高山市 たかね号 高山市 高根まちづくりの会

飛騨市おでかけﾊﾞｽひだまる

（稲越線、畦畑線、太江線、月ヶ瀬線、宮川線、桃源郷線、かみ

おか循環乗合ﾀｸｼｰ）

飛騨市 ﾆｭｰ飛騨観光ﾊﾞｽ㈱、㈱飛騨ゆい、㈱宝ﾀｸｼｰ

予約制乗合ﾀｸｼｰ(河合地区、宮川地区、古川地区) 飛騨市
古川ﾀｸｼｰ・宮川ﾀｸｼｰ共同企業体､

ﾆｭｰ飛騨観光ﾊﾞｽ㈱

東

濃

飛

騨 飛騨市

岐

阜

山県市

西

濃

揖斐川町

中

濃

郡上市

出典：県実施アンケート結果（R4.4） 
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ｄ．【無料】自主運行バス・スクールバス等 
  

 

 

 

 （輸送資源の総動員の事例） 

 白川町・東白川村の自主運行バスと白川病院バスの統合（おでかけしらかわ・ひがししらかわの見直し） 

 白川町及び東白川村では、公共交通に関する費用低減と利用者の

乗車機会の増加を図るため、令和３年 10 月１日から、自主運行

バス「おでかけしらかわ・ひがししらかわ」と白川病院無料送迎

バスを統合しました。 

 白川病院の患者については病院が運賃を負担するため、患者にと

っては、新たな負担がなく、通院時間の選択肢が増え、通院のつ

いでに買い物ができるなどのメリットが考えられます。 

 白川病院が、病院のバス運行縮小による経費減額の範囲内で自主

運行バスの運行費用を負担することで、町としては費用低減を図

ることができます。 

 

出典：県実施アンケート結果（R4.4） 
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③自主運行バスの収支状況 

ａ．自主運行バスの収支状況 

 自主運行バスの多くは、最後の公共交通手段として交通空白地域のニーズに応えるためのもので

あり、もともと採算の確保が困難な状況にあります。 

 経費を運賃収入で賄える割合を示す収支率は低下傾向にあり、全運行市町村の平均収支率は 10％

を割り込み、市町村の負担が増大しています。 

 自主運行バスを将来にわたって持続可能としていくためには、その効率化が不可欠です。市町村

においては、地域公共交通会議等において、効率化に向けた協議を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．市町村バス交通総合化対策費補助金の実績 

 県では、市町村バス交通総合化対策費補助

金により、自主運行バスの運行費に対して

補助を行い、路線の維持を図っています。 

 路線の見直しや運行経費の増加を受けて、

県補助額は年々増加しています。 

 

 

 

 

■収支率の推移 

 
出典：県資料（岐阜県市町村バス交通総合化対策費補助金補助対象系統の実績） 

14.9% 14.4%
12.9% 12.2%
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■運行費用と運行収入の推移 

 
出典：県資料（岐阜県市町村バス交通総合化対策費補助金補助対象系統の実績） 
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❸ 自主運行バスの収支率悪化と市町村の財政負担増 
Check 
Point 

■実車走行キロの推移 

 
出典：県資料（岐阜県市町村バス交通総合化対策費補助金補助対象系統の実績） 
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④利用促進に関する取組み 

ａ．地域公共交通の利用促進の取組み 

 利用促進に関する取組みについては、下表の 33 市町村が取組みを実施しており、合計 88 施策

が行われています。 

 今後は、県、市町村、交通事業者等、関係者が連携した取組みにより、さらなる利用促進を実施

する必要があります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域公共交通の利用促進に関する取組み（1） 
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■地域公共交通の利用促進に関する取組み（2） 
 

 

❹ 関係者が連携した地域公共交通の利用促進の取組みが必要 
Check 

Point 

出典：県資料（R4.4 時点） 
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⑤地域公共交通に関する市町村の状況 

ａ．市町村組織体制の現状 

 42 市町村中、約半数の 22 市町村では、地域公共交通の専任担当者がいません。 

 地域公共交通計画策定や輸送資源の総動員による移動手段の確保検討のためには、市町村への

支援が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．全県的な課題に対する認識 

 市町村へのアンケートでは、地域公共

交通に関する全県的な課題として「高

齢者等の移動手段の維持・確保」が特に

多く回答されています。 

 

 

 

 

■担当者数別の市町村割合 

 

1人：13市町村

31.0%

2人：15市町村

35.7%

3人：10市町村

23.8%

4～5人：3市町村

7.1%

6人以上：1市町村

2.4%

岐阜市 15人
恵那市 5人
多治見市 4人
垂井町 4人 羽島市、飛騨市、本巣市、下呂市、

岐南町、輪之内町、安八町、北方町、
坂祝町、富加町、川辺町、東白川村、
白川村

高山市、中津川市、美濃市、瑞浪市、土岐市、
山県市、郡上市、笠松町、養老町、関ケ原町、
揖斐川町、大野町、池田町、七宗町、八百津町

大垣市、関市、美濃加茂市、各務原市、
可児市、瑞穂市、海津市、神戸町、
白川町、御嵩町

■専任の担当者数別の市町村割合 

 

岐阜市 、大垣市、関市、中津川市、
恵那市、各務原市、可児市

2人以上：7市町村

17%

1人：13市町村

31%

専任なし：22市町村

52%

高山市、瑞浪市、羽島市、美濃加茂市、
本巣市、郡上市、下呂市、輪之内町、
揖斐川町、大野町、池田町、八百津町、
白川町

多治見市、美濃市、土岐市、山県市、
瑞穂市、飛騨市、海津市、岐南町、
笠松町、養老町、垂井町、関ケ原町、
神戸町、安八町、北方町、坂祝町、
富加町、川辺町、七宗町、東白川村、
御嵩町、白川村

■全県的な課題 
 

 
出典：県実施アンケート結果（R3.3） 

 

回答数

バス運転手の確保 11

高齢者等の移動手段の維持・確保 27

利用促進による地域公共交通活性化 14

新モビリティサービス導入 11
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ｃ．県に期待する役割等 

 計画策定にあたって開催した県協議会分科会等における市町村の意見は下表のとおりです。 

 県に期待する役割としては、路線維持に対する財政的支援や MaaS などへの取組みの他、特に

広域バスについて他市町村との調整が挙げられました。 

 地域内交通については、事例などの情報提供が期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

❺ 専任担当者がいないなど体制が不十分な市町村への支援が必要 

❻ 県に対する他市町村との調整や情報提供への期待 

Check 
Point 

■県協議会分科会等における市町村からの意見 

 項目 意見 地域分科会

鉄道
・地方鉄道の老朽化が進んでいることと災害やコロナ禍の影響が課題である。
・鉄道の維持・確保についても県計画に位置付けてほしい。

中濃・東濃

・地域間幹線系統である自主運行バスについては、県計画に位置付けてほしいが、
　各市町村の計画目標値等との整合性を確認してほしい。

岐阜・中濃

・路線の廃止が課題である。広域的な利用促進が必要だと感じる。 岐阜・中濃

・広域バスが廃止や減便となった時に、県がリーダーシップを取って協議を
　進めてほしい。

岐阜・中濃

・広域バスについて、県協議会での協議を継続してほしい。 西濃

・広域バスが廃止となり、市民からなくしてほしくなかったという声がある。
　代替案が難しい。

西濃

・他市町との連携が大切だと考えている。話し合いを進めるにあたって、
　県に協力してほしい。

西濃

・廃止協議において、財政状況も方向性も全く違い、同じ方向を向けなかった。
　県で調整をお願いしたい。

中濃・東濃

・生活圏と市町村の区域が一致していない地域では、広域バスが重要であり、
　県の役割を期待している。料金体系の統合についても検討してほしい。

中濃・東濃

・交通と福祉の棲み分けが難しいと感じている。 岐阜・中濃

・デマンド運行に対する要望が多い。
・先行事例や似ている状況の自治体の情報が知りたい。

西濃

・自主運行バスについて、県をまたいだ運行を考えている。事例を知りたい。 西濃

・高齢化が進んでおり、市の計画においては、高齢者の移動手段の確保が中心と
　なっている。

中濃・東濃

・ラストワンマイルについて検討していきたい。 飛騨

・地域からデマンドの要望があるが、負担が大きい。
・新設路線に対しての補助を検討してほしい。

飛騨

・コロナ禍の影響で、交通事業者の収支状況が悪化していることは、
　県全体の課題であり、計画に記載すべき。

岐阜・中濃

・コロナ禍の影響で、交通事業者が影響を受けている。
　市としても対応しているが厳しい状況にある。

飛騨

・情報交換の場がほしい。 中濃・東濃

・MaaSなどは、市町村単位での取組では有効にならないので、
　県主体で進めてもらいたい。

中濃・東濃

・MaaSなどは、スマホを使うことができない高齢者へのサポートが必要である。 中濃・東濃

・MaaSは導入が目的ではなく、手段の１つとしてとらえないとけない。
　MaaSありきで考えるのではなく、どうしたいかが大事。

中濃・東濃

・公共交通に限らず、生活のあらゆる手段に対してICT化を検討している。
　導入例などの情報がほしい。

飛騨

・MaaSの方向性を示していただけるとありがたい。 飛騨

リニア
二次交通

・リニア駅を基点とした交通網が必要であり、路線の再編や新設が考えられる。
　県計画の中にどのように反映させていくのか、県と協力しながら進めていきたい。

中濃・東濃

・公共交通の担い手がいないことが課題である。 岐阜・中濃

・運転手が確保できないことにより、減便につながっている。
　県の取組を期待している。

中濃・東濃

その他 ・観光振興との整合性に尽力してもらいたい。 西濃

運転手
不足

広域
バス

コロナ禍

地域内
交通

新モビリティ
サービス等
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（８）交通結節点の状況 

①広域バスに係る交通結節点 

 市町村が、広域バスと鉄道や地域内交通を接続する拠点と考えている交通結節点は、アンケート

の結果、下表のとおりで、鉄道駅に限らず、バスターミナルや公共施設、商業施設も含まれてい

ますが、待合施設やバリアフリー環境が十分でない停留所も多く存在します。 

 広域な移動において乗継が必要な場合は、待合環境の改善だけでなく、乗継距離・接続ダイヤ・

乗継運賃などで、乗継への抵抗感を減らすよう努め、公共交通の利用促進につなげていくことが

必要です。 

  
■広域バスに係る交通結節点 

 
出典：県実施アンケート結果（R3.9) 

 

鉄
道

路
線
バ
ス

自
主
運
行
・
デ
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ン
ド
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設
の
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サ
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ー
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無

バ
リ
ア
フ
リ
ー

環
境

ＪＲ岐阜駅 岐阜乗合自動車：全線 ● ● ● ● ● ●

ＪＲ西岐阜駅 笠松県庁線 ● ● ● ●

ＪＲ長森駅 日本タクシー（自主運行バス）：373バス ● ●

長山バス停付近 岐阜乗合自動車：岐阜美濃線 ● ● ●

羽島市 岐阜羽島駅 名阪近鉄バス：羽島線 ● ● ●

各務原市役所前駅 岐阜乗合自動車（自主運行バス）：ふれあいバス川島線 ● ● ● ● ●

尾崎ショッピングセンター前 岐阜乗合自動車：尾崎団地線 ● ● ●

三柿野駅 岐阜乗合自動車：倉知線 ● ● ● ●

岐北厚生病院
岐阜乗合自動車：高美線
岐阜乗合自動車（自主運行バス）：岐阜板取線、岐北線
日本タクシー（自主運行バス）：岩野田・岩野田北ぐるっとバス

● ● ● ●

山県バスターミナル 岐阜乗合自動車（自主運行バス）：岐北線、岐阜板取線 ● ● ● ● ●

穂積駅
岐阜乗合自動車：大野穂積線
名阪近鉄バス：安八穂積線

● ● ● ● ●

美江寺駅 岐阜乗合自動車（自主運行バス）：本田七崎線 ● ●

イオンタウン本巣 岐阜乗合自動車（自主運行バス）：本田七崎線 ● ●

モレラ岐阜 岐阜乗合自動車：モレラ忠節線 ● ● ●

イオンタウン本巣 岐阜乗合自動車：真正大縄場線 ● ●

岐南町役場前 岐阜乗合自動車：松籟加納線 ● ● ● ●

名鉄岐南駅東 岐阜乗合自動車：松籟加納線 ● ● ●

笠松駅 岐阜乗合自動車：笠松県庁線 ● ● ● ●

米野高瀬 岐阜乗合自動車（自主運行バス）：ふれあいバス川島線 ●

東米野 岐阜乗合自動車（自主運行バス）：ふれあいバス川島線 ●

大垣駅前 名阪近鉄バス：羽島線、岐垣線、海津線、輪之内線、大垣大野線 ● ● ● ● ●

大垣駅北口 名阪近鉄バス：大垣大野線 ● ● ● ● ● ●

今尾 名阪近鉄バス：海津線 ● ● ● ●

海津市役所 名阪近鉄バス：海津線 ● ● ● ●

笠郷 名阪近鉄バス：海津線 ● ● ●

今尾 名阪近鉄バス：海津線 ● ● ● ●

横曽根 名阪近鉄バス：海津線 ● ●

輪之内町 輪之内文化会館 名阪近鉄バス：輪之内線 ● ● ●

安八町役場 名阪近鉄バス：羽島線、安八穂積線 ● ● ●

安八温泉 名阪近鉄バス：安八穂積線 ● ● ●

板屋島 名阪近鉄バス：安八穂積線 ● ●

大野バスセンター
岐阜乗合自動車：真正大縄場線、大野穂積線、大野忠節線・モレラ忠節線
名阪近鉄バス：大垣大野線

● ● ● ●

パレットピアおおの
岐阜乗合自動車：大野忠節線
名阪近鉄バス：大垣大野線

● ● ● ●

関市 ほらどキウイプラザ 岐阜乗合自動車（自主運行バス）：岐阜板取線 ● ●

中濃庁舎 岐阜乗合自動車：高美線、岐阜美濃線 ● ● ●

美濃市駅 岐阜乗合自動車：高美線 ● ● ● ●

郡上八幡
城下町プラザ
岐阜乗合自動車：高速八幡線
白鳥交通：郡上八幡白鳥線

● ● ● ●

郡上八幡駅
岐阜乗合自動車：高速八幡線
白鳥交通：郡上八幡白鳥線、郡上八幡万場線

● ● ● ● ●

多治見市 JR多治見駅
東濃鉄道：滝呂台線、笠原線、土岐＝笠原線、瑞浪＝駄知＝多治見線、下半田川線、学園都市線、
駄知線、緑ヶ丘線

● ● ● ● ● ●

中津川駅前
北恵那交通：加子母線、付知峡倉屋温泉線、坂下線、馬籠線
北恵那交通（自主運行バス）：坂本三坂線

● ● ● ● ● ●

坂下駅前 北恵那交通：坂下線、藤沢線、坂下加子母線、坂下倉屋線 ● ● ● ● ●

瑞浪市 瑞浪駅前 東濃鉄道：明智線、瑞浪＝駄知＝多治見線 ● ● ● ● ●

明智駅前 東濃鉄道：明智線 ● ● ● ● ●

吹越 東濃鉄道：明智線 ● ●

土岐市駅前 東濃鉄道：駄知線、土岐＝笠原線 ● ● ● ● ●

下石貢 東濃鉄道：瑞浪＝駄知＝多治見線、土岐＝笠原線 ● ●

駄知 東濃鉄道：駄知線、瑞浪＝駄知＝多治見線 ● ● ●

高山濃飛バスセンター
濃飛乗合自動車：高山古川線、高山古川（久美愛）線、高山下呂線、荘川線、朝日線、国府上宝線、
古川（宇津江）線、平湯新穂高線、高山牧線

● ● ● ● ● ●

久々野支所前 濃飛乗合自動車：高山下呂線 ● ● ● ●

清見支所前 濃飛乗合自動車：荘川線 ● ● ● ●

飛騨古川駅 濃飛乗合自動車：神岡古川線、高山古川線、高山古川（久美愛）線 ● ● ● ● ● ●

濃飛バス神岡営業所 濃飛乗合自動車：神岡古川線 ● ● ● ●

下呂市 下呂駅前 濃飛乗合自動車：高山下呂線、下呂加子母線 ● ● ● ●

白川村 白川郷バスターミナル
加越能バス：城端白川郷線
濃飛乗合自動車：高山牧線

●

設備

東
濃

土岐市

岐阜市

各務原市

山県市

瑞穂市

本巣市

岐南町

笠松町

岐
阜

西
濃

中
濃

美濃市

高山市

飛騨市

接続路線

交通結節点（広域バスの
停留所名）

圏
域

市町村

飛
騨

大垣市

海津市

養老町

安八町

大野町

郡上市

中津川市

恵那市

接続する広域バス路線

❶ 交通結節点における乗継環境の改善が必要 
Check 

Point 
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（９）新技術の導入状況 

①自動運転、AI オンデマンド交通 

ａ．自動運転技術導入への取組状況 

 自動運転技術の実用化にはまだ時間がかかるものの、運転手不足への対応やラストワンマイル

などへの活用が期待されています。 

 導入に関する取組みについては、岐阜市、関市、郡上市の３市で実証実験が実施されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

■自動運転技術導入に関する取組み 
 

 実施年月 取組内容（自動運転レベル） 

郡上市 R1.3 「道の駅明宝」を拠点とした実証実験（レベル 2） 

岐阜市 

R1.11 公園内での小型車両の走行実験（レベル 2） 

R2.11 公道での小型バスによる自動運転の実証実験（レベル 2） 

R3.10 

公道での小型電気バスによる自動運転の実証実験、信号協調（信号との通信を活用

した自動運転）や遠隔監視（将来の無人運行を見据えた車内の監視）も併せて実施

（レベル 2） 

関市 R2.9 公道での乗用車による自動運転の実証実験（レベル 2） 

 

（参考）自動運転レベル 

ドライバーによる監視 

レベル１ 運転支援 

レベル２ 特定条件下での 

     自動運転機能 

システムによる監視 

レベル３ 条件付自動運転 

レベル４ 特定条件下における 

     完全自動運転 

レベル５ 完全自動運転 

（参考）県内の取組み事例（岐阜市） 

岐阜市において、令和 3 年 10 月に公道での自動運転の実証実験

が行われました。県内で初めてとなるハンドルやアクセル、ブレ

ーキペダルがない車両が使用されました。 
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ｂ．ＡＩオンデマンド交通の活用状況 

 AI オンデマンド交通は、AI を活用した効率的な配車により、利用者予約に対し、リアルタイム

に最適配車を行うシステムであり、運行の効率化が期待されます。 

 AI オンデマンド交通を活用した運行は、岐阜市、多治見市、各務原市、笠松町で取り組まれて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ＡＩオンデマンド交通活用に関する取組み 
 

 運行エリア 実施年月 取組内容 

岐阜市 方県・網代地区 R2.6～ 
デマンド型乗合タクシー 

事前予約式のデマンド型乗合タクシー、AI による配車設定 

各務原市 鵜沼南エリア R2.10～ 
チョイソコかかみがはら 

AI によるルート設定を行うデマンドタクシー 

多治見市 
小泉・根本小学校区内 

全域⇔市街地エリア 
R3.7～ 

小泉根本よぶくるバス 

AI によるルート設定を行うデマンドバス 

岐阜市、 

笠松町 

柳津・鶉・日置江エリア 

（岐阜市内） 

笠松町エリア 

R3.4～ 

(笠松町は
R3.10~) 

チョイソコカラタン 

AI によるルート設定を行うデマンドタクシーの実証実験 

 
（参考）県内の取組み事例（各務原市「チョイソコかかみがはら」） 

運行開始日 ：令和2年 10月1 日 

運行時間 ：平日 8:00～16:00 

予約方法 ：電話又は Web 

運賃 ：1乗車 400円 

運行エリア ：ふれあいタクシー鵜沼南エリア（各務原町・朝日町・大伊木町 ・小伊木町・丸子町） 

【管理画面】 
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②GTFS データ、バスロケーションシステム、キャッシュレス決済 

ａ．GTFS データの整備、オープンデータ化の状況 

 GTFS※データを整備することにより、Google マップを始めとする経路検索サイトへの掲載が可

能となり利用促進につながるだけではなく、業務の効率化や MaaS等への活用も期待されます。 

 また、オープンデータとして提供することで、バス事業者や経路検索事業者以外の企業や個人に

よるサービス展開が期待されます。 

 県内では、鉄道１社、路線バス 5 社、自主運行バス 20 市町で整備済み（一部路線のみを含む。）

です。 

 県では、平成 30 年度から市町村担当者向けにデータ作成・更新に向けた勉強会を開催していま

す。 
 

※GTFS(General Transit Feed Specification)：経路検索や地図サービスなどへ公共交通の情報共有を行うための

標準フォーマット 

 

  

■GTFS データの整備、オープンデータ化の状況 

◆鉄道、路線バス 

鉄道 整備状況 オープンデータ  路線バス 整備状況 オープンデータ 

樽見鉄道 △ ×  岐阜乗合自動車 ○ × 

明知鉄道 ○ ○  東濃鉄道 ○(一部) ○(一部) 

長良川鉄道 △ ×  名阪近鉄バス △ × 

養老鉄道 △ ×  濃飛乗合自動車 ○(一部) × 

    北恵那交通 ○ ○ 

    白鳥交通 × × 

    加越能バス ○ ○ 

◆自主運行バス 

 市町村 整備状況 オープンデータ   市町村 整備状況 オープンデータ 

岐
阜
圏
域 

岐阜市 ○ ○  

中
濃
圏
域 

関市 ○(一部) ○(一部) 

羽島市 ○ ○  美濃市 ○ × 

各務原市 ○ ×  美濃加茂市 ○ ○ 

山県市 ○(一部) ×  可児市 ○ ○ 

瑞穂市 ○ ×  郡上市 × × 

本巣市 ○ ○  坂祝町 × × 

岐南町 － －  富加町 － － 

笠松町 × ×  川辺町 × × 

北方町 － －  七宗町 ○ ○ 

西
濃
圏
域 

大垣市 △ ×  八百津町 ○ ○ 

海津市 ○ ○  白川町 × × 

養老町 △ －  東白川村 × × 

垂井町 × ×  御嵩町 ○ ○ 

関ケ原町 △(一部) ×  

東
濃
圏
域 

多治見市 ○ × 

神戸町 － －  中津川市 ○ ○ 

輪之内町 △ ×  瑞浪市 × × 

安八町 × ×  恵那市 ○ ○ 

揖斐川町 ○ ○  土岐市 ○ ○ 

大野町 － －  
飛
騨
圏
域 

高山市 ○(一部) × 

池田町 × ×  飛騨市 × × 

     下呂市 × × 

     白川村 － － 

※ 整備状況 ○：整備済み、△：Google マップには掲載済み、×：整備なし 
       －：定時定路線バスなし 
※ ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ化 ○：している、×：していない 

出典：県資料（R4.3.3 時点） 
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ｂ．バスロケーションシステム導入状況 

 バスロケーションシステムは、

バスの位置情報を利用者にリア

ルタイムで提供することにより、

利用者のバス停での待ち時間を

減らすことができます。 

 県内では、岐阜乗合自動車の他、

一部自主運行バスで導入されて

います。名阪近鉄バスは、一部

路線で実証運行中です。 

 

 

 

ｃ．キャッシュレス決済の導入状況 

 キャッシュレス決済は、利用者の利便性向上だけでなく、コロナの感染リスクを下げることがで

きます。また、交通系 IC カードのような OD（発着）データが得られる方法であれば、データ

を経営効率化に活かすことができます。 

 県内では、地方鉄道 4 社、路線バス 2 社、自主運行バス 2 市で導入されているほか、タクシー

事業者においては多くの事業者でキャッシュレス決済に対応しています。 

 

  

■バスロケーションシステム導入状況（路線バス） 
 

 HP ﾓﾊﾞｲﾙ 

岐阜乗合自動車（株） ○ ○ 

名阪近鉄バス（株） 一部路線で実証運行 一部路線で実証運行 

 

 ■バスロケーションシステム導入状況（自主運行バス） 
 

 HP ﾓﾊﾞｲﾙ ｻｲﾄ・ｱﾌﾟﾘ 

各務原市ふれあいバス ○ ○ 岐阜バス Navi 

山県市ハーバス ○ ○ 岐阜バス Navi 

瑞穂市みずほバス ○ ○ 岐阜バス Navi 

海津市コミュニティバス ○ ○ BusGO! 

関シティバス ○ ○ 岐阜バス Navi 

美濃加茂市あい愛バス ○ ○ MOQUL 
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③MaaS 

 MaaS（マース：Mobility as a Service）は、スマートフォンアプリ等を活用し、複数の公共交通

機関や公共交通以外の移動サービスを最適に組み合わせ、検索・予約・決済等を一括で行うこと

を可能にするサービスです。観光、小売、医療・福祉、教育等の目的地における移動以外のサー

ビスとも連携し、移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段となるものである

ため、近年注目されています。 

 県内では、一部市町村において、取組みが始まったところです。 

 名鉄グループでは、「エリア版 MaaS（ブランド名称：CentX）」を発案し、具体的なアプリ開発

やマイクロ MaaS の取組み等を地域の様々なパートナーと連携して進めています。 

 JR 東海では、新幹線のネット予約・チケットレス乗車サービスである「EX サービス」の会員向

けに、新幹線の予約と一緒に旅先の交通手段や宿泊・観光施設の予約・決済が行える新サービス

「EX-MaaS（仮称）」を 2023 年夏に開始する予定です。 

 MaaS の推進には、交通事業者間にとどまらず、観光や小売など様々な分野の関係者の連携、協

力が必要になるため、十分な協議を行いながら進めていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❶ 公共交通の効率化、利便性向上に資する新モビリティサービスの活用が必要 

❷ MaaS の推進には関係者の連携・協力が重要 

Check 

Point 

（事例）EX-MaaS（仮称）（JR 東海） 

 

出典：東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社資料より引用 

（2021.4.27 付） 

（事例）エリア版 MaaS（名鉄グループ） 

 

出典：名古屋鉄道株式会社提供資料 
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（10）バリアフリー化の状況 

①公共交通のバリアフリー化状況 

ａ．鉄道駅のバリアフリー化状況 

 １日当たりの平均利用者数が３千人以上の駅は 25駅あり、このうち、現在は 24駅がバリアフ

リー化されています（整備率 96％）。未対応の JR 岐阜駅についても JR東海が平成 30年度（2018

年度）から着手しており、令和５年度にバリアフリー化が完了する予定です。 

 鉄道事業者が国の補助を受けて鉄道駅のバリアフリー化事業を実施する際に、高齢者、障害者等

の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下、バリアフリー法）に基づく基本構想の策定市町村

が鉄道事業者に対して補助を行う場合、県は当該市町村に対して補助を行っています。 

 １日当たりの平均利用者数が２千人以上３千人未満の駅（令和元年度実績）は、県内に 12 駅あ

り、このうち、7 駅はバリアフリー化されています。バリアフリー化されていない５駅について

は、バリアフリー法の基本方針に基づき市町村が作成する基本構想の生活関連施設に位置付け

られていません。 

  

 

 

 

 

 

 

ｂ．乗合バスのバリアフリー化状況 

 乗合バスのバリアフリー化については、県内の

対象車両数 527 台に対して、令和２年度末時点

で 226 台、導入割合 42.9％となっています。 

 国と県は、地域間幹線系統の運行に使用される

ワンステップバスやノンステップバスの車両購

入に係る減価償却費等に補助し、バリアフリー

化の促進に努めています。 

 地上高が 30 ㎝程度と低くなるノンステップバスについては、県内には坂道の多い中間山地域、

積雪の多い地域、道路の段差が未解消の地域など導入困難な地域があるため、地域の実情に合わ

せて、スロープ付きワンステップバス、リフト付きバスなどの導入比率を高め、全体としてバリ

アフリー化の促進を図ります。 

ｃ．タクシーのバリアフリー化状況 

 福祉タクシーのうち、ユニバーサ

ルデザインタクシー（UD タクシー）

車両は、全体の 44.9％となってい

ます。 

■乗合バスに占めるノンステップバス車両の割合の推移 
（年度末現在） 

 
出典：移動等円滑化実績等報告書（国土交通省） 

591 587 593 595

527

212 230 254 260
226

35.9 39.2
42.8 43.7
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導
入
割
合
（
％
）

車
両
数
（
台
）

対象車両数 うちノンステップバス 導入割合

■福祉タクシーにおけるＵＤタクシーの導入台数（令和元年度末） 
 

 移動円滑化基準 

適合車両 

うち UD 

タクシー 

UD タクシー 

の割合 

岐阜県 214 台 95 台 44.9％ 

出典：移動等円滑化評価会議 中部分科会資料 

❶ １日当たりの平均利用者数が３千人以上の鉄道駅のバリアフリー化はほぼ 

 全駅で完了済み 

❷ バス、タクシーのバリアフリー化は今後も継続して取組むことが必要 

Check 
Point 

■県内のバリアフリー対象駅数とバリアフリー実績 
 

 
出典：数字で見る中部の運輸 2021 

■鉄道駅別のバリアフリー化状況※ 

【バリアフリー化済みの駅（7 駅）】 

ＪＲ鵜沼駅、ＪＲ可児駅、名鉄岐南駅、 
名鉄竹鼻駅、名鉄羽島市役所前駅、名鉄新羽島駅、
名鉄六軒駅 
 

【バリアフリー化されていない駅（5 駅）】 

ＪＲ那加駅、ＪＲ蘇原駅、ＪＲ美乃坂本駅、 

ＪＲ小泉駅、ＪＲ根本駅 
 

※１日当たりの平均利用者数が 2 千人以上 3 千人 
未満(令和元年度実績)の 12 駅 
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（11）新型コロナウイルス感染症の影響 

①新型コロナウイルス感染症の影響 

ａ．各交通機関の乗車人員の推移 

 新型コロナウイルス感染症拡大により、各交通機関の輸送人員、運送収入は、令和２年４～５月

頃の一斉休校、第１回の緊急事態宣言に伴う外出抑制の時期に大きく減少し、鉄道で約 5 割、

乗合バスで約 6 割、貸切バスで約 2 割、タクシーで約 3 割まで減少しました。 

 その後も、感染拡大状況に合わせて、回復と減少を繰り返してきました。貸切バス事業の状況は

以前の３～4 割程度が続いており、乗合バス事業の赤字を貸切バス事業の黒字で内部補填してき

たバス事業者にとっては、苦しい経営状況が続いています。 

 また、事業者による感染防止対策として、検温などの徹底、消毒作業など新たな負担が生じてい

ます。 

 コロナ収束後も、在宅勤務の拡大などにより、輸送人員が以前まで戻らない懸念もあります。そ

のため、交通事業者への支援や利用促進策など、アフターコロナを見据えた対策が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
※ＪＲ、大手民鉄、地下鉄、名古屋臨海高速鉄道（あおなみ線）を

除く中部管内５県の中小民鉄等各社（22 社）。いずれも、各社実
績合計値を令和元年同月値と比較した割合。 

 
※中部地域の主要乗合バス事業者 24 社。いずれも、各社実績合計

値を令和元年同月値と比較した割合。 

 
※中部地域の主要タクシー事業者。いずれも、各社実績合計値を令

和元年同月値と比較した割合。 

 
※中部地域の主要貸切バス事業者 26 社。いずれも、各社実績合計
値を令和元年同月値と比較した割合。 

出典：国土交通省 中部運輸局交通政策部 令和３年 11 月 16 日定例記者懇談会 
   「中部地区交通事業者の令和２年以降の輸送実績について」より引用 

■中部地区交通事業者の輸送実績（令和２年及び令和３年） 
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ｂ．県、市町村の新型コロナウイルス感染症関連の支援策 

 コロナ禍の影響を受けた交通事業者に対し、県と市町村は、新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金を活用するなどして、感染防止対策、運行等に対して支援を行いました。今後

も、状況に応じて、支援を継続する必要があります。 
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治
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Ｍ
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Ｍ
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そ
の
他

新型コロナウイルス感染症感染防止対策事業支援金（地域公共交通等） ● かわべ応援商品券発行事業 ●

タクシー事業者キャッシュレス決済等推進事業費補助金 ● 事業継続追い風助成金 ●

乗合バス事業者に対する補助制度の拡充 ● がんばろう川辺商品券 ●

地方鉄道経営安定化支援事業費補助金 ● 飛沫感染防止ビニールシートの設置 ●

タクシー事業者キャッシュレス決済推進事業費補助金 ● 応援商品券事業 ●

広域バス路線運行維持奨励金 ● 応援商品券事業（第２弾） ●

バス・タクシー感染防止対策事業費補助金 ● 新型コロナウイルス感染症対策補助金 ●

自動車運転代行業感染防止対策事業費支援金 ● 消毒液及びマスクの支給 ●

タクシー事業者及び自動車運転代行事業者支援金 ● 白川町新型コロナウイルス感染症対策地域公共交通支援事業補助金 ●

地方鉄道感染防止対策等普及啓発事業費補助金 ● 飛沫感染防止ビニールシートの設置 ●

コミュニティバス事業 ● 飛沫感染防止ビニールシートの設置 ●

バス路線維持補助事業 ● みたけ元気振興券交付事業 ●

路線バス利用環境整備事業 ● 飛沫感染防止ビニールシートの設置 ●

羽島市 スーパープレミアム付商品券発行事業 ● 消毒液及びマスクの支給 ●

プレミアム付商品券事業 ● 市内路線バス運行継続緊急支援 ●

新型コロナウイルス感染症緊急対策市内定期バス運行維持補助事業 ● プレミアム付き商品券発行事業 ●

市内バス交通系ICカード利用環境整備事業補助金 ● 地方鉄道支援事業 ●

公共交通運行奨励金事業 ● 安全・安心準備経費への支援 ●

10カード片受入れを想定した運賃箱導入補助金交付事業 ● スーパープレミアム付商品券発行事業 ●

笠松町 定期バス運行維持費補助金 ● 売上減少事業者等支援事業（交通事業者も対象） ●

北方町 バス券購入費助成事業 ● 広告宣伝支援事業（交通事業者も対象） ●

西
濃

大野町 大野町定期路線乗合バス（都市間高速バス）回数券に対する助成事業 ● 高齢者公共交通利用支援事業 ●

乗合バス事業者に対する補助制度の拡充 ● 地方鉄道支援事業 ●

プレミアム付き商品券事業 ● 土岐市 公共交通事業者支援補助金 ●

プレミアム付商品券事業(第2弾) ● 産業団体等活性化策支援事業補助金 ● ●

地域内バス運行事業者支援 ● 産業団体等消費活性化策支援事業補助金 ●

路線バス運行事業者支援 ● プレミアム付き商品券事業（第1弾） ●

鉄道運行事業者支援 ● プレミアム付き商品券事業（第2弾） ●

コロナワクチン接種支援事業 ● プレミアム付き公共交通利用券の発行 ●

地方鉄道支援事業 ● バス・タクシーの利用促進事業（第1弾） ●

バス路線支援事業 ● バス・タクシーの利用促進事業（第2弾） ●

乗合バス事業者に対する補助制度の拡充 ● 新型コロナウイルス対応環境整備事業支援 ●

先得みのかも応援チケット発行事業 ● バス・タクシーなど需要回復が見込めない業種への支援 ●

長良川鉄道経営安定支援事業 ● バス旅応援事業 ●

いろいろ先得みのかも応援チケット事業 ● 公共サービス事業者に対する感染防止対策支援の強化 ●

可児市 飛沫感染防止ビニールシートの設置 ● 宿泊・交通事業者に対する固定費・車両費の支援 ●

観光事業者経営安定化補助金 ● 地域公共交通等の新型コロナウィルス感染症感染防止対策事業交付金 ●

高齢者タクシー等利用助成事業 ● 下呂市新型コロナウイルス対策公共交通事業者支援補助金 ●

緊急コロナ対策運行支援補助金 ● 21 41 1 16

富加町 長良川鉄道コロナ対策運行支援事業 ●

郡上市

下呂市

岐阜市

中津川市

中
濃

東
濃

山県市

瑞浪市

中
濃

事業数

川辺町

－ 岐阜県

岐
阜

関市

恵那市

飛
騨

高山市

美濃市

美濃加茂
市

飛騨市

八百津町

御嵩町

各務原市

多治見市

白川町

❶ コロナ禍による厳しい経営状況と感染防止対策など新たな負担の発生 

➋ アフターコロナを見据えた利用促進策が必要 

Check 

Point 

■県、市町村の新型コロナウイルス感染症関連の支援策 

 

 

 

出典：国土交通省メールマガジン 
   号外「地域公共交通の維持確保に向けた支援例まとめ 
   R3.11.15 時点」（2021.12） 
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３．公共交通の沿線施設の状況 

（１）高等学校及び特別支援学校 

❶高等学校、特別支援学校の立地状況 

 高等学校等の生徒の通学は、鉄道や路線バス・自主運行バス等によって支えられており、その維

持、利便性の向上が必要です。 

 また、利用促進においては、高等学校、特別支援学校と連携した取組みが望まれます。 
 

 

 

高等学校・特別支援学校 

大垣駅 

岐阜駅 

美濃太田駅 

多治見駅 

中津川駅 

高山駅 

下呂駅 

美濃松山駅 

揖斐駅 

樽見駅 

北濃駅 

恵那駅 

明智駅 
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❷アンケート調査 

 高等学校・特別支援学校に対して

行ったアンケート調査では、生徒

が「運行本数」に不満を感じてい

る学校の割合が高くなっていま

す。 

 今後、学校として協力できる利用

促進の取組みは、「学内での時刻

表・ポスターの掲出」や「啓発チ

ラシ配布」などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）アンケート送付先 

 

公共交通の改善に期待すること 

 

38%

10%

11%

10%

11%

23%

38%

11%

0% 10% 20% 30% 40%

授業の開始・終業に

合わせた運行本数の充実

部活動や通勤に利用する

ため早朝・夜間の運行

学校行事に合わせた

臨時運行

学校近くのバス停の設置

通学等に利用できる

路線の新設

運賃の見直し

特にない

その他

n=87件

授業の開始・終業に

合わせた運行本数の充実

部活動や通勤に利用する

ため早朝・夜間の運行

学校行事に合わせた

臨時運行

学校近くのバス停の設置

通学等に利用できる

路線の新設

運賃の見直し

特にない

その他

学校で現在実施している取組み 

 

9%

3%

1%

2%

10%

1%

3%

76%

3%

0% 20% 40% 60% 80%

学内での時刻表

・ポスター掲出

HR等での啓発

チラシの配布

公共交通に関する

授業

学校パンフレット、

HP等での周知

保護者に送迎を

控えるよう呼びかけ

教職員等への公共

交通利用の呼びかけ

バス停、バス待ち

環境等の設置

特に特別な取組み

は行っていない

その他

n=87件

学内での時刻表
・ポスター掲出

HR等での啓発
チラシの配布

公共交通に関する
授業

学校パンフレット、
HP等での周知

保護者に送迎を
控えるよう呼びかけ

教職員等への公共
交通利用の呼びかけ

バス停、バス待ち
環境等の設置

特に特別な取組み
は行っていない

その他

学校として今後協力できる取組み 

 

52%

38%

8%

11%

20%

9%

8%

16%

6%

0% 20% 40% 60% 80%

学内での時刻表

・ポスター掲出

HR等での啓発

チラシの配布

公共交通に関する

授業

学校パンフレット、

HP等での周知

保護者に送迎を

控えるよう呼びかけ

教職員等への公共

交通利用の呼びかけ

バス停、バス待ち

環境等の設置

協力できることはない

その他

n=87件

学内での時刻表
・ポスター掲出

HR等での啓発
チラシの配布

公共交通に関する
授業

学校パンフレット、
HP等での周知

保護者に送迎を
控えるよう呼びかけ

教職員等への公共
交通利用の呼びかけ

バス停、バス待ち
環境等の設置

協力できることはない

その他

通学する生徒の感じている公共交通への不満 

 

①鉄道 

 (n=59 件) 

②バス 

 (n=73 件) 

特支 岐阜盲、岐阜聾、長良特支、岐阜希望が丘特支、

岐阜本巣特支、岐阜清流高等特支、市立岐阜特支

高校 羽島

特支 羽島特支

高校 各務原、各務原西、岐阜各務野

特支 市立各務原特支

山県市 公立 高校 山県

公立 高校 本巣松陽

私立 高校 岐阜第一

岐南町 私立 高校 岐阜女子

笠松町 公立 高校 岐阜工業

北方町 公立 高校 岐阜農林

特支 大垣特支、西濃高等特支

私立 高校 大垣日本大学、清凌、西濃桃李

高校 海津明誠

特支 海津特支

養老町 公立 高校 大垣養老

垂井町 公立 高校 不破

高校 揖斐

特支 揖斐特支

池田町 公立 高校 池田

海津市
西

濃

羽島市 公立

公立

揖斐川町 公立

大垣北、大垣南、大垣東、大垣西、大垣商業、

大垣工業、大垣桜

高校公立大垣市

公立

岐

阜

本巣市

岐阜、岐阜北、長良、岐山、加納、羽島北、

岐阜総合学園、岐阜城北、岐阜商業、岐南工業、

華陽フロンティア、市立岐阜商業

高校

鴬谷、富田、済美、岐阜東、岐阜聖徳学園、

聖マリア女学院、城南、ぎふ国際、啓晴

高校私立

岐阜市

公立各務原市

高校 関有知、関、市立関商工

特支 関特支、中濃特支

美濃市 公立 高校 武義

高校 加茂、加茂農林

特支 可茂特支

私立 高校 美濃加茂

公立 高校 可児、可児工業

私立 高校 帝京大学可児

高校 郡上、郡上北

特支 郡上特支（大和・那比）

八百津町 公立 高校 八百津

御嵩町 公立 高校 東濃、東濃実業

公立 高校 多治見、多治見北、多治見工業

私立 高校 多治見西

中津川市 公立 高校 中津、中津商業、中津川工業、坂下、市立阿木

公立 高校 瑞浪

私立 高校 麗澤瑞浪、中京

高校 恵那、恵那農業、恵那南

特支 恵那特支

高校 土岐紅陵、土岐商業、東濃フロンティア

特支 東濃特支

高校 斐太、飛騨高山、高山工業

特支 飛騨特支、飛騨特支（高山日赤分校）

私立 高校 高山西

高校 吉城、飛騨神岡

特支 飛騨吉城特支

高校 益田清風

特支 下呂特支

多治見市

関市 公立

公立

公立郡上市

公立下呂市

飛騨市 公立

瑞浪市

公立高山市

公立恵那市

公立土岐市

東

濃

飛

騨

美濃加茂市

中

濃 可児市
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（２）医療機関 

❶医療機関の立地状況 

 交通手段を持たない方等の通院は、鉄道や路線バス・自主運行バス、タクシー等によって支えら

れており、その維持、利便性の向上が必要です。 

 また、利用促進においては、医療機関と連携した取組みが望まれます。 

 

 

 

医療機関 

大垣駅 

岐阜駅 

美濃太田駅 

多治見駅 

中津川駅 

高山駅 

下呂駅 

美濃松山駅 

揖斐駅 

樽見駅 

北濃駅 

恵那駅 

明智駅 
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❷アンケート調査 

 医療機関に対して行ったアンケ

ート調査では、通院者が「運行本

数」に不満を感じている病院の割

合が高くなっています。 

 今後、病院として協力できる利用

促進の取組みは、「病院内での時

刻表・ポスターの掲出」が 55％と

高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

（参考）アンケート送付先【病院施設一覧（令和３年 10 月１日現在）（県医療整備課）より】 

 

公共交通の改善に期待すること 

 

31%

19%

13%

4%

21%

10%

40%

10%

0% 20% 40%

病院の診療時間にあった

運行本数の充実

通勤に利用するため

早朝・夜間の運行

病院近くのバス停の

設置

駅、バス停、車両等

のバリアフリー化

通院時に 使いやすい

路線の新設

運賃の見直し

特にない

その他

n=48件

病院の診療時間にあった

運行本数の充実

通勤に利用するため

早朝・夜間の運行

病院近くのバス停の

設置

駅、バス停、車両等

のバリアフリー化

通院時に 使いやすい

路線の新設

運賃の見直し

特にない

その他

病院で現在実施している取組み 

 

46%

4%

4%

2%

15%

2%

0%

48%

4%

0% 20% 40% 60%

病院内での時刻表

・ポスター掲出

通院者に対する

啓発チラシの配布

院内放送等での

アナウンス

デマンド交通等の

予約サポート

バス停、バス待ち

環境等の設置

駅、バス停からの

バリアフリーの 徹底

職員への公共交通

利用の呼びかけ

特に特別な取組み

は行っていない

その他

n=48件

病院内での時刻表
・ポスター掲出

通院者に対する
啓発チラシの配布

院内放送等での
アナウンス

デマンド交通等の
予約サポート

バス停、バス待ち
環境等の設置

駅、バス停からの
バリアフリーの 徹底

職員への公共交通
利用の呼びかけ

特に特別な取組み
は行っていない

その他

病院として今後協力できる取組み 

 

54%

23%

2%

6%

17%

2%

8%

19%

6%

0% 20% 40% 60%

病院内での時刻表

・ポスター掲出

通院者に対する

啓発チラシの配布

院内放送等での

アナウンス

デマンド交通等の

予約サポート

バス停、バス待ち

環境等の設置

駅、バス停からの

バリアフリーの 徹底

職員への公共交通

利用の呼びかけ

協力できることは

ない

その他

n=48件

病院内での時刻表
・ポスター掲出

通院者に対する
啓発チラシの配布

院内放送等での
アナウンス

デマンド交通等の
予約サポート

バス停、バス待ち
環境等の設置

駅、バス停からの
バリアフリーの 徹底

職員への公共交通
利用の呼びかけ

協力できることは
ない

その他

通院者の感じている公共交通への不満 

 

①鉄道 

 (n=17 件) 

②バス 

 (n=44 件) 

羽島市 羽島市民病院

山県市 岐北厚生病院

笠松町 松波総合病院、愛生病院

海津市 海津市医師会病院、養南病院

養老町 西美濃厚生病院

垂井町 不破ノ関病院、博愛会病院

揖斐川町 揖斐厚生病院

池田町 新生病院

長良医療センター、岐阜大学医学部附属病院、県立希

望が丘こども医療福祉センター、県総合医療セン

ター、岐阜市民病院、岐阜赤十字病院、岐阜病院、千

手堂病院、近石病院、操レディスホスピタル、大橋整

形外科病院、安江病院、澤田病院、河村病院、操外科

病院、みどり病院、早徳病院、加納渡辺病院、山内ホ

スピタル、笠松病院、黒野病院、平野総合病院、岐阜

清流病院、山田病院、岐阜ハートセンター、岩砂病

院・岩砂マタニティ、柳津病院、岐阜南病院、朝日大

学病院、藤掛第一病院、関谷内科外科病院、城南病院

岐阜市

岐

阜

西

濃

自衛隊岐阜病院、東海中央病院、横山病院、各務原病

院、各務原リハビリテーション病院

各務原市

大垣市民病院、大垣病院、名和病院、馬渕病院、西濃

病院、大垣中央病院、大垣徳洲会病院、金森病院

大垣市

関市 中濃厚生病院、関中央病院

美濃市 美濃病院

美濃加茂市 中部国際医療センター、太田病院、のぞみの丘ホスピ

タル

可児市 可児とうのう病院、濃成病院、藤掛病院、東可児病院

郡上市 白鳥病院、郡上市民病院、八幡病院、鷲見病院、慈恵

中央病院

八百津町 伊佐治病院

白川町 白川病院

御嵩町 桃井病院

中津川市 中津川市民病院、城山病院

瑞浪市 東濃厚生病院、大湫病院、瑞浪病院

恵那市 市立恵那病院、上矢作病院

土岐市 高井病院、市立総合病院、聖十字病院

飛騨市 飛騨市民病院、古川病院

下呂市 県立下呂温泉病院、金山病院、南ひだせせらぎ病院

中

濃

東

濃

県立多治見病院、多治見市民病院、サニーサイドホス

ピタル、タジミ第一病院

多治見市

高山赤十字病院、高山厚生病院、久美愛厚生病院、須

田病院

高山市

飛

騨
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（３）商業施設 

❶大規模商業施設の立地状況 

 交通手段を持たない方等の買い物は、鉄道や路線バス・自主運行バス等によって支えられてお

り、その維持、利便性の向上が必要です。 

 また、利用促進においては、商業施設と連携した取組みが望まれます。 

 

 

 

商業施設 

大垣駅 

岐阜駅 

美濃太田駅 
多治見駅 

中津川駅 

高山駅 

下呂駅 

美濃松山駅 

揖斐駅 

樽見駅 

北濃駅 

恵那駅 

明智駅 
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❷アンケート調査 

 商業施設に対して行ったアンケ

ート調査では、顧客が「運行本数」

に不満を感じている店舗の割合

は高くありません。 

 今後、店舗等として協力できる利

用促進の取組みは、「店舗内での

時刻表・ポスターの掲出」が 47％

と高くなっています。 

 
公共交通の改善に期待すること 

 

29%

24%

6%

0%

0%

12%

41%

6%

0% 20% 40%

店舗の営業時間にあ

った運行本数の充実

通勤に利用するため

の早朝・夜間の運行

店舗イベント等に

応じた臨時 運行

店舗近くのバス停の

設置

顧客が使いやすい

路線の新設

運賃の見直し

特にない

その他

n=17件

店舗の営業時間にあった

運行本数の充実

通勤に利用するため

の早朝・夜間の運行

店舗イベント等に

応じた臨時 運行

店舗近くのバス停の

設置

顧客が使いやすい

路線の新設

運賃の見直し

特にない

その他

店舗等で現在実施している取組み 

 

18%

6%

0%

0%

12%

0%

0%

6%

71%

6%

0% 20% 40% 60% 80%

店舗内での時刻表

・ポスター掲出
顧客に対する啓発

チラシの配布
店舗内放送等での

アナウンス
公共交通に関する

イベント等での連携
公共交通利用者へ

の優待サービス
デマンド交通等の

予約サポート
店員への公共交通

利用の呼びかけ
バス停、バス待ち

環境等の設置
特に特別な取組み

は行っていない

その他

n=17件

店舗内での時刻表
・ポスター掲出

顧客に対する啓発
チラシの配布

店舗内放送等での
アナウンス

公共交通に関する
イベント等での連携

公共交通利用者へ
の優待サービス

デマンド交通等の
予約サポート

店員への公共交通
利用の呼びかけ

バス停、バス待ち
環境等の設置

特に特別な取組み
は行っていない

その他

店舗等として今後協力できる取組み 

 

47%

18%

6%

12%

12%

0%

6%

6%

24%

0%

0% 20% 40% 60% 80%

店舗内での時刻表

・ポスター掲出
顧客に対する啓発

チラシの配布
店舗内放送等での

アナウンス
公共交通に関する

イベント等での連携
公共交通利用者へ

の優待サービス
デマンド交通等の

予約サポート
店員への公共交通

利用の呼びかけ
バス停、バス待ち

環境等の設置
協力できることは

ない

その他

n=17件

店舗内での時刻表
・ポスター掲出

顧客に対する啓発
チラシの配布

店舗内放送等での
アナウンス

公共交通に関する
イベント等での連携

公共交通利用者へ
の優待サービス

デマンド交通等の
予約サポート

店員への公共交通
利用の呼びかけ

バス停、バス待ち
環境等の設置

協力できることは
ない

その他

（参考）アンケート送付先 

【県内の大規模小売店舗立地法届出状況（商業・金融課）店舗面積 2,000 ㎡以上の日用品、生鮮品を扱う施設（令和 3 年 5 月末時点）】 

 

来店する顧客の感じている公共交通への不満 

 

①鉄道 

 (n=5 件) 

②バス 

 (n=16 件) 

関市 スーパーセンターオークワ関笠屋店、ベイシア関店、

ゲンキー関稲口店、ゲンキー関広見店、ゲンキー関下

有知店、ゲンキー関東新店

美濃市 スーパーセンターオークワ美濃インター店

坂祝町 スーパーセンターオークワ岐阜坂祝店

富加町 バロー富加店、ゲンキー富加店

御嵩町 アピタ御嵩店

多治見市 ゲンキー多治見店、オオマツフード光ヶ丘店

中津川市 スーパーセンターオークワ中津川店、バロー中津川東

店、スーパーマーケットバロー坂本店

土岐市 テラスゲート土岐、ラ・ムー土岐店・ゲンキー定林寺

店、ゲンキー土岐肥田店

スーパーマーケットバロー恵那店、バローフジヤホー

ムセンター岩村店、バロー岩村店、明智ショッピング

センタージョイ

恵那市

スーパーセンターシマヤラクール飛騨高山店、ゲン

キー高山国府店、ゲンキー高山三福寺店

高山市飛

騨

東

濃

美濃加茂市 ゲンキー美濃太田店、ゲンキー美濃加茂店、バロー川

合店

スーパーセンターオークワ可児御嵩インター店、スー

パーセンターオークワ可児坂戸店、ドン・キホーテＵ

ＮＹ可児店、ゲンキー可児店、トップワン可児店

可児市

瑞浪市 バロー瑞浪中央店、スーパーセンターオークワ瑞浪

店、ゲンキー瑞浪店、ゲンキー瑞浪稲津店

中

濃

スーパーマーケットバロー八幡店、ゲンキー郡上八幡

店、ゲンキー郡上白鳥店

郡上市

岐阜市 オーキッド・パーク、バロー市橋店、忠節フランテ

館、スーパー三心芥見店、スーパーマーケットバロー

三輪店、バロー鏡島店

山県市 ザ・ビッグエクストラ山県店

岐南町 トミダヤ岐南店、マックスバリュ岐南店

北方町 カネスエ北方店、クスリのアオキ北方中央店

海津市 ゲンキー海津店

養老町 スーパーマーケットバロー養老店、オークワスーパー

センター養老瑞穂店、ゲンキー養老店

垂井町 ヨシヅヤスーパーセンター垂井、スーパーマーケット

バロー垂井店、マックスバリュ垂井店

神戸町 ゲンキー神戸店

安八町 スーパーセンタートライアル安八店

揖斐川町 スーパーマーケットバロー揖斐川店

大野町 ゲンキー岐阜大野店

池田町 バロー池田店、ゲンキー池田店

岐

阜

西

濃

イオンモール大垣、イオンタウン大垣店、アクア

ウォーク大垣、スーパーマーケットバロー 大垣南

店、ラ・ムー大垣店、スーパーマーケットバロー大垣

東店、スーパーマーケットバロー赤坂店

大垣市

SUPER CENTER PLANT-6、マックスバリュ穂積店、

バロー穂積西店

瑞穂市

モレラ岐阜、バロー本巣文殊店、LCワールド本巣、

ゲンキー本巣小柿店

本巣市

イオンモール各務原、スーパーマーケットバロー各務

原中央店、スーパー三心蘇原店、ピアゴ各務原店、

マックスバリュ各務原那加店、スーパー三心那加店

各務原市

スーパーマーケットバロー羽島インター店、コストコ

ホールセール岐阜羽島倉庫店

羽島市
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（４）観光施設 

❶観光施設の立地状況 

 観光客にとって、鉄道や路線バス・自主運行バス、タクシー等は、観光地への重要なアクセス手

段であり、また、公共交通機関そのものが観光資源となっており、その維持、利便性の向上が必

要です。 

 また、利用促進においては、観光施設と連携した取組みが望まれます。 

 

 

観光施設 

大垣駅 

岐阜駅 

美濃太田駅 

多治見駅 

中津川駅 

高山駅 

下呂駅 

美濃松山駅 

揖斐駅 

樽見駅 

北濃駅 

恵那駅 

明智駅 
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❷アンケート調査 

 観光施設に対して行ったアンケ

ート調査では、観光客が「運行本

数」に不満を感じている施設の割

合が高くなっています。 

 今後、観光施設として協力できる

利用促進の取組みは、「施設内で

の時刻表・ポスターの掲出」が

44％と高くなっています。 

（参考）アンケート送付先【令和元年岐阜県観光入込客統計調査において入込客数 年間 20 万人以上の施設 道の駅は全施設】 

 

公共交通の改善に期待すること 

 

16%

2%

10%

8%

15%

5%

3%

2%

13%

56%

7%

0% 20% 40% 60%

観光施設の営業時間に

あった運行本数の充実

通勤に利用するため

早朝・夜間の運行

イベント等に応じた

臨時運行

観光施設近くのバス

停の設置

観光客が使いやすい

路線の新設

キャッシュレス決済

への対応

インバウンドへの対応

運賃の見直し

観光施設と連携した

企画乗車券等の導入

特にない

その他

n=61件

観光施設の営業時間に

あった運行本数の充実

通勤に利用するため

早朝・夜間の運行

イベント等に応じた

臨時運行

観光施設近くのバス

停の設置

観光客が使いやすい

路線の新設

キャッシュレス決済

への対応

インバウンドへの対応

運賃の見直し

観光施設と連携した

企画乗車券等の導入

特にない

その他

観光施設で現在実施している取組み 

 

20%

7%

3%

7%

10%

0%

5%

7%

0%

66%

7%

0% 20% 40% 60% 80%

施設内での時刻表

・ポスター掲出

観光客に対する

啓発チラシの配布

施設内放送等での

アナウ ンス

公共交通に関する

イベント等での連携

公共交通利用者への

優待サービス

職員への公共交通

利用の呼びかけ

バス停、バス待ち

環境等の設置

公共交通機関と組み合

わせた企画切符の販売

観光 MaaS 等の

新たな取組みへの協力

特に特別な取組みは

行っていない

その他

n=61件

施設内での時刻表

・ポスター掲出

観光客に対する

啓発チラシの配布

施設内放送等での

アナウ ンス

公共交通に関する

イベント等での連携

公共交通利用者への

優待サービス

職員への公共交通

利用の呼びかけ

バス停、バス待ち

環境等の設置

公共交通機関と組み合

わせた企画切符の販売

観光 MaaS 等の

新たな取組みへの協力

特に特別な取組みは

行っていない

その他

観光施設として今後協力できる取組み 

 

44%

20%

7%

20%

11%

3%

10%

18%

11%

30%

5%

0% 20% 40% 60% 80%

施設内での時刻表

・ポスター掲出

観光客に対する

啓発チラシの配布

施設内放送等での

アナウ ンス

公共交通に関する

イベント等での連携

公共交通利用者への

優待サービス

職員への公共交通

利用の呼びかけ

バス停、バス待ち

環境等の設置

公共交通機関と組み合

わせた企画切符の販売

観光 MaaS 等の

新たな取組みへの協力

協力できることはない

その他

n=61件

施設内での時刻表

・ポスター掲出

観光客に対する

啓発チラシの配布

施設内放送等での

アナウ ンス

公共交通に関する

イベント等での連携

公共交通利用者への

優待サービス

職員への公共交通

利用の呼びかけ

バス停、バス待ち

環境等の設置

公共交通機関と組み合

わせた企画切符の販売

観光 MaaS 等の

新たな取組みへの協力

協力できることはない

その他

❶ 各施設の公共交通への期待や不満等を踏まえた利便性向上、連携した利用 

 促進が必要 

 

Check 
Point 

観光客の感じている公共交通への不満 

 

①鉄道 

 (n=16 件) 

②バス 

 (n=37 件) 

関市 百年公園、道の駅「平成」、西の屋別館　武芸川温泉、道の駅「む

げ川」

美濃市 道の駅「美濃にわか茶屋」

美濃加茂市 ぎふ清流里山公園

可児市 湯の華アイランド、ぎふワールド・ローズガーデン、ＪＡめぐみの

とれったひろば、天然温泉三峰、道の駅「可児ッテ　CANITTE」

富加町 道の駅「 半布里の郷 とみか」

白川町 道の駅「美濃白川」

多治見市 セラミックパークMINO

瑞浪市 瑞浪市農産物等直売所きなぁた瑞浪

恵那市 道の駅「そばの郷らっせぃみさと」、道の駅「おばあちゃん市・山

岡」、恵那峡、日本大正村、

道の駅「上矢作ラ・フォーレ福寿の里」

馬籠宿、道の駅「賤母」、道の駅「花街道付知」、岐阜中津川ちこ

り村、道の駅「加子母」、くりくりの里、駅前観光案内所にぎわい

特産館、道の駅「きりら坂下」、道の駅「五木のやかた・かわう

え」

中津川市

道の駅「明宝」、道の駅「古今伝授の里やまと」、郡上八幡、道の

駅「美並」、高鷲スノーパーク、牧歌の里、清流長良川あゆパー

ク、鷲ケ岳スキー場、道の駅「清流の里しろとり」、道の駅「和

良」、道の駅「白山文化の里長滝」、道の駅「白尾ふれあいパー

ク」、道の駅「大日岳」

郡上市
中

濃

土岐市 土岐プレミアム・アウトレット、道の駅「志野・織部」、道の駅

「どんぶり会館」、土岐よりみち温泉、バーデンパークＳＯＧＩ

東

濃

岐阜市 伊奈波神社、岐阜メモリアルセンター、岐阜公園、岐阜ファミリーパー

ク、長良公園、岐阜城、長良川温泉

本巣市 道の駅「織部の里もとす」、淡墨桜、道の駅「うすずみ桜の里ねお」

大垣市 奥の細道むすびの地記念館

海津市 千代保稲荷神社、千本松原・国営木曽三川公園、道の駅「クレール平

田」、道の駅「月見の里南濃」

養老町 養老公園

垂井町 南宮大社

関ケ原町 sekigahara花伊吹、伊吹山ドライブウェイ

安八町 安八温泉保養センター

大野町 道の駅「パレットピアおおの」

池田町 道の駅「池田温泉」、池田温泉新館、池田温泉本館

飛騨市 飛騨古川（古い町並み）、道の駅「宙ドーム」、道の駅「アルプ飛騨古

川」

下呂市 下呂温泉、下呂温泉合掌村、道の駅「南飛騨小坂はなもも」

白川村 白川郷合掌造り集落、道の駅「白川郷」、道の駅「飛騨白山」

岐

阜

飛

騨

西

濃

高山市街地エリア、奥飛騨温泉郷、新穂高ロープウェイ、道の駅「なな

もり清見」、特選館あじか、道の駅「飛騨街道なぎさ」、道の駅「奥飛

騨温泉郷上宝」、道の駅「桜の郷荘川」、道の駅「パスカル清見」、道

の駅「モンデウス飛騨位山」、道の駅「ひだ朝日村」、道の駅「飛騨た

かね工房」

高山市

河川環境楽園、世界淡水魚園水族館アクア・トト ぎふ、岐阜かかみがは

ら航空宇宙博物館、国営木曽三川公園かさだ広場各務原アウトドア

フィールド

各務原市

谷汲山華厳寺、道の駅「星のふる里ふじはし」、道の駅「夜叉ヶ池の里

さかうち」、道の駅「夢さんさん谷汲」

揖斐川町
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４．現状と課題の整理 

（１）現状と課題の整理 

 「１．岐阜県の地域特性」、「２．公共交通の現状等」「３．公共交通の沿線施設の状況」で整理

した Check Point（現状と課題）をまとめると、下表のとおりです。これらを【広域交通】、【地

域内交通】、【活性化（効率化、利便性の向上、利用促進等）】の３つの視点で整理します。 

 

広域

交通

地域内

交通
活性化

❶ 県をまたぐ公共交通ネットワークの維持・確保 ◎

❷ 地域公共交通の災害対策の強化 〇 〇

❶ 生産年齢人口の減少に伴う利用者（通勤・通学）の減少 〇 〇 〇

❷ 高齢化・過疎化が進む地域での移動手段の維持・確保 〇 ◎ 〇

（３）移動特性 ❶ 通勤・通学を支える県・市町村間をまたぐ広域交通の維持・確保 ◎ 〇 〇

（４）自家用乗用車の利用状況 ❶ 自家用乗用車より環境負荷が低い公共交通への転換促進 〇 〇 ◎

（５）高齢運転者の状況 ❶ 運転免許を返納した高齢者の移動手段の維持・確保 〇 〇 〇

（６）県内観光の状況 ❶ 国内外からの観光客に利用される魅力と利便性のある公共交通の充実 〇 〇 ◎

（1）地域公共交通の状況
❶ 民間事業者による地域公共交通の運行は地域差が大きく、市町村の自主運行バス等により

　　移動手段を補っている状況
〇 〇

(2)リニア中央新幹線 ❶ リニア中央新幹線の開業効果を県内全域に最大限波及させるための二次交通の充実が必要 ◎ 〇

❶ 通勤・通学等の広域移動を支えるJR東海、名鉄の利用促進 ◎ ○

❷ 厳しい状況が続く地方鉄道の維持・確保 ◎

❸ 老朽化が進む地方鉄道の安全確保対策の継続 ◎

❹ 観光客など新たな利用者獲得のため、地方鉄道の利用促進策の継続 ◎ ○

（4）高速バス ❶ 通勤・通学や観光に利用される高速バスの利用促進 ○ ◎

❶ 厳しい状況が続く広域バスの維持・確保 ◎ 〇

❷ 路線バスの運行に必要な運転手の確保 ◎ 〇

❸ 運転手不足や利用者減少を原因とする路線バスの廃止 ◎ ○

❹ 広域バスに関する県の調整機能への期待 ◎

（６）タクシー ❶ 多様な個別移動への対応、自主運行バスの担い手など重要な役割を果たすタクシー事業者 〇 〇 ○

❶ 地域の交通をデザインする市町村地域公共交通計画の策定が必要 〇 ◎ 〇

❷ 自主運行バス等は各地域に適した運行形態とすることが重要 〇 ◎

❸ 自主運行バスの収支率悪化と市町村の財政負担増 ◎

❹ 関係者が連携した地域公共交通の利用促進の取組みが必要 ◎

❺ 専任担当者がいないなど体制が不十分な市町村への支援が必要 ◎

❻ 県に対する他市町村との調整や情報提供への期待 ◎ ◎ 〇

（８）交通結節点の状況 ❶ 交通結節点における乗継環境の改善が必要 ◎ 〇

❶ 公共交通の効率化、利便性向上に資する新モビリティサービスの活用が必要 〇 ◎

❷ MaaSの推進には関係者の連携・協力が重要 〇 〇 ◎

❶ １日当たりの平均利用者数が３千人以上の鉄道駅のバリアフリー化はほぼ全駅で完了済み 〇 ◎

❷ バス、タクシーのバリアフリー化は今後も継続して取組むことが必要 〇 〇 ◎

❶ コロナ禍による厳しい経営状況と感染防止対策など新たな負担の発生 〇 〇 ◎

❷ アフターコロナを見据えた利用促進策が必要 〇 〇 ◎

❶ 各施設の公共交通への期待や不満等を踏まえた利便性向上、連携した利用促進が必要 ○ 〇 ◎

対応する交通課題

分析項目 CheckPoint　現状と課題

(９)新技術の導入状況

（７）市町村における地域公共

　　交通施策の現状

１

．

岐

阜

県

の

地

域

特

性

（１）地勢・地理

（２）人口動態

（５）路線バス

（１０）バリアフリー化の状況

（1１）新型コロナウイルス

　　　 感染症の影響

（3）鉄道

２

．

公

共

交

通

の

現

状

等

３．公共交通の沿線施設の状況
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（２）３つの視点からの課題整理 

 前頁の整理を基に、Ⅰ１．で整理した上位関連計画との整合性を踏まえて、本県の地域公共交通

が抱える課題として、以下のとおり整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

【
課
題
】
を
解
決
す
る
た
め
の
基
本
方
針
を
位
置
づ
け
、
施
策
を
展
開 

【広域交通】の視点 

 県民や観光客の移動範囲は、県、

市町村間を超えて広域に発生し、

鉄道や広域バスが重要な役割を果

たしています。 

 一方、少子高齢化やコロナ禍によ

る利用減少と、それに伴う経営状

況の悪化、運転手不足など、広域

交通の維持には課題もあり、行政

と交通事業者が連携して取り組む

ことが必要です。 

■特に対応が求められる主な課題 

 
○広域的な移動を支える地方鉄道を維持・確保していくこと 

○市町村をまたぐ移動を支える広域バスを維持・確保してい

くこと 

○交通結節点における広域交通と地域内交通の乗継環境を 

改善していくこと 

【地域内交通】の視点 

■特に対応が求められる主な課題 

 

○あらゆる輸送資源を活用し、地域の実情に応じた地域内交

通の維持・確保していくこと 

○各市町村が地域公共交通計画の策定や地域内交通の導入・

維持運営ができるよう体制を整えていくこと 

 過疎化が進む地域を中心に、民間

事業者による地域公共交通が廃止

となり、地域内交通を自主運行バ

ス等が担っています。 

 行政による財政負担が増加する中

で、地域の実情に応じた、地域に

とって最適な公共交通のあり方を

検討することが必要です。 

【活性化】の視点 

■特に対応が求められる主な課題 

 
○新モビリティサービス等の活用やバリアフリー化の促進に

より、効率化・利便性の向上を図っていくこと 

○新型コロナウイルス感染症対策を継続していくこと 

○アフターコロナを見据えながら、県民等に公共交通利用を

働きかけていくこと 

 公共交通機関は、コロナ禍の影響

を大きく受け、今後も以前の状態

には戻らない可能性があります。 

 新たな日常の中で、新たな技術も

積極的に活用しながら、関係者が

連携して、活性化を図ることが必

要です。 
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Ⅲ 基本方針・計画目標・施策 
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１．基本方針と計画目標等 

（１）基本方針 

 岐阜県では、地域公共交通（地域をつなぐ広域交通、暮らしを支える地域内交通）の維持・活性

化による「誰もが暮らしやすい地域」の実現を目指します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地域間の移動は、鉄道や広域バス等の「広域交通」により支えます。 

・地域内の移動は、自主運行バス等の「地域内交通」により支えます。 

・社会情勢の変化や広域幹線道路等（※）の交通インフラ 

整備に伴う需要の変化に合わせて、適切な地域公 

共交通ネットワークを検討していきます。 

 （※）東海環状自動車道、中部縦貫自動車道 

   濃飛横断自動車道等 

地域公共交通の維持・活性化による 
「誰もが暮らしやすい地域」の実現 

基本
方針 

・リニア中央新幹線の開業を見据え、東濃地域と 

他地域を結ぶ「南北軸」「東西軸」の強化と東濃 

地域内の地域公共交通の充実を目指します。 

区分 公共交通機関 

広域 

交通 

JR 東海、名鉄 

地方鉄道 

高速バス 

市町村をまたぐ路線バス※1（広域バス）※2 

地域内 

交通 

市町村内で完結する路線バス 

市町村自主運行バス等※3 

タクシー※4 

※1 民間事業として運営するバス 
※2 市町村（H13.3.31 時点）をまたぐ自主運行バスの 
   一部を含む。 

※3 市町村や地域が主体となり運営するバス 
※4 タクシーは広域交通も支える。 
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（２）計画目標 

 基本方針に即し、３つの視点（広域交通、地域内交通、活性化）から計画目標を設定し、施策を

展開していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策 計画目標 視点 

計
画
目
標
の
実
現
に
向
け
て
、
行
政
・
交
通
事
業
者
・
関
係
者
が
連
携
し
て
施
策
を
展
開
し
て
い
き
ま
す
。 

行
政 

国 

県 

市
町
村 

県
協
議
会 

関
係
者 

交
通
事
業
者 

そ
の
他
民
間 

暮らしを支える「地域内交通」の維持・確保 

（２） 自主運行バス等の維持・確保 

（１） 市町村地域公共交通計画の策定 

地域内 
交通 

❶ 地域公共交通計画策定 

❷ 輸送資源の総動員による 
  移動手段の確保 

❶ 運行、担い手の育成・確保 

地域公共交通の「活性化」 （効率化、利便性向上、利用促進等） 

（１） 新モビリティサービス等を 

    活用したＤＸの促進 

活性化 

※DX：デジタルトランスフォーメーション 

（４） 県民等への利用促進啓発 

 

❶ 利用促進啓発 

(３) ❶ 感染症対策 

 

(2) バリアフリー化の促進 
❶ 鉄道 

❷ バス 

❸ タクシー 

❶ 自動運転 

❷ ＡＩオンデマンド交通 

❸ ＧＴＦＳ、  
  キャッシュレス決済

❹ ＭａａＳ 

❺ 事業者業務のＤＸ化 

地域を 
つなぐ 

暮らしを 
支える 

利用を 
高める 

地域をつなぐ「広域交通」の維持・確保 

❶ 運行・経営安定化 

❷ 安全確保 

❸ 災害対応 

（２） 地方鉄道の維持・確保 

❶ 運行 

❷ 新設・再編・効率化 

❸ 廃止対応 
（３） 広域バスの維持・確保 

（４） 運転手の確保  

❶ 乗継環境の改善 

❷ リニア駅からの円滑な乗継・ 
移動の検討 

（5） 交通結節点における 

    乗継円滑化 

 

（１） ＪＲ東海・名鉄の利用促進 ❶ 利便性の向上等 

広域 
交通 

❶ 運転手等の育成・確保 （4） 運転手等の人材確保 
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（３）地域公共交通を支える関係者の役割 

 国、県、市町村、交通事業者、沿線施設、県民・来訪者は、基本方針である『地域公共交通の維

持・活性化による「誰もが暮らしやすい地域」の実現』に向けて、それぞれの役割を果たしつつ、

相互に連携を図りながら協力していく必要があります。 

 本計画に掲げる施策においての役割分担は下図イメージのとおりとし、取組主体ごとの施策の

内容を整理します。 
 

■関係者の役割分担イメージ（概念図） 



 

85 

 

（４）本計画の推進により達成を目指す SDGs 

 平成 27 年 9 月に、国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（SDGｓ）」では、持続可

能な社会を実現するための 17 の目標が定められました。そのうち、下表の目標が、地域公共交

通に関連します。 

 特に「11.住み続けられるまちづくりを」では、都市と人間の居住地を包摂的、安全、強靭かつ

持続可能にするため、全ての人々に、安全かつ安価で容易に利用できる、持続可能な地域公共交

通を提供することについて、ターゲットが設定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 考え方 目標 考え方 

 ■貧困をなくそう 

あらゆる場所あらゆる形態の貧困を

終わらせる 

 ■すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健康

的な生活を確保し、福祉を促進する 

 ■働きがいも経済成長も 

包摂的かつ持続可能な経済成長及び

すべての人々の完全かつ生産的雇用

と働きがいのある人間らしい雇用（デ

ィーセント・ワーク）を促進する 

 ■産業と技術革新の基盤をつくろう 

強靭（レジリエント）なインフラ構築、

包摂的かつ持続可能な産業化の促進

及びイノベーションの推進を図る 

 

 

■住み続けられるまちづくりを 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエン

ト）で持続可能な都市および人間居住

を実現する 

 ■気候変動に具体的な対策を 

気候変動及びその影響を軽減するた

めの緊急対策を講じる 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals） 

持続可能な開発目標の略称。 

17 のゴール・169 のターゲットか

ら構成され、地球上の「誰一人取

り残さない」ことを誓っている。 
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地域をつなぐ「広域交通」の維持・確保 広域 
交通 

 

２．施策 

 
 

 

 

 

 本県と県外との間の移動や県内市町村間の移動を支える鉄道と広域バス等を、地域をつなぐ「広

域交通」と位置付けます。 

 県民等の活動を支える重要な交通手段であり、コロナ禍による社会状況の変化を踏まえつつ、

国、県、市町村、交通事業者が連携して、維持・確保を図ります。 
 

 

広域交通 地域をつなぐ「広域交通」の維持・確保 

（１）JR 東海、名鉄の利用促進 

❶利便性の向上等 

 JR 東海と名鉄は、本県の公共交通ネットワークの主要な骨格として、県民等の活動を支える重

要な交通手段です。 

 鉄道事業者は、運行を継続するとともに、利便性の向上や安全性の確保などを図ります。 

 県と沿線市町村は、関係団体を通じて、JR 東海や名鉄に対する要望を行うほか、利用促進に向

けた取組みを行います。 
 

 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 指導・助言       

県 関係団体を通じた要望、利用促進       

市町村 関係団体を通じた要望、利用促進       

交通 

事業者 
鉄道事業者 継続的な運行、利便性の向上等       

関係者 

岐阜県鉄道問題研究会 要望活動       

新幹線岐阜羽島駅「のぞみ号・ 

ひかり号」停車促進協議会 
要望活動       

東海環状鉄道整備促進協議会 要望活動       

高山本線強化促進同盟会 要望活動、利用促進策の実施       

関係者 県協議会 情報共有、協議       

 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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（２）地方鉄道の維持・確保 

❶運行・経営安定化 

 地方鉄道は、JR 東海や名鉄とともに、本県の公共交通ネットワークの骨格として、県民等の活

動を支える重要な交通手段です。 

 鉄道事業者は、運行を継続するとともに、利便性の向上を図ります。また、コロナ禍における新

たな日常を見据えて、事業者自らが沿線市町と将来像を共有しつつ、経営基盤の安定化に資する

様々な事業運営を模索し、充実を図ります。 

 行政は、地方鉄道の維持・確保のため、支援等を継続します。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 指導・助言       

県 財政的支援（補助①）、助言       

市町村 財政的支援、助言       

交通 

事業者 
鉄道事業者 継続的な運行、利便性の向上、経営効率化       

関係者 県協議会 情報共有、協議       

 

❷安全確保 

 老朽化が進む地方鉄道において、事故を未然に防ぐための安全確保対策は重要です。 

 鉄道事業者は、適切な設備投資・維持修繕、各種点検を行うとともに、保守業務を行う人材の育

成を図ります。 

 行政は、地方鉄道の安全確保のため、支援等を継続します。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 財政的支援、指導・助言       

県 財政的支援（補助②、③、④）       

市町村 財政的支援       

交通 

事業者 
鉄道事業者 

鉄道施設の設備投資・維持修繕、各種点検、人材育成、 

経営効率化 
      

関係者 県協議会 生活交通確保維持改善計画の策定・変更、情報共有、協議       

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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❸災害対応 

 鉄道事業者は、災害発生時には、行政と迅速かつ適切に情報共有を図るとともに、速やかに復旧

事業（代替手段の確保を含む。）を行います。 

 行政は、災害を受けた鉄道の速やかな復旧を図るため、支援等を継続します。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 財政的支援、指導・助言       

県 財政的支援（補助⑤、⑥）       

市町村 財政的支援       

交通 

事業者 
鉄道事業者 行政との情報共有、速やかな復旧事業の実施       

関係者 県協議会 情報共有、協議       

 

参考 県補助制度の一覧 
 

 事業名・補助対象事業 

補助率 
（国、市町村は該当する補助金） 

補助 

対象 

事業者 国 県 市町村 

❶運行・ 

 経営 

 安定化 

① 地方鉄道経営安定化支援事業費補助金 

－ 4/5 － 
事
業
者 

新たな日常を見据えた経営基盤の安定化に対する補助 

（物販拡充、企画列車開発、デジタル技術導入、感染防止対策など） 

❷安全 

 確保 

② 鉄道輸送高度化事業費補助金 

1/3 1/6 1/6 
事
業
者 

安全輸送設備等整備事業に対する補助 

（信号保安設備、防護設備など） 

③ 鉄道施設老朽化対策事業費補助金 

1/3 2/9 2/9 
事
業
者 

重要インフラの安全性向上のため、計画的に実施する老朽

化対策事業に対する補助（トンネル改修、橋梁改修など） 

④ 鉄道施設維持修繕事業費補助金 

－ 
2/5 

(9/20※) 

2/5 

(9/20※) 

事
業
者 

安全運行の確保に要する鉄道設備の維持修繕事業に対する

補助（線路設備、電路設備、車両修繕に要する経費） 

※一定の経営努力が認められた場合の補助率 

❸災害 

 対応 

⑤ 第三セクター鉄道災害復旧事業費補助金 
1/2 1/4 － 

事
業
者 災害復旧事業に対する補助 

⑥ 地域鉄道災害対策事業費補助金 
－ 1/4 － 

事
業
者 ⑤に同じ（⑤の対象とならない事業を支援） 

継続実施 

継続実施 

必要に応じて支援 

継続実施 

継続実施 
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（３）広域バスの維持・確保 

❶運行 

 複数の市町村（H13.3.31 時点）をまたぐ広域バスは、地域をつなぐ公共交通ネットワークとし

て、県民等の活動を支える重要な交通手段です。 

 バス事業者は、運行を継続するとともに、利便性向上や安全運行に努めます。 

 国は、広域バスの維持・確保のため、地域公共交通確保維持事業に基づき、地域間幹線系統の運

行費やバス車両の更新に対する支援を継続します。 

 県は、国の補助制度に協調した支援に加えて、国の補助対象とならない広域バスを維持・確保す

るために、運行費に対する支援を継続します。 

 市町村は、地域における広域バスの必要性を検討し、重要な路線と位置付けられるものについて

は、財政的支援や利用促進等を行います。 

 県協議会は、国庫補助金の交付を受けるため、策定した地域公共交通計画に要綱で求められた事

項を添えて、国土交通大臣に認定申請を行います。県の補助対象系統については、毎年度、沿線

市町村に輸送実績などを情報共有し、必要に応じて、関係者間の協議を行うための体制を整備し

ます。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 財政的支援、指導・助言       

県 財政的支援（補助①、②、③、④）、助言       

市町村 財政的支援、利用促進等       

交通 

事業者 
バス事業者 継続的な運行、利便性向上、安全運行       

関係者 県協議会 認定申請、協議体制の整備、情報共有、協議       

参考 県補助制度の一覧 
 

 事業名・補助対象事業 
補助率 

（国、市町村は該当する補助金） 
補助 

対象 
事業者 国 県 市町村 

❶

運

行 

地
域
間
幹
線
系
統
（
※
１
） 

① バス運行対策費補助金 
 （広域バス路線支援事業費補助金－地域間幹線系統） 

1/2 7/20 ※２ 
事
業
者 地域間幹線系統の運行に係る欠損額に対する補助 

（利便増進計画に位置付けられた系統については特例制度あり） 

準
地
域
間
幹
線
・
連
絡
系
統
（
※
１
） 

② バス運行対策費補助金 
 （広域バス路線支援事業費補助金－準地域間幹線系統） 

－ 7/20 ※２ 
事
業
者 準地域間幹線系統の運行に係る欠損額に対する補助 

③ バス運行対策費補助金 
 （広域バス路線支援事業費補助金－連絡系統） 

－ 1/3 ※２ 
事
業
者 連絡系統の運行に係る欠損額に対する補助 

車
両 

④ バス運行対策費補助金（車両減価償却費等補助金） 
1/2 1/2 － 

事
業
者 

導入車両の減価償却費等に対する補助 

（利便増進計画に位置付けられた系統の運行に用いる車両については特例措置あり） 

                ※１ 系統の定義は、44 ページ参照  ※２ 市町村は、必要に応じて補助  

継続実施 

必要に応じて支援 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

 
計画 

策定 
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❷新設・再編・効率化 

 バス事業者は、利便性向上や運行持続性確保のため、需要に合わせた路線の新設・再編・効率化

を実施します。検討段階において、県及び沿線市町村、地域の関係者に情報提供します。 

 市町村は、バス事業者から路線の新設・再編・効率化にあたり情報提供があった場合は、地域に

おける影響を確認し、必要に応じて、地域公共交通会議等において、地域の関係者（住民、病院、

学校、商業・観光施設等）に情報共有するとともに、対応を検討します。 

 県は、バス事業者や関係市町村等への助言や調整を行います。 

 県協議会は、公共交通の利用実態や交通結節点・周辺施設の状況、鉄道・バス・地域内交通の連

携を踏まえ、圏域間又は圏域内の拠点をどのようにつなぐべきか等、本県の望ましい公共交通ネ

ットワークの姿を明らかにします。そのうえで、広域バスが地域に適した運行となるよう、必要

に応じて、協議します。 

 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 指導・助言、協議への参画       

県 関係者間の調整、助言、協議への参画       

市町村 地域の関係者への情報共有、対応の検討、協議への参画       

交通 

事業者 
バス事業者 速やかな情報提供、必要な情報の提供、協議への参画       

関係者 県協議会 

望ましい公共交通ネットワークの姿に関する協議       

地域に適した運行に関する協議       

変更認定申請、情報共有       

  

継続実施 

必要に応じて実施 

必要に応じて実施 

継続実施 

継続実施 

実施 

継続実施 
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❸廃止対応 

 バス事業者は、広域バスの維持が困難と見込まれる場合には、対応の検討に十分な期間が確保で

きるよう、速やかに県及び沿線市町村、地域の関係者に情報提供します。また、利用状況など現

状把握と対応検討に必要な情報を提供し、協議に参画します。 

 市町村は、バス事業者から広域バスの維持が困難であるとの申し出があった場合は、地域公共交

通会議等において、地域の関係者（住民、病院、学校、商業・観光施設等）に情報共有するとと

もに、路線の必要性を検討し、重要な路線であると位置付けられるものについては、利用促進や

財政支援などにより、維持が図られるよう努めます。それらの対策を講じても、廃止や大幅なサ

ービス水準の低下が避けられない場合には、代替交通等の検討を行います。代替交通を検討する

際には、国庫補助金の特例等が受けられる「地域旅客運送サービス継続事業」や、地域の自治

会・沿線施設等の多様な主体と連携したサービスなどの活用可能性も含め、多様な選択肢を検討

し、サービスの継続に努めます。 

 県は、バス事業者や関係市町村等への助言や調整を行うとともに、必要に応じて県補助金におけ

るサービス継続事業特例の検討を行います。 

 国は、「地域旅客運送サービス継続実施計画」策定に必要な経費の補助、地域間幹線系統、地域

内フィーダー系統補助金におけるサービス継続事業特例を行うとともに、その活用も含めた代

替交通の検討について、指導・助言を行います。 

 県協議会は、情報共有や会員間の協議を行うための体制を見直します。 

 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 

地域旅客運送サービス継続実施計画策定に必要な経費の 

補助 
      

地域間幹線系統、地域内フィーダー系統のサービス継続 

事業特例、指導・助言、協議への参画 
      

県 
関係者間の調整、県補助金におけるサービス継続事業特 

例の検討、助言、協議への参画 
      

市町村 
地域の関係者への情報共有、路線の必要性と対応の検討（地 

域旅客運送サービス継続事業の活用を含む。）、協議への参画 
      

交通 

事業者 
バス事業者 速やかな情報提供、必要な情報の提供、協議への参画       

関係者 県協議会 協議体制の見直し、情報共有、協議       

 

    継続実施 

 必要に応じて実施 

継続実施 

必要に応じて実施 

継続実施 

継続実施 

特例の 

検討 

体制の 

見直し 
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【岐阜・中濃地域】国・県からの補助による維持が必要な広域バス 

■補助対象路線図（岐阜・中濃地域） 

  

大垣駅 

岐阜駅 

美濃太田駅 

多治見駅 

桑名駅 

樽見駅 

北濃駅 

揖斐駅 
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■補助対象系統の地域の公共交通における位置づけ・役割（岐阜・中濃地域）① 
 

  

起点 経由 終点

1
岐阜乗合
自動車㈱

真正大縄場 大野ＢＣ 宗慶 ＪＲ岐阜
大野町、本巣市、北
方町、岐阜市

大野町から、岐阜駅への通勤・通学及び岐阜市内各高校への通学。
他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

2
岐阜乗合
自動車㈱

真正大縄場
イオンタウン
本巣

宗慶 ＪＲ岐阜
本巣市、北方町、岐
阜市

本巣市真正地域から、名鉄揖斐線の代替交通として、岐阜駅への通
勤・通学及び岐阜市内各高校への通学。他の代替交通機関はなく、
地域住民にとって必須の路線である。

3
岐阜乗合
自動車㈱

高美（たかみ） ＪＲ岐阜 温泉・女子大 中濃庁舎
岐阜市、山県市、関
市、美濃市

美濃市・関市から、岐阜駅への通勤・通学及び岐阜市内各高校への
通学及び岐北病院・美濃病院への通院。他の代替交通機関はなく、
地域住民にとって必須の路線である。

4
岐阜乗合
自動車㈱

岐阜美濃 名鉄岐阜 北一色 中濃庁舎
岐阜市、関市、美濃
市

美濃市美濃地域から、名鉄美濃町線の代替交通として、岐阜駅への
通勤・通学及び岐阜市内各高校への通学及び美濃病院への通院。他
の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

5
岐阜乗合
自動車㈱

高速八幡 名鉄岐阜 東海北陸
ホテル郡上八
幡

岐阜市、各務原市、
関市、美濃市、郡上
市

郡上市八幡地域から、岐阜駅への通勤・通学及び岐阜市内各高校へ
の通学。他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線で
ある。

6
岐阜乗合
自動車㈱

北方河渡 芝原６丁目 北方ＢＴ ＪＲ岐阜
北方町、本巣市、瑞
穂市、岐阜市

北方町から、岐阜駅への通勤・通学及び岐阜市内各高校への通学及
び岐阜市民病院への通院。他の代替交通機関はなく、地域住民に
とって必須の路線である。

7
岐阜乗合
自動車㈱

西郷 JR岐阜 尻毛 西郷 岐阜市、本巣市
岐阜市西郷地域から、岐阜駅への通勤・通学及び岐阜市内各高校へ
の通学。他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線で
ある。

8
岐阜乗合
自動車㈱

茜部三田洞 三田洞団地 西鶉 下佐波
岐阜市（岐阜市、柳
津町）

岐阜市茜部地域から、岐阜駅への通勤・通学及び岐阜市内各高校へ
の通学。他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線で
ある。

9
岐阜乗合
自動車㈱

茜部三田洞 三田洞団地 西鶉
カラフルタウ
ン

岐阜市（岐阜市、柳
津町）

岐阜市茜部地域から、岐阜駅への通勤・通学及び岐阜市内各高校へ
の通学。他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線で
ある。

10
岐阜乗合
自動車㈱

尾崎団地 下川手
岐阜県総合医
療センター

各務原高校前 岐阜市、各務原市
各務原市・岐阜市から、岐阜駅への通勤・通学、岐阜市内・各務原
市各高校への通学及び県総合医療センターへの通院。他の代替交通
機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

11
岐阜乗合
自動車㈱

尾崎団地 JR岐阜
岐阜県総合医
療センター

諏訪山団地 岐阜市、各務原市
各務原市から、岐阜駅への通勤・通学、岐阜市内各高校への通学及
び県総合医療センターへの通院。他の代替交通機関はなく、地域住
民にとって必須の路線である。

12
岐阜乗合
自動車㈱

尾崎団地 JR岐阜
岐阜県総合医
療センター

各務原高校前 岐阜市、各務原市
各務原市・岐阜市から、岐阜駅への通勤・通学、岐阜市内・各務原
市各高校への通学及び県総合医療センターへの通院。他の代替交通
機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

13
岐阜乗合
自動車㈱

大野穂積 大野ＢＣ
北方BT・モレ
ラ岐阜

穂積駅前
大野町、本巣市、北
方町、瑞穂市

大野町・本巣市・北方町から、穂積駅への通勤・通学、本巣市内各
高校への通学。他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の
路線である。

14
岐阜乗合
自動車㈱

松籟加納 岐南営業所 下川手 松籟団地 岐南町、岐阜市
岐南町から、岐阜駅への通勤・通学、岐阜市内各高校への通学。他
の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

15
岐阜乗合
自動車㈱

笠松県庁 名鉄笠松駅 岐阜保健大学 西岐阜駅 笠松町、岐阜市
岐阜市・笠松町から、西岐阜駅、笠松駅への通勤・通学、岐阜市内
各高校への通学及び笠松病院への通院。他の代替交通機関はなく、
地域住民にとって必須の路線である。

16
岐阜乗合
自動車㈱

板取
自主運行バス
【関市・山県市
自主運行バス】

岐北厚生病院
前

岩佐口
ほらどキウイ
プラザ

山県市、関市
関市洞戸地域・山県市美山地区から、通勤・通学及び岐北厚生病院
への通院。他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線
である。

17
岐阜乗合
自動車㈱

岐北
【山県市自主運
行バス】

岐北厚生病院
前

谷合 塩後
山県市（高富町、美
山町）

山県市塩後地域から、通勤・通学及び岐北厚生病院への通院。他の
代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

18
岐阜乗合
自動車㈱

岐北
【山県市自主運
行バス】

岐北厚生病院
前

岩佐小原 谷合
山県市（高富町、美
山町）

山県市谷合地域から、通勤・通学及び岐北厚生病院への通院。他の
代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

19
岐阜乗合
自動車㈱

みずほバス
【瑞穂市自主運
行バス】

穂積駅前 本田七崎 穂積駅前
瑞穂市（穂積町、巣
南町）

瑞穂市本田・七崎地域から、穂積駅への通勤・通学。他の代替交通
機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

20
岐阜乗合
自動車㈱

みずほバス
【瑞穂市自主運
行バス】

穂積駅前 十九条古橋 穂積駅前
瑞穂市（穂積町、巣
南町）

瑞穂市十九条・古橋地域から、穂積駅への通勤・通学。他の代替交
通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

21
岐阜乗合
自動車㈱

みずほバス
【瑞穂市自主運
行バス】

穂積駅前 馬場十七条 穂積駅前
瑞穂市（穂積町、巣
南町）

瑞穂市馬場、十七条地域から、穂積駅への通勤・通学。他の代替交
通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

22
岐阜乗合
自動車㈱

ふれあいバス川
島線
【各務原市自主
運行バス】

各務原市役所
前駅

くすり博物館
/河川環境楽
園

新那加駅北口
各務原市（各務原
市、川島町）、笠松
町

各務原市川島地区や笠松町から、那加地域を結ぶ路線として、名鉄
新那加駅・各務原市役所前駅への通勤・通学及びイオンモール各務
原への買い物利用や松波総合病院への通院ができる。他の代替交通
機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

23 ㈱白鳥交通 郡上八幡白鳥 郡上八幡駅
郡上八幡城下
町プラザ

美濃白鳥駅
郡上市（八幡町、大
和町、白鳥町）

郡上地域の交通手段として、市内各高校への通学及び通勤・通院に
利用。地域住民にとって必須の路線である。

24
㈱日本タク
シー

３７３（みな
み）バス
【岐阜市自主運
行バス】

県総合医療セ
ンター

イオン各務原
店

県総合医療セ
ンター

岐阜市、各務原市
岐阜市長森南地区から、県総合医療センター等への通院及びイオン
モール各務原店への買い物に利用している。他の代替交通機関はな
く、地域住民にとって必須の路線である。

25
㈱日本タク
シー

境川らくちゃん
バス
【岐阜市自主運
行バス】

名鉄柳津駅
カラフルタウ
ン

名鉄柳津駅
岐阜市（柳津町、岐
阜市）、笠松町

岐阜市柳津地区、鶉地区、日置江地区から松波総合病院等への通院
や、カラフルタウン及びイオン柳津店等への買い物に利用してい
る。他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線であ
る。

26
㈱日本タク
シー

岩野田・岩野田
北ぐるっとバス
【岐阜市自主運
行バス】

バロー粟野店 岐北厚生病院 バロー粟野店 岐阜市、山県市
岐阜市岩野田地区及び岩野田北地区から、岐北厚生病院等への通院
及びスーパーへの買い物に利用している。他の代替交通機関はな
く、地域住民にとって必須の路線である。

関係
市町村 地域の公共交通における
位置づけ・役割

幹
線

種
別

事業者名 系統名
運行区間

番号
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■補助対象系統の地域の公共交通における位置づけ・役割（岐阜・中濃地域）② 
 

 
 

起点 経由 終点

27
岐阜乗合
自動車㈱

真正大縄場 北方BT 島大橋 JR岐阜 北方町、岐阜市
北方町から、岐阜駅への通勤・通学及び岐阜市内各高校への通学。
他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

28
岐阜乗合
自動車㈱

松籟加納 岐南営業所 東川手 松籟団地 岐南町、岐阜市
岐南町から、岐阜駅への通勤・通学、岐阜市内各高校への通学。他
の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

29
岐阜乗合
自動車㈱

大野忠節 北方BT 忠節 JR岐阜 北方町、岐阜市
北方町から、岐阜駅への通勤・通学及び岐阜市内各高校への通学。
他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

30
岐阜乗合
自動車㈱

岐南町 岐南町三宅 長良北町 正木北 岐南町、岐阜市
岐南町から、岐阜駅への通勤・通学、岐阜市内各高校への通学。他
の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

31
岐阜乗合
自動車㈱

倉知 せき東山
関シティター
ミナル

三柿野駅 関市、各務原市
関市から、三柿野駅への通勤・通学、関市・各務原市内各高校への
通学。他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線であ
る。

32
岐阜乗合
自動車㈱

岐阜各務原 JR岐阜 水海道４丁目
各務西町営業
所

岐阜市、各務原市
各務原市から、岐阜駅への通勤・通学、岐阜市内各高校への通学。
他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

33
岐阜乗合
自動車㈱

モレラ忠節 大野BC モレラ岐阜 JR岐阜
大野町、本巣市、北
方町、岐阜市

大野町から、岐阜駅への通勤・通学及び岐阜市内各高校への通学。
他の代替交通機関はなく、地域住民にとって必須の路線である。

34 ㈱白鳥交通 郡上八幡万場 郡上八幡駅 下万場 美濃白鳥駅
郡上市（八幡町、大
和町、白鳥町）

郡上地域の交通手段として、市内各高校への通学及び通勤・通院に
利用。地域住民にとって必須の路線である。

関係
市町村 地域の公共交通における
位置づけ・役割

準
幹
線
・
連
絡

種
別

事業者名 系統名
運行区間

番号
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【西濃地域】国・県からの補助による維持が必要な広域バス 

■補助対象路線図（西濃地域） 

  

大垣駅 

岐阜駅 

桑名駅 

樽見駅 

揖斐駅 
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■補助対象系統の地域の公共交通における位置づけ・役割（西濃地域） 
 

 

  

起点 経由 終点

1
名阪近鉄
バス㈱

羽島
ソフトピア
ジャパン

大垣駅前/市
民病院前/安
八町役場

岐阜羽島駅
大垣市、安八町、羽
島市

沿線自治体と協議を重ね、大垣駅と岐阜羽島駅を結ぶ羽島線をソフ
トピアジャパンへ延伸。沿線には大垣市民病院、高等学校があり、
鉄道連絡、通勤、通学、通院の利用が多く、地域住民にとって必須
の路線である。

2
名阪近鉄
バス㈱

羽島 大垣駅前
市民病院前/
安八町役場

岐阜羽島駅
大垣市、安八町、羽
島市

大垣駅と羽島地区（新幹線岐阜羽島駅）を結ぶ唯一の公共交通機関
で、沿線には大垣市民病院、高等学校があり、鉄道連絡、通勤、通
学、通院の利用が多く、地域住民にとって必須の路線である。

3
名阪近鉄
バス㈱

岐垣(ぎえん） 若森車庫前
大垣駅前/結/
墨俣

岐阜聖徳学園
大学

大垣市、安八町、岐
阜市

大垣市中心部と安八町、旧墨俣町を結ぶ路線で、平成１９年１０月
より岐阜乗合自動車から路線を引き継ぐ。通勤、大垣桜高校、岐阜
聖徳学園大学をはじめとした通学、大垣市民病院への通院利用が多
く、地域住民にとって必須の路線である。

4
名阪近鉄
バス㈱

安八穂積 安八温泉
安八町役場/
大垣桜高校/
墨俣北

穂積駅前
安八町、大垣市、瑞
穂市

瑞穂市南部の交通空白地域および、通勤・通学時間帯に安八町内の
地形上、東西における幹線バスが慢性的な渋滞により、定時性がマ
ヒしており、抜本的な改善を行うため、新たに穂積駅と当地域およ
び沿線の大垣桜高校の幹線バスを新設する。

5
名阪近鉄
バス㈱

海津 大垣駅前
市民病院前/
笠郷/今尾・
高須

海津市役所
大垣市、輪之内町、
養老町、海津市

沿線自治体と協議を重ね、大垣駅と海津、平田地区を結ぶ。平成２
１年１０月より海津庁舎へ延伸。沿線には大垣市民病院、高等学校
があり、通勤、通学、通院の利用が多く、地域住民にとって必須の
路線である。

6
名阪近鉄
バス㈱

海津 大垣駅前
市民病院前/
笠郷

今尾
大垣市、輪之内町、
養老町、海津市

沿線自治体と協議を重ね、収支改善を図るため大垣駅から海津庁舎
間の便を今尾止めに短縮した路線。沿線には大垣市民病院、高等学
校があり、通勤、通学、通院の利用が多く、地域住民にとって必須
の路線である。

7
名阪近鉄
バス㈱

輪之内 大垣駅前
市民病院前/
福束

輪之内文化会
館

大垣市、輪之内町
地域の要望により、平成１５年４月より既存路線を輪之内町を延伸
し運行開始。沿線には大垣市民病院、高等学校があり、通勤、通
学、通院利用が多く、地域住民にとって必須の路線である。

8
名阪近鉄
バス㈱

大垣大野 総合庁舎
市民病院前/
大垣駅前/神
戸町役場前

大野バスセン
ター

大垣市、神戸町、大
野町

大垣地区と大野町を結ぶ唯一の公共交通機関で、沿線自治体と協議
を重ね、平成２２年１０月より神戸町、大野町地内の経路変更(短
縮)を実施。沿線には大垣市民病院、高等学校があり通勤、通学、通
院利用が多く、地域住民にとって必須の路線である。

関係
市町村 地域の公共交通における
位置づけ・役割

幹
線

系統名
運行区間種

別
番号 事業者名
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【中濃・東濃地域】国・県からの補助による維持が必要な広域バス 

■補助対象路線図（中濃・東濃地域） 

  

大垣駅 

岐阜駅 

美濃太田駅 
多治見駅 

中津川駅 

下呂駅 

北濃駅 

恵那駅 

明智駅 
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■補助対象系統の地域の公共交通における位置づけ・役割（中濃・東濃地域） 
 

 

  

起点 経由 終点

1 東濃鉄道㈱ 滝呂台 多治見駅前 滝呂台 笠原車庫前
多治見市（多治見
市、笠原町）

多治見市滝呂台団地から多治見駅方面への通勤・通学・通院、買物
等に利用し、地域住民にとって必須の路線である。

2 東濃鉄道㈱ 笠原 多治見駅前
ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙﾐｭｰ
ｼﾞｱﾑ

東草口
多治見市（多治見
市、笠原町）

多治見市笠原町上原地区から多治見駅方面への通勤・通学・通院・
買物等、及び観光施設であるモザイクタイルミュージアム来訪者が
利用し、地域住民らとって必須の路線である。

3 東濃鉄道㈱ 明智 瑞浪駅前 川折 明智駅前 瑞浪市、恵那市

恵那市明智町及び瑞浪市南部地域から瑞浪駅方面への通勤・通学、
通院、買物及び瑞浪市大川地区在住の陶小学校への通学及び明智地
区内の小中学校への通学に利用し、地域住民にとって必須の路線で
ある。

4 東濃鉄道㈱
瑞浪＝駄知＝多
治見

瑞浪駅前 駄知 多治見駅前
瑞浪市、土岐市、多
治見市

土岐市駄知町、下石町地区から多治見駅または瑞浪駅への通勤・通
学・通院・買物及び土岐紅陵高校への通学、また瑞浪市内病院への
通院に利用し、地域住民にとって必須の路線である。

5 東濃鉄道㈱
瑞浪＝駄知＝多
治見

駄知
下石貢（おろ
しみつぎ）

多治見駅前
瑞浪市、土岐市、多
治見市

土岐市駄知町、下石町地区から多治見駅への通勤・通学・通院・買
物及び土岐紅陵高校への通学に利用し、地域住民にとって必須の路
線である。

6 東濃鉄道㈱ 下半田川 多治見駅前
ＴＹＫ体育館
前

下半田川 多治見市、瀬戸市

瀬戸市下半田川地区及び多治見市市之倉地区から多治見駅方面への
通勤・通学・通院・買物等に利用し、地域住民にとって必須の路線
である。また、多くの窯元を擁する市之倉地区への観光客も利用す
る路線である。

7 東濃鉄道㈱ 学園都市 多治見駅前
タウン滝呂セ
ンター

土岐プレミア
ム・アウト
レット

多治見市、土岐市
多治見市タウン滝呂団地から多治見駅方面への通勤・通学・通院、
買物等に利用し、地域住民にとって必須の路線である。

8
北恵那交通
㈱

加子母 中津川駅前
付知峡倉屋温
泉

加子母総合事
務所

中津川市（中津川
市、福岡町、付知
町、加子母村）

加子母・付知地区から中津川市の中心部（行政・商業等）及びJR中
津川駅へのアクセスや主に各高校への通学に利用されている。他に
公共交通機関はなく、地域住民の交通手段として必須の路線であ
る。

9
北恵那交通
㈱

付知峡倉屋温泉 中津川駅前 下付知
付知峡倉屋温
泉

中津川市（中津川
市、福岡町、付知
町）

付知・福岡地区から中津川市の中心部（行政・商業等）及びJR中津
川駅へのアクセスや主に各高校への通学に利用されている。他に公
共交通機関はなく、地域住民の交通手段として必須の路線である。

10
北恵那交通
㈱

坂下 中津川駅前 落合 坂下駅前
中津川市（中津川
市、山口村、坂下
町）

山口地区から中津川市の中心部（行政・商業等）及びJR中津川駅へ
のアクセス、JR坂下駅及び国保坂下診療所へのアクセスとして利用
されている。他に公共交通機関はなく、地域住民の交通手段として
必須の路線である。

11
北恵那交通
㈱

馬籠 中津川駅前 落合 馬籠
中津川市（中津川
市、山口村）

山口地区から中津川市の中心部（行政・商業等）及びJR中津川駅へ
のアクセスとして利用されている。他に公共交通機関はなく、地域
住民の交通手段として必須の路線である。

12 東濃鉄道㈱ 笠原線 多治見駅前 笠原車庫前 梅平団地
多治見市（多治見
市、笠原町）

多治見市笠原町梅平団地から多治見駅方面への通勤・通学・通院・
買物等、及び多治見市笠原振興事務所訪庁者が利用し、地域住民ら
とって必須の路線である。

13 東濃鉄道㈱ 駄知線 多治見駅前 土岐市駅前 駄知 多治見市、土岐市
土岐市駄知町、肥田町地区から土岐市駅への通勤・通学及び土岐商
業高校への通学、また土岐市駅方面への通院、買物に利用し、地域
住民にとって必須の路線である。

14 東濃鉄道㈱ 土岐＝笠原線 土岐市駅前 下石貢 笠原車庫前
土岐市、多治見市
（笠原町）

多治見市笠原町、土岐市下石地区から土岐市駅前の通勤・通学及び
土岐商業高校へ通学、土岐市立総合病院へ通院、土岐市駅前方面へ
の通院、買物に利用し、地域住民にとっての必須の路線である。

15 東濃鉄道㈱
瑞浪＝駄知＝多
治見線

瑞浪駅前 堀越 駄知 瑞浪市、土岐市
土岐市駄知町、瑞浪市郊外から瑞浪駅前への通勤・通学及び瑞浪駅
前方面への通院、買物に利用し、地域住民にとって必須の路線であ
る。

16
北恵那交通
㈱

大久手馬籠 中津川駅前 大久手 馬籠
中津川市（中津川
市、山口村）

旧山口地域から中津川市内の大型商業施設への買物や病院への通院
利用者があり代替交通機関は無く、地域住民にとって必須の路線で
ある。また、中山道を走るバスとして観光客に人気がある。

17
北恵那交通
㈱

藤沢 坂下駅前 大沢橋 馬籠
中津川市（坂下町、
山口村）

旧山口地域から坂下地域内の商業施設への買物や国保坂下診療所へ
の通院利用者があり代替交通機関は無く、地域住民にとって必須の
路線である。中学校の合併により坂下中学校への生徒も利用してい
る。

18
北恵那交通
㈱

坂下加子母 坂下駅前 矢柱
加子母総合事
務所

中津川市（坂下町、
加子母村）

加子母・付知地域から中津川市内の公立高校・東濃地域の高校に通
う通学利用が多い。市内の開業医や中津川市民病院への通院や大型
商業施設の買い物利用者もあり加子母から下呂への濃飛バスに乗り
継ぐ旅行者もあり代替交通機関は無く、地域住民にとって必須の路
線である。

19
北恵那交通
㈱

坂下倉屋 坂下駅前 田瀬橋
付知峡倉屋温
泉

中津川市（坂下町、
付知町）

付知地域から中津川市内の公立高校・東濃地域の高校に通う通学利
用が多い。市内の開業医や中津川市民病院への通院や大型商業施設
の買い物利用者があり地域住民にとって必須の路線である。

関係
市町村 地域の公共交通における
位置づけ・役割

幹
線

準
幹
線
・
連
絡

運行区間種
別

番号 事業者名 系統名
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【飛騨地域】国・県からの補助による維持が必要な広域バス 

■補助対象路線図（飛騨地域） 

  

下呂駅 

中津川駅 

高山駅 

恵那駅 

北濃駅 
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■補助対象系統の地域の公共交通における位置づけ・役割（飛騨地域） 

 

  

起点 経由 終点

1
濃飛乗合
自動車㈱

神岡古川
濃飛バス神岡
営業所

数河峠 古川駅前
飛騨市（神岡町、古
川町）

神岡地域から古川地域の吉城高校・病院・商業施設への通学・通
院・買物、吉川地域からの神岡地域の飛騨神岡高校・飛騨市民病院
への通学・通院。地域住民にとって必須の路線である。

2
濃飛乗合
自動車㈱

高山古川
高山濃飛バス
センター

国府駅前 古川駅前 高山市、飛騨市

古川地域から高山地域の斐太高校・飛騨高山高校・高山工業高校・
高山日赤病院・商業施設への通学・通院・買物、高山地域から古川
地域の吉城高校・商業施設への通学・買物。地域住民にとって必須
の路線である。

3
濃飛乗合
自動車㈱

高山古川（久美
愛）

高山濃飛バス
センター

久美愛病院前 古川駅前 高山市、飛騨市

古川地域から高山地域の飛騨高山高校・高山工業高校・久美愛厚生
病院・高山日赤病院・商業施設への通学・通院・買物、高山地域か
ら古川地域の吉城高校・商業施設への通学・買物。国府地域の大型
商業施設、国府地域の宇津江団地を経由する。地域住民にとって必
須の路線である。

4
濃飛乗合
自動車㈱

高山下呂
高山濃飛バス
センター

小坂町
下呂バスセン
ター

高山市、下呂市

高山・久々野・一之宮・小坂・萩原地域から下呂駅付近の下呂温泉
病院・商業施設への通院・買物、久々野・一之宮・小坂・萩原・下
呂地域から高山地域の斐太高校・飛騨高山高校・高山工業高校・久
美愛厚生病院・高山日赤病院・商業施設への通学・通院・買物、高
山・一之宮・久々野・小坂・下呂地域から萩原地域の益田清風高
校・大型商業施設への通学・買物。地域住民にとって必須の路線で
ある。

5
加越能バス
（株）

城端白川郷 城端駅前 西赤尾 白川郷 白川村、南砺市
白川村から、南砺市への通勤・通学、通院や買い物及び南砺市にあ
る平高校への通学に主に利用されている。他の代替交通機関はな
く、地域住民にとって必須の路線である。

6
濃飛乗合
自動車㈱

荘川
高山濃飛バス
センター

松原 清見支所前
高山市（高山市、清
見村）

清見町三日町地区及び高山市コミュニティバスのらマイカー清見線
と接続して江黒・大原地区から高山地域の斐太高校・飛騨高山高
校・高山工業高校・高山西高校・久美愛厚生病院・高山日赤病院・
商業施設への通学・通院・買物。代替交通機関は無く、地域住民に
とって必須の路線である。

7
濃飛乗合
自動車㈱

下呂加子母
下呂バスセン
ター

舞台峠
加子母総合事
務所

下呂市、中津川市

加子母・竹原地域から下呂市の益田清風高校・大型商業施設への通
学・買物。下呂・竹原地域から北恵那交通㈱の路線に乗り継いで中
津川市内の高校・病院への通学・通院。代替交通機関は無く、地域
住民にとって必須の路線である。

8
濃飛乗合
自動車㈱

朝日
高山濃飛バス
センター

上江名子・上
西洞

秋神温泉
高山市（高山市、朝
日村）

朝日地域及びたかね号・高山市コミュニティバスのらマイカー朝日
線と接続して高根地域から高山地域の斐太高校・飛騨高山高校・高
山工業高校・久美愛厚生病院・高山日赤病院・商業施設への通学・
通院・買物。代替交通機関は無く、地域住民にとって必須の路線で
ある。

9
濃飛乗合
自動車㈱

荘川
高山濃飛バス
センター

松原
上野々俣公民
館前

高山市（高山市、清
見村、荘川村）

清見町三日町地区及び高山市コミュニティバスのらマイカー清見線
と接続して江黒・大原地区・のらマイカー荘川線と接続して荘川地
域から高山地域の斐太高校・飛騨高山高校・高山工業高校・高山西
高校・久美愛厚生病院・高山日赤病院・商業施設への通学・通院・
買物。代替交通機関は無く、地域住民にとって必須の路線である。

10
濃飛乗合
自動車㈱

平湯神岡 平湯温泉
上地ヶ根・上
宝支所前

濃飛バス神岡
営業所

高山市（上宝村）、
飛騨市（神岡町）

上宝地域から神岡地域の飛騨神岡高校・飛騨市民病院・商業施設へ
の通学・通院・買物、奥飛騨温泉郷地域への入浴利用。代替交通機
関は無く、地域住民にとって必須の路線である。

11
濃飛乗合
自動車㈱

国府上宝
高山濃飛バス
センター

十三墓 中山口
高山市（高山市、国
府町、上宝村）

上宝本郷地域から高山地域の斐太高校・飛騨高山高校・高山工業高
校・高山西高校・久美愛厚生病院・高山日赤病院・商業施設への通
学・通院・買物。代替交通機関は無く、地域住民にとって必須の路
線である。

12
濃飛乗合
自動車㈱

荘川
高山濃飛バス
センター

北小学校・久
美愛

上野々俣公民
館前

高山市（高山市、清
見村、荘川村）

清見町三日町地区及び高山市コミュニティバスのらマイカー清見線
と接続して江黒・大原地区・のらマイカー荘川線と接続して荘川地
域から高山地域の斐太高校・飛騨高山高校・高山工業高校・高山西
高校・久美愛厚生病院・高山日赤病院・商業施設への通学・通院・
買物。代替交通機関は無く、地域住民にとって必須の路線である。

13
濃飛乗合
自動車㈱

朝日
高山濃飛バス
センター

上江名子 朝日支所前
高山市（高山市、朝
日村）

朝日地域及びたかね号・高山市コミュニティバスのらマイカー朝日
線と接続して高根地域から高山地域の斐太高校・飛騨高山高校・高
山工業高校・久美愛厚生病院・高山日赤病院・商業施設への通学・
通院・買物。代替交通機関は無く、地域住民にとって必須の路線で
ある。

14
濃飛乗合
自動車㈱

古川（宇津江）
高山濃飛バス
センター

国府駅前・ラ
クール・宇津
江

古川駅前
高山市（高山市、国
府町）、飛騨市（古
川町）

古川地域から高山地域の飛騨高山高校・高山工業高校・久美愛厚生
病院・高山日赤病院・商業施設への通学・通院・買物、高山地域か
ら古川地域の吉城高校・商業施設への通学・買物。国府地域の大型
商業施設、国府地域の宇津江団地を経由する。地域住民にとって必
須の路線である。

関係
市町村 地域の公共交通における
位置づけ・役割

幹
線

準
幹
線
・
連
絡

運行区間種
別

番号 事業者名 系統名
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（４）運転手等の人材確保 

❶運転手等の育成・確保 

 交通事業者は、運転手や整備士等の人材を確保していくため、新規採用者に対して必要な資格の

取得支援や各種講習会等への参加機会を積極的に確保するなどして、人材育成に努めます。ま

た、離職を防ぐため、職場環境改善に努めるとともに、従業員の健康管理にも努めます。 

 バス事業者とタクシー事業者は、国の「働きやすい職場認証制度」を活用するとともに、事故の

要因にもなる主要疾病（脳血管疾患、心臓疾患等）の早期発見に有効とされるスクリーニング検

査を受診させるなど運転手の健康管理に努めます。 

 行政は、運転手等の人材確保のため、支援を継続します。 

 

 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 
運転者職場環境良好度認証制度の推進（通称：働きやすい職

場認証制度）、取組事例等の情報提供、講習会等の実施 
      

県 財政的支援（補助①、②）       

市町村 財政的支援等       

交通 

事業者 
交通事業者 計画的な採用活動、人材育成、職場環境改善、健康管理等       

関係者 県協議会 情報共有、協議       

 

 

参考 県補助制度の一覧 
 

 事業名・補助対象事業 
補助率 補助 

対象 

事業者 国 県 市町村 

❶
運
転
手
等
育
成
・
確
保 

① バス運行対策費補助金 

（バス運転手確保支援事業費補助金） 
－ 1/2 － 

事
業
者 乗合バス事業者が乗合バス事業の運転手を確保するため、従業員に大

型第二種免許を取得させる事業に対する補助 

② 旅客自動車運送事業者脳健診受診促進事業費補助金 

－ ※ － 
事
業
者 

バス事業者（県バス協会未加入事業者）、タクシー事業者が行う脳健診

受診事業に対する補助 

※受診対象者１人につき、補助対象経費の実支出額と５千円とを比較して、いずれか小さい方の額 

※②について、県バス協会加入事業者に対しては、県バス協会が補助事業を実施         

継続実施 

継続実施 

必要に応じて実施 

継続実施 

継続実施 
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（５）交通結節点における乗継円滑化 

❶乗継環境の改善 

 鉄道駅やバスターミナル等、複数の公共交通機関が接続する交通結節点において、分かりやすい

情報提供、待合環境の改善、ダイヤの調整など、乗継環境を改善し、利用促進を図ります。 

 交通事業者と市町村は、乗継が円滑となるよう、地域の関係者と連携し、交通結節点における乗

継環境改善を目指します。 

 県は、交通結節点における乗継環境改善を図るため、関係者間の調整を行うとともに、交通事業

者や市町村に対する補助制度の創設を検討します。 

 国は、乗継環境改善を図るため、支援を継続します。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 財政的支援、指導、助言       

県 

乗継環境の改善に関する関係者間の調整       

乗継環境改善に対する財政的支援       

市町村 交通結節点における乗継環境の改善       

交通 

事業者 
交通事業者 交通結節点における乗継環境の改善       

関係者 県協議会 情報共有、協議       

❷リニア駅からの円滑な乗継・移動の検討 

 県、リニア岐阜県駅周辺市町及び交通事業者は、県内

移動の新たな広域拠点となるリニア岐阜県駅と県内各

地を結ぶ二次交通ネットワークの構築に向けた検討を

行います。 

 あわせて、リニアと二次交通間の円滑な乗継を可能と

するよう岐阜県駅及び駅周辺における乗換案内や運賃、

所要時間等の情報提供機能を検討するほか、外国人観

光客等がリニア岐阜県駅を拠点に県内各地へ円滑に移

動できるような施策を検討します。 
 

 

 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 －       

県 リニア開業を見据えた二次交通の検討（全体連絡調整等）       

市町村 リニア開業を見据えた二次交通の検討（事業者間の調整等）       

交通 

事業者 
交通事業者 リニア開業を見据えた二次交通の検討（二次交通の運行）       

関係者 県協議会 情報共有       

継続実施 

継続実施 

   継続実施 検討 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 試験 
運行 

継続実施 

出典：リニア岐阜県駅開業後における二次
交通に関する調査・分析委託業務 概要版 

継続実施 

継続実施 
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暮らしを支える「地域内交通」の維持・確保 地域内 
交通  

 

 主に市町村内で完結する路線バスや市町村が運行する自主運行バス等を、暮らしを支える「地域

内交通」と位置づけます。 

 地域の実情に応じた、地域にとって最適な公共交通とするため、あらゆる輸送資源を活用し、地

域内交通の維持・確保を図ります。 

地域内交通暮らしを支える「地域内交通」の維持・確保 

（１）市町村地域公共交通計画の策定 

❶地域公共交通計画策定 

 市町村は、地域の実情に応じた、地域にとって最適な地域公共交通のあり方について、まちづく

り（コンパクトシティの形成、パークアンドライドの推進等）、観光振興等の地域戦略と整合性

を図りつつ、関係者と検討・合意形成を行い、市町村地域公共交通計画を策定します。 

 国と県は、市町村の法定協議会等へ参画し、助言を行います。また、計画未策定市町村に対して

は、計画策定を担う人材育成のため、担当者向けのセミナーの開催など支援を継続します。 

 国は、計画策定にかかる費用に対して支援を継続します。県は、市町村を直接支援するため、有

識者等をアドバイザーとして派遣します。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 セミナーの開催、助言、財政的支援       

県 

セミナーの開催、助言       

アドバイザー派遣       

市町村 地域公共交通計画の策定・改訂       

交通 

事業者 
交通事業者 協議への参画       

関係者 県協議会 情報共有       

❷輸送資源の総動員による移動手段の確保 

 市町村は、地域のニーズをきめ細かく把握し、従来の公共交通サービスに加え、地域に存在する

あらゆる輸送資源（学校や病院、企業等の送迎バス、福祉送迎など）が活用できないか、情報収

集や関係者との調整に取り組みます。 

 国と県は、市町村職員向けのセミナーを開催し、成功事例の情報提供を行うなど支援を継続しま

す。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 セミナーの開催、助言       

県 セミナーの開催、助言       

市町村 地域の輸送資源の活用検討       

関係者 県協議会 情報共有       

継続実施 

必要に応じて実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

検討・実施 

  継続実施 制度化 

継続実施 

継続実施 
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（２）自主運行バス等の維持・確保 

❶運行、担い手の育成・確保 

 市町村は、自主運行バス等を維持・確保するため、移動ニーズに即した効率的な運行を目指しま

す。市町村が自家用有償旅客運送を行う場合には、輸送の安全確保にノウハウのある交通事業者

への委託を検討するとともに、資格要件を満たした運転手の確保に努めます。 

 交通事業者は、市町村内で完結する路線バスや市町村から委託を受けた自主運行バスを運行し

ます。運行に必要な運転手等を計画的に採用・育成し、離職を防ぐための職場環境改善に努める

とともに、事故の要因にもなる主要疾病（脳血管疾患、心臓疾患等）の早期発見に有効とされる

スクリーニング検査を受診させるなど運転手の健康管理にも努めます。 

 タクシー事業者は、広域交通や自主運行バス等を補完し、多様な個別移動に対応したサービスの

提供に努めます。また、事前確定運賃の活用など、新たな価値の提供を目指します。 

 国と県は、自主運行バス等の維持・確保に対して支援を継続します。 

 災害等により、自主運行バス等の路線の一部が通行止めとなり、迂回運行等による移動手段の確

保が困難な場合、市町村は、必要に応じて代替運行を実施します。県は、当該代替運行に対して、

支援します。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 財政的支援、指導・助言       

県 財政的支援（補助①）、助言       

市町村 

自主運行バスの運行（運行主体）、利便性の向上等       

市町村内で完結する路線バスの利用促進、財政的支援       

交通 

事業者 

バス事業者 
市町村内で完結する路線バスの継続的な運行、自主運行バ

スの運行（運行の担い手）、利便性の向上、安全運行 
      

タクシー事

業者 

サービスの提供、観光や福祉分野との連携、利便性の向上、

安全運行、 
      

関係者 県協議会 情報共有       

 

 

参考 県補助制度の一覧 
 

 事業名・補助対象事業 
補助率 補助 

対象 

事業者 国 県 市町村 

❶運行 

① 市町村バス交通総合化対策費補助金 
－ 

1/3 

又は 

1/4※ 

－ 
市
町
村 自主運行バス等の運行に係る欠損額に対する補助 

  ※過疎・辺地経由等 1/3、その他 1/4（ただし、国庫補助対象路線は国庫補助額を控除） 

継続実施 

継続実施・適宜見直し 

継続実施 

継続実施 

必要に応じて実施 

継続実施 

継続実施 
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地域公共交通の「活性化」 
（効率化、利便性向上、利用促進等） 活性化  

 

 

 運行効率化や利用者の利便性向上のため、新モビリティサービス等の新たな技術を積極的に活

用しながら、地域公共交通の「活性化」を図ります。 

 さらに、鉄道駅や車両のバリアフリー化を進めるとともに、アフターコロナを見据えた対策を行

い、地域公共交通のさらなる利用促進を図ります。 
 

 

活性化 地域公共交通の活性化（効率化、利便性向上、利用促進等） 

（１）新モビリティサービス等を活用したＤＸの促進 

❶自動運転 

 市町村と交通事業者は、運転手不足の解決策の一つとして期待されている自動運転技術の実用

化・普及に向けて、その活用を検討します。 

 国と県は、市町村や交通事業者に対して、セミナーにおける情報提供などの支援を継続します。 

 県は、市町村が必要とする場合は、有識者等をアドバイザーとして派遣できる制度を創設しま

す。 

❷ＡＩオンデマンド交通 

 市町村と交通事業者は、オンデマンド交通の運行を効率化するための一つの手段として、AI オ

ンデマンド交通の活用の要否を検討します。 

 国と県は、市町村や交通事業者に対して、セミナーにおける情報提供や実証実験等の支援を継続

します。 

 県は、有識者等をアドバイザーとして市町村に派遣できる制度を創設します。 

 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 

財政的支援（AI オンデマンド交通）、指導・助言       

セミナーの開催（新技術等に関するもの）       

県 

財政的支援（補助①）       

セミナーの開催（新技術等に関するもの）       

アドバイザー派遣（新技術等に関するもの）       

市町村 活用の検討（実証実験など）       

交通 

事業者 
交通事業者 活用の検討（実証実験など）       

関係者 県協議会 情報共有、協議       

継続実施 

継続実施 

継続実施 

   継続実施 制度化 

必要に応じて検討・実施 

必要に応じて検討・実施 

継続実施 

継続実施 
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❸ＧＴＦＳ、バスロケーションシステム、キャッシュレス決済 

 市町村と交通事業者は、乗換検索サイト等への掲載による利用促進・利用者の利便性向上、MaaS

の推進に向けた基盤整備のため、運行するバスの GTFS データの整備・更新・オープンデータ

化を行います。 

 県は、市町村担当者向けに勉強会を開催し、支援を継続します。また、市町村を直接支援するた

め、有識者等をアドバイザーとして派遣します。 

 市町村と交通事業者は、利用者の利便性向上のため、利用状況に応じて、バスロケーションシス

テムやキャッシュレス決済の導入に努めます。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 財政的支援           

県 

GTFS データの整備・更新のための勉強会の開催       

アドバイザー派遣       

市町村 
GTFS データの整備・更新・オープンデータ化       

バスロケーションシステムやキャッシュレス決済の導入       

交通 

事業者 
交通事業者 

GTFS データの整備・更新・オープンデータ化       

バスロケーションシステムやキャッシュレス決済の導入       

関係者 県協議会 情報共有、協議       

  

継続実施 

継続実施 

  継続実施 制度化 

データ作成・更新等 

データ作成・更新等 

必要に応じて検討・導入 

必要に応じて検討・導入 

継続実施 
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❹ＭａａＳ 

 市町村と交通事業者は、MaaS を単なる検索・予約・決済等の機能としてではなく、観光等様々

なサービスと連携した取組みとして、民間事業者による MaaS 事業の展開を見据えつつ、活用

を検討します。 

 国と県は、市町村が行う MaaS の実証実験等について支援を継続します。 

 県は、有識者等をアドバイザーとして市町村に派遣できる制度を創設します。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 財政的支援       

県 
財政的支援（補助②）       

アドバイザー派遣       

市町村 活用の検討（実証実験など）       

交通 

事業者 
交通事業者 活用の検討（実証実験など）       

関係者 県協議会 情報共有、協議       

継続実施 制度化 

継続実施 

継続実施 

必要に応じて検討・実施 

必要に応じて検討・実施 

継続実施 
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❺事業者業務のデジタルトランスフォーメーション（DX）化 

 交通事業者は、IC カードや乗降センサ・カメラなどから得られるデータ等を活用して、より詳

細な利用実態を把握し、利用者の増加に資する取組に努めます。加えて、内部管理業務の DX 化

を進め、経営効率化に努めます。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 財政的支援       

県 －       

市町村 －       

交通 

事業者 
交通事業者 データを活用した利用実態把握、経営効率化       

関係者 県協議会 情報共有       

 

 

参考 県補助制度の一覧 
 

 事業名・補助対象事業 
補助率 補助 

対象 
事業者 国 県 市町村 

❷AI オ

ンデマ

ンド交

通 

① 地域公共交通 DX 促進事業費補助金 

－ 
1/2 

※ 
－ 

市
町
村 AI オンデマンド交通導入の実証実験や、これに関わる調査・研究事業

に対する補助 

❹MaaS  

② 地域公共交通 DX 促進事業費補助金 

－ 
1/2 

※ 
－ 

市
町
村 MaaS 導入の実証実験や、これに関わる調査・研究事業に対する補助 

※ 上限 200 万円  

継続実施 

検討・実施 

継続実施 
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（２）バリアフリー化の促進 

❶鉄道 

 鉄道事業者は、高齢者や障がい者をはじめ誰もが利用しやすい鉄道駅とするため、バリアフリー

法に規定する市町村が策定した「基本構想」に基づき、鉄道駅のバリアフリー化を行います。 

 行政は、鉄道事業者が行うバリアフリー化事業に対して、支援を継続します。 

❷バス 

 バス事業者は、高齢者や障がい者をはじめ誰もが利用しやすいバスとするため、ノンステップバ

ス等のバリアフリー車両の積極的な導入を進めます。 

 国と県は、バス事業者が行うバリアフリー車両の導入に対し、支援を継続します。 

 県協議会は、国庫補助金の交付を受けるため、策定した地域公共交通計画に要綱で求められた事

項を添えて、国土交通大臣に認定申請を行います。 

❸タクシー 

 タクシー事業者は、高齢者や障がい者をはじめ誰もが利用しやすいタクシーとするため、タクシ

ー車両のバリアフリー化を進めます。 

 行政は、タクシー事業者が行うバリアフリー車両の導入に対し、支援を継続します。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 財政的支援       

県 財政的支援（補助①、②）       

市町村 財政的支援       

交通 

事業者 
交通事業者 

鉄道駅のバリアフリー化設備の整備、バリアフリー車両の

導入 
      

関係者 県協議会 
認定申請・変更認定申請       

情報共有       

 

参考 県補助制度の一覧 
 

 事業名・補助対象事業 

補助率 
（国、市町村は該当する補助金） 

補助 

対象 

事業者 国 県 市町村 

❶鉄道 

① 鉄道駅バリアフリー化施設改善事業費補助金 

1/3 1/6 1/6 

市
町
村
※ 

鉄道事業者が実施する鉄道駅のバリアフリー化設備の整備に要する費

用に対する補助 

❷バス 

② バス運行対策費補助金（車両減価償却費等補助金） 

1/2 1/2 － 
事
業
者 導入車両の減価償却費等に対する補助 

（利便増進計画に位置付けられた系統の運行に用いる車両については特例措置あり） 

※国、市町村補助金の補助対象事業者は、鉄道事業者 

継続実施 

継続実施 

必要に応じて実施 

必要に応じて実施 

継続実施 

   毎年認定申請 
計画 

策定 
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（３）新型コロナウイルス感染症対策の推進 

❶感染症対策 

 市町村と交通事業者は、運行する公共交通機関について、感染症拡大防止対策の徹底を継続しま

す。 

 行政は、地域公共交通の維持・確保のため、感染症の状況に応じて、交通事業者への財政的支援

等を実施します。 
 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 財政的支援       

県 財政的支援（補助①）       

市町村 

自主運行バス等における感染拡大防止対策の徹底       

財政的支援等       

交通 

事業者 
交通事業者 感染拡大防止対策の徹底       

関係者 県協議会 情報共有       

 

 

 

 

参考 県補助制度の一覧 
 

 事業名・補助対象事業 
補助率 補助 

対象 

事業者 国 県 市町村 

❶感染

症対策 

① 地方鉄道経営安定化支援事業費補助金 

－ 4/5 － 
事
業
者 新たな日常を見据えた経営基盤の安定化に対する補助 

（物販拡充、企画列車開発、デジタル技術導入、感染防止対策など） 

※ 上限 1 万円/1 台 

状況に応じて実施 

状況に応じて実施 

状況に応じて実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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（４）県民等への利用促進啓発 

❶利用促進啓発 

 県は、県民や来訪者に対して公共交通（高速バス、タクシー含む。）の積極的な利用を促す取組

みを新たに検討・実施します。取組みの実施にあたっては、公共交通のクロスセクター効果の

PR、パークアンドライドの推進等、自家用車へ過度に依存しない移動の啓発に努めます。 

 市町村は、住民の間に地域公共交通についての意識醸成を図るため、出前講座・乗り方教室を通

じた自主運行バス等の周知やモビリティ・マネジメントを実施します。また、高齢者に対する割

引や学生の通学支援などの利用促進策を実施します。 

 交通事業者は、行政やその他関係者等と連携して、利用促進策を実施します。また、多言語対応、

無料 Wi-Fi サービス、トイレの洋式化、キャッシュレス決済対応等、観光客の利便増進措置に

努めます。 

 その他関係者は、交通事業者や行政との連携による利用促進策の実施を検討します。特に、観光

面では、地域公共交通の利便性や魅力向上が誘客につながるため、地域公共交通の周知や公共交

通利用者への割引サービス等を実施します。 

 

取組主体 施策の内容 
スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 

行政 

国 交通事業者･その他関係者との連携による利用促進策の実施       

県 
利用促進策の検討・実施       

財政的支援（補助①）       

市町村 

自主運行バス等の周知（出前講座、乗り方教室等）       

モビリティ・マネジメントの実施       

利用促進策の実施       

交通事業者・その他関係者との連携による利用促進策の 

実施 
      

交通 

事業者 
交通事業者 

利用促進策の実施、観光客の利便増進措置       

行政・その他関係者との連携による利用促進策の実施       

関係者 
県協議会 情報共有、協議       

その他関係者 交通事業者・行政との連携による利用促進策の実施       

 

参考 県補助制度の一覧 
 

 事業名・補助対象事業 
補助率 補助 

対象 

事業者 国 県 市町村 

❶
利
用
促
進
啓
発 

① 地方鉄道経営安定化支援事業費補助金 

－ 4/5 － 
事
業
者 

新たな日常を見据えた経営基盤の安定化に対する補助 

（物販拡充、企画列車開発、デジタル技術導入、感染防止対策など） 

   継続実施 

検討・実施 

検討・実施 
 

継続実施 

検討・実施 

検討・実施 

検討 

継続実施 

継続実施 

検討・実施 

継続実施 

継続実施 
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Ⅳ 計画推進に向けて 
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１．計画の達成目標 

（１）広域交通に関する達成目標 
 

① JR 東海、名鉄の利用者数 

【算出方法】 

県内乗車人員（JR 東海在来線全駅＋新幹線駅＋名鉄全駅） 

現状値 6,699 万人（R1 年度、コロナ禍前） 

目標値 6,699 万人以上（R8 年度） 

目標設定

の考え方 

JR 東海・名鉄の利用促進に取組

み、コロナ禍前の水準以上を目指

す。 

② 地方鉄道の利用者数 

【算出方法】 

地方鉄道４社の合計輸送人員 

現状値 798 万人（R1 年度、コロナ禍前） 

目標値 798 万人以上（R8 年度） 

目標設定

の考え方 

地方鉄道の維持確保のため、 

コロナ禍前の水準以上を目指す。 

③ 広域バスの実車走行キロ当たり輸送人員 

【算出方法】 

補助対象系統の合計年間輸送人員 
 

補助対象系統の合計実車走行キロ 

現状値 0.68 人/km（R1 年度、コロナ禍前） 

目標値 0.68 人/km 以上（R9 年度） 

目標設定

の考え方 

広域バスの維持確保のため、 

コロナ禍前の水準以上を目指す。 

④ 広域バスの利用者１人当たりの県負担額 

【算出方法】 

県補助額合計 
 

補助対象系統の合計輸送人員 

現状値 71.1 円/人（R1 年度、コロナ禍前） 

目標値 71.1 円/人以下（R9 年度） 

目標設定

の考え方 

広域バスの維持確保のため、 

コロナ禍前の水準以上を目指す。 

 

（２）地域内交通に関する達成目標 
 

① 地域公共交通計画策定済みの市町村数 

【算出方法】 

「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に基づく地域公

共交通計画の策定市町村数 
※将来的には全市町村での作成を目標とするが、計画期間中は、 

自主運行バスを運行する全ての市町村又は共同して地域公共交通 

計画を策定している市町村を目標とする。 

現状値 26 市町村（R4.3 時点） 

目標値 31 市町村（R6.6） 

目標設定

の考え方 

国庫補助金における要件の猶予

期間である令和６年６月までに

フィーダー補助を受ける市町村

全て 

目標値 37 市町村（R9 年度末） 

目標設定

の考え方 

自主運行バスを運行する市町村

又は共同して地域公共交通計画

を策定している市町村の全て 
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（３）活性化に関する達成目標 
 

① GTFS データ整備済み市町村の割合 

【算出方法】 

整備済み市町村数 
 

自主運行バス（定時定路線）を運行する市町村数 

現状値 57％（R4.3.3 時点） 

目標値 100％（R8 年度末） 

目標設定

の考え方 

観光利用が見込まれる路線を優

先して、整備していく。令和８年

度末までに、すべての路線（地域

住民の利用を優先するなど、市町

村が周知不要と考える路線は除

く。）を整備する。 

② 乗合バス車両に占めるノンステップバス車両の割合 

【算出方法】 

ノンステップバス車両数 
 

乗合バス総車両数から移動円滑化基準適用除外認定を受けた 

車両を除いた数 

現状値 42.9％（R2 年度末） 

目標値 70.0％（R8 年度末） 

目標設定

の考え方 

公共交通機関における移動の円

滑化を促進するため、継続した改

善を目指す。 

 

（４）計画全般に関する達成目標 
 

① 観光客の公共交通利用率 

【算出方法】 

観光入込客統計調査の利用交通機関別 観光入込客数のうち、「新

幹線、その他の鉄道、路線バス」の割合 

現状値 9.8％（R1 年、コロナ禍前） 

目標値 9.8％以上（R8 年） 

目標設定

の考え方 

計画の施策全体の効果を評価す

るための指標とし、利用率の向上

を目指す。コロナ禍の影響を受け

ていると考えられるため、コロナ

禍前の水準以上を目指す。 

② 公共交通に対する県民満足度 

【算出方法】 

県政世論調査において「県の取組でよくやっていると思う分野」

の「公共交通の充実」の割合 

現状値 5.5％（R3 年度） 

目標値 5.5％以上（R9 年度） 

目標設定

の考え方 

計画の施策全体の効果を評価す

るための指標とし、満足度の向上

を目指す。 
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２．計画の実施状況の評価 

（１）実施体制 

 県は、年に２回、県協議会を開催し、施策の実施状況及び数値目標の達成状況を分析・評価しま

す。また、必要に応じて、地域公共交通計画を変更します。 
 

①県協議会の協議内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②県協議会の組織体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 幹事会 

【役割】 ①協議会の協議事項に係る調整 

     ②分科会の協議の総括又は調整 

【幹事】 地域公共交通協議会会員から幹事を選出し構成 

 岐阜県地域公共交通協議会 

【協議事項】 ①岐阜県地域公共交通計画の作成及び実施 

       ②生活交通の確保・維持・改善に関する計画 

       ③その他地域公共交通の確保に関し必要な事項 

【会員】 県、中部運輸局、岐阜運輸支局、市町村、交通事業者、道路管理者、公安委員会、地域公共交通利用者、 

学識経験者、県観光連盟、県バス協会、県タクシー協会 

（オブザーバー）JR 東海、名鉄、中日本高速、県関係課 

➊ 6 月の協議内容 

・前年度施策の実施状況及び数値目標の達成状況の分析・評価 

・当年度施策の実施内容 

・地域公共交通計画の変更（必要に応じて） 

➋ 12～1 月の協議内容 

・当年度施策の進捗状況の分析・評価 

・数値目標（暫定値）の分析・評価 

・地域公共交通計画の見直し案（必要に応じて） 

分科会 

【役割】 ①各地域における公共交通のあり方に関すること 

     ②地域の公共交通の確保に関すること 

【構成員】県、岐阜運輸支局、市町村、交通事業者 

岐阜・中濃地域分科会 西濃地域分科会 中濃・東濃地域分科会 飛騨地域分科会 

 小部会 

【役割】 ①個別路線等に関する存続のあり方、支援方法等の協議    …など 

【関係者】都度、関係者を招集 



 

117 

 

 

 

（２）評価スケジュール 

 本計画の評価は、下記のスケジュールのとおり実施します。 

 

 

 
策定時 本計画実施時 次期計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

計画策定 

運用 

        

施策の 

実施 

        

施策の 

実施状況

の評価 

        

数値目標 

の評価 

        

  

第１次 岐阜県地域公共交通計画（必要に応じて見直し） 第２次計画 

計画策定 
次期計画 
策定 

実施 
状況 
評価 

改善 

評価 

改善 

実施 
状況 
評価 

改善 

評価 

改善 

実施 
状況 
評価 

改善 

評価 

改善 

実施 
状況 
評価 

改善 

評価 

改善 

実施 
状況 
評価 

改善 

評価 

改善 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 
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   参考資料 
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岐阜県地域公共交通協議会規約 

 

（名称） 

第１条 この協議会は、岐阜県地域公共交通協議会（以下「協議会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 本会は、関係者が地域公共交通のあり方について協議を行い、県民が利用しやすく効率的な公

共交通ネットワークの形成を図ることを目的とする。 

 

（協議事項） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について協議を行う。 

(1) 岐阜県地域公共交通計画の作成及び実施に関すること。 

(2) 生活交通の確保・維持・改善に関する計画に関すること。 

(3) その他地域公共交通の確保に関し必要な事項 

 

（事業） 

第４条 本協議会は前条の協議を行うために必要な調査を行うことができる。 

 

（組織及び会員） 

第５条 協議会は、次の各号に掲げる者から会長が指名し組織する。 

(1)  岐阜県 

(2)  国土交通省中部運輸局 

(3)  国土交通省中部運輸局岐阜運輸支局 

(4)  市町村 

(5)  交通事業者 

(6)  道路管理者 

(7)  公安委員会 

(8)  地域公共交通の利用者 

(9)  学識経験者 

(10) 協議会の運営上必要と認められるもの  

 

（役員） 

第６条 協議会に会長を置き、会長には岐阜県都市建築部都市公園整備局長をもって充てる。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 
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（会議） 

第７条 協議会の会議（以下「会議」という。）は会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、会員の半数以上の出席がなければ開くことができず、その会議において議決を要する事項に

ついては、会議は出席会員（代理人を含む。以下同じ。）の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

３ 会議では、協議会の設立及び解散のほか次の事項を決定する。 

 (1) 規約に関する事項 

 (2) 事業計画及び事業報告に関する事項 

 (3) 予算及び決算に関する事項 

 (4) 国庫補助金（地域公共交通確保維持改善事業及び鉄道施設総合安全対策事業）に係る計画 

４ 会長は、前項第４号について、本条第２項の規定によらず、事業に関係する市町村及び交通事業者全

てから合意が得られる場合は協議会の決定とすることができる。   

５ 会長は、必要があると認めるときは、会議に会員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くことがで

きる。 

６ 会員は、会議に代理人を出席させ、表決を委任することができる。この場合、表決の委任者は、会議に

出席したものとみなす。 

７ 会議は、必要に応じて書面による開催とすることができる。 

8 前各項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

（幹事会） 

第８条 協議会は、協議会の業務を円滑に行うため、幹事会を置くことができる。 

２ 幹事会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

 

（分科会） 

第９条 第３条に規定する協議事項のうち、特定地域の事項に関する検討、調整を行うため、幹事会に分

科会を置くことができる。 

２ 分科会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

 

（オブザーバー） 

第１０条 会長は、必要に応じオブザーバーを出席させ、意見を述べさせることができる。 

 

（事務局） 

第１１条 協議会の事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局は、岐阜県都市建築部都市公園整備局公共交通課に置く。 

３ 事務局に従事する職員は、会長が定めた者をもって充てる。 

４ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

(経費) 

第１２条 協議会の経費は、負担金、補助金等をもって充てる。 
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(監査) 

第１３条 協議会の出納を監査するため、協議会に監事を２人置く。 

２ 監事のうち１名は、岐阜県出納事務局出納管理課長をもって充てる。１名は、会員の中から会長が選任

する。 

３ 監事は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 

 

（財務） 

第１４条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

（報償費及び費用弁償） 

第１５条 協議会は、会員等に対し、報償費及び費用弁償を支給することができる。 

２ 前項の報償費及び費用弁償の額並びにその支給方法については、会長が別に定める。 

 

（協議会解散の場合の措置） 

第１６条 協議会を解散する場合は、協議会の収支は解散の日をもって打ち切り、会長であった者がこれ

を決算する。 

 

（委任） 

第１７条 会長は、その権限の属する事務の一部を会長が定める者に委任することができる。 

２ 前項の規定により委任された事務の執行にあたっては、その責任は当該委任された者に帰属する。 

 

（事業年度） 

第１８条 協議会の事業年度は毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（その他） 

第１９条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

附 則 

１ この規約は、平成２３年６月１５日から施行する。 

 

附 則 

１ この規約は、平成２７年７月９日から施行する。 

 

附 則 

１ この規約は、平成２８年６月９日から施行する。 

 

附 則 

１ この規約は、令和３年４月９日から施行する。 
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岐阜県地域公共交通協議会 会員名簿（R4.4.1 時点） 
 

区分 団体名 役職 氏名 

県 岐阜県 都市建築部都市公園整備局長 舟久保 敏 

国 国土交通省中部運輸局 交通政策部長 廣松 智樹 

国 国土交通省中部運輸局岐阜運輸支局 支局長 古橋 靖弘 

市町村 岐阜市 市長 柴橋 正直 

市町村 大垣市 市長 石田 仁 

市町村 高山市 市長 國島 芳明 

市町村 多治見市 市長 古川 雅典 

市町村 関市 市長 尾関 健治 

市町村 中津川市 市長 青山 節児 

市町村 美濃市 市長 武藤 鉄弘 

市町村 瑞浪市 市長 水野 光二 

市町村 羽島市 市長 松井 聡 

市町村 恵那市 市長 小坂 喬峰 

市町村 美濃加茂市 市長 藤井 浩人 

市町村 土岐市 市長 加藤 淳司 

市町村 各務原市 市長 浅野 健司 

市町村 可児市 市長 冨田 成輝 

市町村 山県市 市長 林 宏優 

市町村 瑞穂市 市長 森 和之 

市町村 飛騨市 市長 都竹 淳也 

市町村 本巣市 市長 藤原 勉 

市町村 郡上市 市長 日置 敏明 

市町村 下呂市 市長 山内 登 

市町村 海津市 市長 横川 真澄 

市町村 岐南町 町長 小島 英雄 

市町村 笠松町 町長 古田 聖人 

市町村 養老町 町長 大橋 孝 

市町村 垂井町 町長 早野 博文 

市町村 関ヶ原町 町長 西脇 康世 

市町村 神戸町 町長 谷村 成基 

市町村 輪之内町 町長 木野 隆之 

市町村 安八町 町長 堀 正 

市町村 揖斐川町 町長 岡部 栄一 

市町村 大野町 町長 宇佐美 晃三 

市町村 池田町 町長 岡﨑 和夫 

市町村 北方町 町長 戸部 哲哉 

市町村 坂祝町 町長 柴山 佳也 

市町村 富加町 町長 板津 德次 

市町村 川辺町 町長 佐藤 光宏 

市町村 七宗町 町長 加納 福明 

市町村 八百津町 町長 金子 政則 

市町村 白川町 町長 細江 茂樹 

市町村 東白川村 村長 今井 俊郎 

市町村 御嵩町 町長 渡邊 公夫 

市町村 白川村 村長 成原 茂 
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区分 団体名 役職 氏名 

交通事業者（鉄道） 養老鉄道株式会社 代表取締役社長 田野 雄紀夫 

交通事業者（鉄道） 樽見鉄道株式会社 代表取締役社長 不破 道夫 

交通事業者（鉄道） 明知鉄道株式会社 代表取締役社長 小坂 喬峰 

交通事業者（鉄道） 長良川鉄道株式会社 代表取締役社長 日置 敏明 

交通事業者（バス） 岐阜乗合自動車株式会社 取締役社長 瀧 修一 

交通事業者（バス） 東濃鉄道株式会社 取締役社長 水野 敏秀 

交通事業者（バス） 名阪近鉄バス株式会社 取締役社長 田端 英明 

交通事業者（バス） 濃飛乗合自動車株式会社 取締役社長 加藤 憲治 

交通事業者（バス） 北恵那交通株式会社 代表取締役社長 水野 敏秀 

交通事業者（バス） 株式会社白鳥交通 代表取締役 尾藤 安正 

交通事業者（バス） 株式会社日本タクシー 代表取締役 山田 健太郎 

交通事業者（バス） 加越能バス株式会社 代表取締役 中田 邦彦 

道路管理者 国土交通省中部地方整備局 岐阜国道事務所 所長 米村 享紘 

道路管理者 国土交通省中部地方整備局 高山国道事務所 所長 栗山 健作 

道路管理者 
国土交通省中部地方整備局 
多治見砂防国道事務所 

所長 加藤 仁志 

道路管理者 岐阜県 県土整備部長 大野 真義 

公安委員会 岐阜県警察本部 交通部長 須貝 英男 

地域公共交通利用者 (社福）岐阜県社会福祉協議会 常務理事 小林 政人 

地域公共交通利用者 岐阜県高等学校 PTA 連合会 副会長 山田 英司 

学識経験者 
（大）東海国立大学機構 岐阜大学 
    工学部社会基盤工学科 

教授 倉内 文孝 

学識経験者 
（大）東海国立大学機構 名古屋大学 

    未来社会創造機構 モビリティ社会研究所 
特任准教授 金森 亮 

学識経験者 
（独）国立高等専門学校機構 

    岐阜工業高等専門学校 環境都市工学科 
准教授 川端 光昭 

運営上必要と 
認められるもの 

（一社）岐阜県観光連盟 常務理事 桂川 淳 

運営上必要と 
認められるもの 

（公社）岐阜県バス協会 専務理事 林 直樹 

運営上必要と 
認められるもの 

岐阜県タクシー協会 専務理事 黒田 秀樹 

オブザーバー 東海旅客鉄道株式会社 東海鉄道事業本部 管理部 企画課 課長 小野原 大輔 

オブザーバー 名古屋鉄道株式会社 
地域活性化推進本部地域連携部付部長兼
岐阜エリア担当 

小澤 秀彦 

オブザーバー 中日本高速道路（株） 名古屋支社 総務企画部 企画調整課長 椎野  修 

オブザーバー 岐阜県 地域福祉課長 森 祥一 

オブザーバー 岐阜県 高齢福祉課長 有田 誠二 

オブザーバー 岐阜県 障害福祉課長 熊谷 真一郎 

オブザーバー 岐阜県 子育て支援課長 笠井 省吾 

オブザーバー 岐阜県 観光企画課長 渡部 達弥 

オブザーバー 岐阜県教育委員会 学校安全課長 増田 康宏 
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清流の国ぎふ憲章 

 ～ 豊かな森と清き水 世界に誇れる 我が清流の国 ～ 

 

「清流の国ぎふ」に生きる私たちは、 

知 清流がもたらした自然、歴史、伝統、文化、技を知り学びます 

創 ふるさとの宝ものを磨き活かし、新たな創造と発信に努めます 

伝 清流の恵みを新たな世代へと守り伝えます 

 
平成２６年１月３１日 「清流の国ぎふ」づくり推進県民会議 


